
横浜市報調達公告版 

第60号 平成25年７月16日発行 

1 

 

第60号 

横浜市報調達公告版
       

        横浜市中区港町１丁目１番地 

  発 行 所 

        横  浜  市  役  所 

 

 

【調達公告】 

△ 特定調達契約に係る一般競争入札（工事）の施行 

  （南区総合庁舎移転新築工事（第１工区建築工事）） ········································ ２ 

△ 同（南部処理区新磯子幹線下水道整備工事） ················································ ７ 

△ 一般競争入札（工事）の施行 

  （都市計画道路桂町戸塚遠藤線（上倉田戸塚地区）街路整備工事（第３工区その３）ほか18件） ··· 12 

△ 一般競争入札（物品・委託等）の施行 

  （書庫（低層）（ＩＴＯＫＩ） 216台ほか 同等品可 ほか27件） ··························· 42 

△ 特定調達契約の落札者等の決定 ···························································· 73 

 

【水道局】 

△ 総合評価一般競争入札（工事）の施行 

  （工業用水道 片倉四丁目口径1,100ｍｍ送水管布設替工事） ································· 74 

△ 一般競争入札（工事）の施行 

  （大口仲町ほか５か所口径75ｍｍ配水管布設替工事 ほか７件） ······························ 81 

△ 特定調達契約に係る一般競争入札の施行 

  （直管（ＧＸ形）100×4000（１種）（付属品を含む） 約29本ほかの購入） ···················· 95 

△ 同（直管（ＧＸ形）100×4000（付属品を含む） 約４本ほかの購入） ························· 98 

△ 一般競争入札（物品・委託等）の施行 

  （単口消火栓用ケレップパッキン 100個ほか ほか５件） ·································· 101 

△ 一般競争入札（水道局経理課契約分）の施行 

  （緑営業所車庫敷地用地測量業務委託） ··················································· 110 

 

【交通局】 

△ 一般競争入札（工事）の施行 

  （最戸変電所アスベスト除去工事） ······················································· 114 

△ 一般競争入札（物品・委託等）の施行 

  （機材運搬車 １台） ··································································· 120 

 

【病院経営局】 

△ 特定調達契約の落札者等の決定 ··························································· 124 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



横浜市報調達公告版 

第60号 平成25年７月16日発行 

2 

 

調 達 公 告 
 

横浜市調達公告第212号 

特定調達契約に係る一般競争入札（工事）の施行 

次のとおり一般競争入札を行う。 

平成25年７月16日 

 契約事務受任者 

 横浜市副市長 大 場 茂 美 

１ 競争入札に付する事項 

 (1) 工事名 

   南区総合庁舎移転新築工事（第１工区建築工事） 

 (2) 工事場所 

   南区浦舟町２丁目33番地 

 (3) 工事概要 

   コンクリート充填鋼管造（一部鉄筋コンクリート造）、免震構造 

地下１階地上７階建 

延床面積18,626平方メートル 

 (4) 工種 

   建築 

 (5) 完成期限 

   平成27年12月25日 

 (6) 予定価格 

開札後に公表 

 (7) 調査基準価格 

開札後に公表 

２ 入札参加資格 

  入札に参加しようとする者は、次に掲げる資格条件を全て満たした特定建設共同企業体で、かつ、入 

札参加資格の確認を受けなければならない。 

 (1) 特定建設共同企業体の資格条件 

    ア 構成員数は、３者とする。 

イ  各構成員（中小企業等協同組合法（昭和24年法律第 181号）第３条に規定する中小企業等協同組

合（以下「組合」という。）の場合はその組合員を含む。）は、本件工事に係る入札において、同

時に２以上の特定建設共同企業体の構成員（組合の場合はその組合員を含む。）になることができ

ない。 

ウ 組合の組合員は、当該組合が構成員となっている特定建設共同企業体の他の構成員になることが

できない。 

エ 構成員の出資比率は、各構成員の出資比率が当該特定建設共同企業体の総出資額の10分の２以上 

であるとともに、代表者となる構成員の出資比率は、当該特定建設共同企業体の構成員中最大でなけ

ればならない。 

(2) 特定建設共同企業体の構成員の資格条件 

  ア 横浜市契約規則（昭和39年３月横浜市規則第59号）第３条第１項に掲げる者でないこと及び同条 

第２項の規定により定めた資格を有する者であること。 

    イ  平成25・26年度横浜市一般競争入札有資格者名簿（工事関係）において「建築」に登録を認めら

れている者であること。 

    ウ  平成25年７月30日から開札日までの間のいずれの日においても、横浜市一般競争参加停止及び指 

      名停止等措置要綱に基づく一般競争参加停止及び指名停止措置を受けていない者であること。 

   エ  特定建設共同企業体の代表構成員は、アからウまでに掲げるもののほか、次の資格条件を満たし 

ている者であること。 

(ｱ) 建設業法（昭和24年法律第100号。以下同じ）第３条に定める建築工事業に係る特定建設業許 

可（以下「建築工事業に係る特定建設業の許可」という。）を有していること。 

(ｲ) 建設業法第27条の23第１項に定める経営事項審査（以下「経審」という。）の総合評定値通知
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書（本件工事の入札参加資格確認申請書類の提出日で有効かつ最新のものとする。以下同じ。）に

おける建築一式の総合評定値が1,250点以上であること。 

(ｳ) 平成10年４月１日から本件工事の入札参加資格確認申請書類の提出日までの間に完成した、鉄

筋コンクリート造、鉄骨造、鉄骨鉄筋コンクリート造又はコンクリート充填鋼管造で、１棟の延床

面積が11,000平方メートル以上かつ地上４階建以上の建築物について、次のいずれかの元請とし

ての施工実績を有すること。 

 ａ  免震構造による建築工事（増築工事又は改築工事については、免震構造による施工部分が上

記の規模以上であること。） 

ｂ 建築物の免震化工事（一部免震化工事については免震化部分が上記の規模以上であること。） 

ｃ 免震装置の全面改修工事（免震構造部分が上記の規模以上であること。） 

  なお、当該施工実績が共同企業体の構成員としての施工実績の場合は、出資比率が総出資額の10 

 分の２以上のものに限る。 

(ｴ) 建築工事業に係る監理技術者資格者証を有する者又はこれと同等以上の資格を有するものと国土

交通大臣が認定した者（以下「監理技術者等」という。）を施工現場に専任で配置できること。当

該監理技術者等は、平成10年４月１日から本件工事の入札参加資格確認申請書類の提出日までの間

に完成した、免震構造による建築工事、建築物の免震化工事又は免震装置の全面改修工事の元請と

しての施工経験を有すること。なお、当該施工経験が共同企業体の構成員としての施工経験の場合

は、出資比率が総出資額の10分の２以上のものに限る。 

  オ  特定建設共同企業体の第２位構成員は、アからウまでに掲げるもののほか、次の資格条件を満た

している者であること。 

   (ｱ) 建築工事業に係る特定建設業の許可を有すること。 

(ｲ) 経審の総合評定値通知書における建築一式の総合評定値が1,150点以上であること。 

(ｳ) 平成10年４月１日から本件工事の入札参加資格確認申請書類の提出日までの間に完成した、次 

のａ及びｂの工事の元請としての施工実績を有すること（ａ及びｂは別工事でも可）。 

ａ 鉄筋コンクリート造、鉄骨造、鉄骨鉄筋コンクリート造又はコンクリート充填鋼管造で、１棟

の延床面積が11,000平方メートル以上かつ地上４階建以上の建築物を建築した工事 

ｂ 鉄筋コンクリート造、鉄骨造、鉄骨鉄筋コンクリート造又はコンクリート充填鋼管造の建築物

に係る、免震構造による建築工事、建築物の免震化工事又は免震装置の全面改修工事 

  なお、当該施工実績が共同企業体の構成員としての施工実績の場合は、出資比率が総出資額の 

 10分の２以上のものに限る。 

(ｴ) 監理技術者等を施工現場に専任で配置できること。 

カ  特定建設共同企業体の第３位構成員は、アからウまでに掲げるもののほか、次の資格条件を満た

している者であること。 

(ｱ) 建築工事業に係る特定建設業の許可を有すること。 

(ｲ) 経審の総合評定値通知書における建築一式の総合評定値が900点以上であること。 

(ｳ) 平成10年４月１日から本件工事の入札参加資格確認申請書類の提出日までの間に完成した、鉄 

筋コンクリート造、鉄骨造、鉄骨鉄筋コンクリート造又はコンクリート充填鋼管造で、１棟の延床

面積が11,000平方メートル以上かつ地上４階建以上の建築物の新築工事又は増築部分の規模が延

床面積11,000平方メートル以上かつ地上４階建以上の増築工事の元請としての施工実績を有する

こと。なお、当該施工実績が共同企業体の構成員としての施工実績の場合は、出資比率が総出資額

の10分の２以上のものに限る。 

(ｴ) 監理技術者等を施工現場に専任で配置できること。 

キ  エ(ｴ)、オ(ｴ)及びカ(ｴ)に掲げる者は、本件工事の入札参加資格確認申請書類の提出日において、

直接的かつ恒常的な雇用関係にあり、当該雇用期間が３か月間経過しており、他の工事に従事して

いない者でなければならない。 

ただし、本件工事の入札参加資格確認申請書類の提出日において、他の工事に従事している者であ

っても、開札日からおおむね７日以内に本件工事に配置することができる場合に限り、他の工事に従

事していない者として取り扱うものとする。 

３ 入札参加の手続 

    本件工事の入札に参加しようとする者（前項第２号イに定める登録のない者で、入札説明書に定める

名簿登載手続を行う者を含む。）は、次のとおり入札参加資格の確認申請を行わなければならない。     

 (1) 提出書類及び提出方法 
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   入札説明書による。 

  (2) 提出部課 

    〒231-0017 中区港町１丁目１番地 

    横浜市財政局契約部契約第一課工事第一係（関内中央ビル２階） 

     電話 045(671)2244 

 (3) 提出期限 

   平成25年７月30日午後５時 

 (4) 契約条項等に関する問い合わせ先 

〒231-0017 中区港町１丁目１番地 

横浜市財政局契約部契約第一課工事契約係（関内中央ビル２階） 

電話 045(671)2246  

４ 入札参加資格の喪失 

   入札参加資格の確認結果の通知後、一般競争入札参加資格確認結果通知書を受けた者又はその構成員

が、次のいずれかに該当するときは、本件工事に係る入札に参加することができない。 

  (1) 第２項の資格条件を満たさなくなったとき。 

  (2) 入札説明書に定める提出書類（当該書類に記載すべき事項を記載した電磁的記録を含む。以下同じ

。）に虚偽の記載をしたとき。 

５ 入札に必要な書類を示す場所 

  本件工事に係る入札説明書等は、第３項第２号に掲げる部課において、この公告の日から開札日まで閲 

覧に供する。 

６ 入札説明書の交付等  

 (1) 入札説明書の交付期間及び交付方法 

      横浜市ホームページ「ヨコハマ・入札のとびら」からダウンロード可能。 

   また、平成25年７月16日から平成25年９月４日まで（日曜日、土曜日及び国民の祝日に関する法律

（昭和23年法律第178号）に規定する休日並びに12月29日から翌年１月３日まで（以下「休日等」とい

う。）を除く。）の午前９時から正午まで及び午後１時から午後５時までの間に第３項第２号に掲げ

る部課において無償で交付する。 

 (2) 設計図書及び参考資料の入手方法 

   入札説明書に定める方法により入手すること。 

７ 入札及び開札 

 (1) 入札期間及び開札予定日時 

  ア 入札期間 

    平成25年９月２日から平成25年９月４日まで（休日等を除く。） 

  イ 開札予定日時 

    平成25年９月５日午前10時15分 

 (2) 入札参加者は、次のいずれかの方法により入札書を提出すること。 

  ア 電子入札システムによる入札書の提出 

(ｱ) 前号アに定める期間の午前９時から午後８時まで（ただし、最終日は午後５時までとする。）

に、特定建設共同企業体の代表構成員が単体として利用者登録したＩＣカードを使用して、特定建

設共同企業体登録時に付与される当該特定建設共同企業体の業者コードを用いて、電子入札システ

ムにより入札書を提出すること。 

(ｲ) 入札にあたっては、工事費内訳書を電子ファイル化し、電子入札システムを通じて入札書提出

の際に添付すること。工事費内訳書の提出方法については、横浜市電子入札運用基準（工事請負関

係）（以下「運用基準」という。）第13条を参照すること。 

なお、工事費内訳書とは、本市が工事ごとに定めた設計書のうち、工事内訳及び中科目別内訳（

以下「中科目別内訳書」という。）又は本工事内訳書（中科目別内訳書又は本工事内訳書がないも

のは同等の内訳。以下同じ。）に記載した項目及び数量と一致した項目及び数量が明示されている

もので、かつ、中科目別内訳書又は本工事内訳書よりも詳細な内訳が明示されたものをいう。また

、工事費内訳書の合計金額は、入札金額と一致させること。 

 イ 持参による入札書の提出 

(ｱ) 所定の入札書とア(ｲ)に定める工事費内訳書を封筒に入れて、前号アに定める期間の午前９時か

ら正午まで及び午後１時から午後５時までに、横浜市財政局契約部契約第一課まで提出すること。
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なお、工事費内訳書の合計金額は、入札金額と一致させること。 

(ｲ) 入札書に特定建設共同企業体名、特定建設共同企業体の代表構成員の所在地、商号又は名称及

び代表者名を記載すること。 

(ｳ) 入札書の提出にあたっては、運用基準に定める「横浜市電子入札における紙入札参加届出書(第

１号様式)」を、入札書と併せて提出すること。この場合、当該様式の「４ 電子入札システムを

利用できない理由」欄に、「政府調達協定対象案件」と記載すること。 

  ウ 郵送による入札書の提出 

   (ｱ) 所定の入札書とア(ｲ)に定める工事費内訳書を封筒に入れて、前号アに定める期間内（ただし、

最終日の午後５時必着とする。）に、横浜市役所内郵便局に到達するように、書留郵便で郵送する

こと。なお、工事費内訳書の合計金額は、入札金額と一致させること。 

(ｲ) 入札書に特定建設共同企業体名、特定建設共同企業体の代表構成員の所在地、商号又は名称及び

代表者名を記載すること。 

(ｳ) 入札書の提出にあたっては、運用基準に定める「横浜市電子入札における紙入札参加届出書（

第１号様式）」を、入札書と併せて提出すること。この場合、当該様式の「４ 電子入札システム

を利用できない理由」欄に、「政府調達協定対象案件」と記載すること。 

 (3) 落札決定にあたっては、入札金額に当該金額の100分の５に相当する額を加算した金額（当該金額に

１円未満の端数があるときは、その端数を切り捨てた金額）をもって落札価格とするので、入札参加

者は、消費税及び地方消費税に係る課税事業者であるか免税事業者であるかを問わず、見積もった契

約希望金額の105分の100に相当する金額を入札金額とすること。 

 (4) 入札の回数は１回とする。なお、開札をした結果、各者の入札のうち予定価格の制限の範囲内の入

札がないときは、当該入札を不調とする。 

８ 入札の無効 

  次の入札は、無効とする。 

 (1) 横浜市契約規則第19条の規定に該当する入札 

 (2) 第２項に定める入札参加資格を満たさない者が行った入札 

 (3) 入札説明書に定める提出書類に虚偽の記載をした者が行った入札 

 (4) 金額の表示を改ざんし、又は訂正した入札書による入札 

 (5) 前項第２号ア(ｲ)、イ(ｱ)及びウ(ｱ)に定める工事費内訳書の提出をしない者が行った入札 

(6) 電子入札システムにより入札書を提出する場合に、平成25・26年度横浜市一般競争入札参加資格審

査申請における代表者又は受任者以外の名義によるＩＣカードを用いて行った入札 

 (7) 電子入札システムにより入札書を提出する場合に、前項第２号アに定める方法によらない入札 

(8) 持参により入札書を提出する場合に、前項第２号イに定める方法によらない入札 

(9) 郵送により入札書を提出する場合に、前項第２号ウに定める方法によらない入札 

 (10) 前各号に定めるもののほか、入札説明書に定める方法によらない入札 

９ 落札者の決定 

  第１項第６号に定める予定価格の制限の範囲内で最低の価格をもって有効な入札を行った者を落札者と

する。 

ただし、落札者となるべき者の入札価格が第１項第７号に定める調査基準価格を下回る場合に、その者

により当該契約の内容に適合した履行がなされないおそれがあると認められるとき又はその者と契約を

締結することが公正な取引の秩序を乱すこととなるおそれがあって著しく不適当であると認めるときは

、その者を落札者とせず、予定価格の制限の範囲内の価格をもって入札した他の者のうち、最低の価格

をもって入札した者を落札者とすることがある。 

10 入札保証金及び契約保証金  

 (1) 入札保証金  

   免除する。  

 (2) 契約保証金  

   要求する。 

11 契約金の支払方法  

 (1) 前払金  

   本件工事の請負契約締結時に別途定める契約期間中の各会計年度の出来高予定額の10分の４以内の

額を支払う。ただし、調査基準価格を下回る価格で入札を行った者を契約の相手方とする場合は、契

約期間中の各会計年度の出来高予定額の10分の２以内の額を支払う。 
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(2) 中間前払金 

公共工事の前払金に関する規則第２条第３項に規定する認定を受けた場合は、前号の前払金に追加

して、本件工事の請負契約締結時に別途定める、契約期間中の各会計年度の出来高予定額の10分の２

以内の額を支払う。ただし、調査基準価格を下回る価格で入札を行ったものを契約の相手方とする場

合は、支払わない。 

 (3) 契約金の部分払いの回数は、４回以内とする。 

12 その他 

 (1) 手続において使用する言語及び通貨 

   日本語及び日本国通貨に限る。 

 (2) 契約書作成の要否 

   要する。 

 (3) 本件工事に直接関連する他の工事の請負契約を本件工事の請負契約の相手方との随意契約により締

結する予定の有無 

   無  

 (4) 本件工事は、建設工事に係る資材の再資源化等に関する法律第９条第１項に規定する対象建設工事

に該当する。 

 (5) 特定建設共同企業体の構成員のいずれかが、入札参加資格の申請後、第７項第１号アに定める期間

の最終日の午後５時までの間に第２項第２号ウに定める資格条件を満たさなくなり、入札参加資格を

喪失した場合の取扱い 

     入札説明書による。 

 (6) 必要と認めるときは入札を延期（入札期間の延期を含む。）し、中止し、又は取り消すことがある 

  。 

(7) 詳細は、入札説明書による。 

13 議会の議決要件 

 本件工事の契約締結については、横浜市議会の議決に付すべき契約に関する条例（昭和39年３月横浜

市条例第５号）第２条の規定により、市議会の議決に付すべきものである。 

14 Summary  

 (1) Subject matter of the contract: Building Works for the Minami Ward Administration Office 

(Section 1) 

  (2) Deadline for the tender: 5:00 p.m., 4 September, 2013 

  (3) Contact point for the notice: First Contract Division, Finance Bureau, City of Yokohama, 

1-1 Minato-cho, Naka-ku, Yokohama, 231-0017 TEL 045(671)2244 
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横浜市調達公告第213号 

特定調達契約に係る一般競争入札（工事）の施行 

次のとおり一般競争入札を行う。 

平成25年７月16日 

 契約事務受任者 

 横浜市副市長 大 場 茂 美 

１ 競争入札に付する事項 

 (1) 工事名 

   南部処理区新磯子幹線下水道整備工事 

 (2) 工事場所 

   磯子区磯子一丁目４番から新磯子町39番地まで 

 (3) 工事概要 

  ア 今回工事概要 

発進立坑築造工１か所、泥水式シールド工（一次覆工、仕上がり内径3,600ミリメートル、 

延長1,896.3メートル）、坑内配管工（送泥管等）一式、充填工(下部)1,997立方メートル 

イ 全体工事概要 

発進立坑築造工１か所、泥水式シールド工（一次覆工、仕上がり内径3,600ミリメートル、 

延長1,896.3メートル）、坑内配管工（送泥管等）一式、充填工（下部、上部）12,961立方メートル

、到達特殊人孔築造工１か所、坑内配管工（汚水圧送管、内径1,350ミリメートル、延長3,792メー

トル）、特殊人孔築造工１か所、付帯工一式 

 (4) 工種 

   土木 

 (5) 完成期限 

   平成28年３月15日 

 (6) 予定価格 

開札後に公表 

 (7) 調査基準価格 

開札後に公表 

２ 入札参加資格 

  入札に参加しようとする者は、次に掲げる資格条件を全て満たした特定建設共同企業体で、かつ、入 

札参加資格の確認を受けなければならない。 

 (1) 特定建設共同企業体の資格条件 

    ア 構成員数は、３者とする。 

イ  各構成員（中小企業等協同組合法（昭和24年法律第 181号）第３条に規定する中小企業等協同組

合（以下「組合」という。）の場合はその組合員を含む。）は、本件工事に係る入札において、同

時に２以上の特定建設共同企業体の構成員（組合の場合はその組合員を含む。）になることができ

ない。 

ウ 組合の組合員は、当該組合が構成員となっている特定建設共同企業体の他の構成員になることが

できない。 

エ 構成員の出資比率は、各構成員の出資比率が当該特定建設共同企業体の総出資額の10分の２以上 

であるとともに、代表者となる構成員の出資比率は、当該特定建設共同企業体の構成員中最大でなけ

ればならない。 

(2) 特定建設共同企業体の構成員の資格条件 

  ア 横浜市契約規則（昭和39年３月横浜市規則第59号）第３条第１項に掲げる者でないこと及び同条 

第２項の規定により定めた資格を有する者であること。 

    イ  平成25・26年度横浜市一般競争入札有資格者名簿（工事関係）において「土木」に登録を認めら

れている者であること。 

    ウ  平成25年７月30日から開札日までの間のいずれの日においても、横浜市一般競争参加停止及び指 

      名停止等措置要綱に基づく一般競争参加停止及び指名停止措置を受けていない者であること。 

   エ  特定建設共同企業体の代表構成員は、アからウまでに掲げるもののほか、次の資格条件を満たし 

ている者であること。 
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(ｱ) 建設業法（昭和24年法律第100号。以下同じ。）第３条に定める土木工事業に係る特定建設業許 

可（以下「土木工事業に係る特定建設業の許可」という。）を有していること。 

(ｲ) 建設業法第27条の23第１項に定める経営事項審査（以下「経審」という。）の総合評定値通知

書（本件工事の入札参加資格確認申請書類の提出日で有効かつ最新のものとする。以下同じ。）に

おける土木一式の総合評定値が1,250点以上であること。 

(ｳ) 平成10年４月１日から本件工事の入札参加資格確認申請書類の提出日までの間に完成した、仕

上がり内径2,800ミリメートル以上の密閉型シールド工事の元請としての施工実績を有すること。

なお、当該施工実績が共同企業体の構成員としての施工実績の場合は、出資比率が総出資額の10

分の２以上のものに限る。 

(ｴ) 土木工事業に係る監理技術者資格者証を有する者又はこれと同等以上の資格を有するものと国土

交通大臣が認定した者（以下「監理技術者等」という。）を施工現場に専任で配置できること。当

該監理技術者等は、平成10年４月１日から本件工事の入札参加資格確認申請書類の提出日までの間

に完成した、密閉型シールド工事の元請としての施工経験を有すること。なお、当該施工経験が共

同企業体の構成員としての施工経験の場合は、出資比率が総出資額の10分の２以上のものに限る。 

  オ  特定建設共同企業体の第２位構成員は、アからウまでに掲げるもののほか、次の資格条件を満た

している者であること。 

   (ｱ) 土木工事業に係る特定建設業の許可を有すること。 

(ｲ) 経審の総合評定値通知書における土木一式の総合評定値が1,150点以上であること。 

(ｳ) 平成10年４月１日から本件工事の入札参加資格確認申請書類の提出日までの間に完成した、仕 

上がり内径2,800ミリメートル以上の密閉型シールド工事の元請としての施工実績を有すること。

なお、当該施工実績が共同企業体の構成員としての施工実績の場合は、出資比率が総出資額の10

分の２以上のものに限る。 

(ｴ) 監理技術者等を施工現場に専任で配置できること。当該監理技術者等は、平成10年４月１日から

本件工事の入札参加資格確認申請書類の提出日までの間に完成した、密閉型シールド工事の元請と

しての施工経験を有すること。なお、当該施工経験が共同企業体の構成員としての施工経験の場合

は、出資比率が総出資額の10分の２以上のものに限る。 

カ  特定建設共同企業体の第３位構成員は、アからウまでに掲げるもののほか、次の資格条件を満た

している者であること。 

(ｱ) 土木工事業に係る特定建設業の許可を有すること。 

(ｲ) 経審の総合評定値通知書における土木一式の総合評定値が900点以上であること。 

(ｳ) 平成10年４月１日から本件工事の入札参加資格確認申請書類の提出日までの間に完成した、密閉

型シールド工事の元請としての施工実績を有すること。なお、当該施工実績が共同企業体の構成員

としての施工実績の場合は、出資比率が総出資額の10分の２以上のものに限る。 

(ｴ) 監理技術者等を施工現場に専任で配置できること。当該監理技術者等は、平成10年４月１日から

本件工事の入札参加資格確認申請書類の提出日までの間に完成した、密閉型シールド工事の元請と

しての施工経験を有すること。なお、当該施工経験が共同企業体の構成員としての施工経験の場合

は、出資比率が総出資額の10分の２以上のものに限る。 

キ  エ(ｴ)、オ(ｴ)及びカ(ｴ)に掲げる者は、本件工事の入札参加資格確認申請書類の提出日において、

直接的かつ恒常的な雇用関係にあり、当該雇用期間が３か月間経過しており、他の工事に従事して

いない者でなければならない。 

ただし、本件工事の入札参加資格確認申請書類の提出日において、他の工事に従事している者であ

っても、開札日からおおむね７日以内に本件工事に配置することができる場合に限り、他の工事に従

事していない者として取り扱うものとする。 

３ 入札参加の手続 

    本件工事の入札に参加しようとする者（前項第２号イに定める登録のない者で、入札説明書に定める

名簿登載手続を行う者を含む。）は、次のとおり入札参加資格の確認申請を行わなければならない。    

 (1) 提出書類及び提出方法 

   入札説明書による。 

  (2) 提出部課 

    〒231-0017 中区港町１丁目１番地 

    横浜市財政局契約部契約第一課工事第二係（関内中央ビル２階） 

     電話 045(671)2244 
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 (3) 提出期限 

   平成25年７月30日午後５時 

 (4) 契約条項等に関する問い合わせ先 

〒231-0017 中区港町１丁目１番地 

横浜市財政局契約部契約第一課工事契約係（関内中央ビル２階） 

電話 045(671)2246  

４ 入札参加資格の喪失 

   入札参加資格の確認結果の通知後、一般競争入札参加資格確認結果通知書を受けた者又はその構成員

が、次のいずれかに該当するときは、本件工事に係る入札に参加することができない。 

  (1) 第２項の資格条件を満たさなくなったとき。 

  (2) 入札説明書に定める提出書類（当該書類に記載すべき事項を記載した電磁的記録を含む。以下同じ

。）に虚偽の記載をしたとき。 

５ 入札に必要な書類を示す場所 

  本件工事に係る入札説明書等は、第３項第２号に掲げる部課において、この公告の日から開札日まで閲 

覧に供する。 

６ 入札説明書の交付等  

 (1) 入札説明書の交付期間及び交付方法 

      横浜市ホームページ「ヨコハマ・入札のとびら」からダウンロード可能。 

   また、平成25年７月16日から平成25年９月４日まで（日曜日、土曜日及び国民の祝日に関する法律

（昭和23年法律第178号）に規定する休日並びに12月29日から翌年１月３日まで（以下「休日等」とい

う。）を除く。）の午前９時から正午まで及び午後１時から午後５時までの間に第３項第２号に掲げ

る部課において無償で交付する。 

 (2) 設計図書及び参考資料の入手方法 

   入札説明書に定める方法により入手すること。 

７ 入札及び開札 

 (1) 入札期間及び開札予定日時 

  ア 入札期間 

    平成25年９月２日から平成25年９月４日まで（休日等を除く。） 

  イ 開札予定日時 

    平成25年９月５日午前10時15分 

 (2) 入札参加者は、次のいずれかの方法により入札書を提出すること。 

  ア 電子入札システムによる入札書の提出 

(ｱ) 前号アに定める期間の午前９時から午後８時まで（ただし、最終日は午後５時までとする。）

に、特定建設共同企業体の代表構成員が単体として利用者登録したＩＣカードを使用して、特定建

設共同企業体登録時に付与される当該特定建設共同企業体の業者コードを用いて、電子入札システ

ムにより入札書を提出すること。 

(ｲ) 入札にあたっては、工事費内訳書を電子ファイル化し、電子入札システムを通じて入札書提出

の際に添付すること。工事費内訳書の提出方法については、横浜市電子入札運用基準（工事請負関

係）（以下「運用基準」という。）第13条を参照すること。 

なお、工事費内訳書とは、本市が工事ごとに定めた設計書のうち、工事内訳及び中科目別内訳（

以下「中科目別内訳書」という。）又は本工事内訳書（中科目別内訳書又は本工事内訳書がないも

のは同等の内訳。以下同じ。）に記載した項目及び数量と一致した項目及び数量が明示されている

もので、かつ、中科目別内訳書又は本工事内訳書よりも詳細な内訳が明示されたものをいう。また

、工事費内訳書の合計金額は、入札金額と一致させること。 

 イ 持参による入札書の提出 

(ｱ) 所定の入札書とア(ｲ)に定める工事費内訳書を封筒に入れて、前号アに定める期間の午前９時か

ら正午まで及び午後１時から午後５時までに、横浜市財政局契約部契約第一課まで提出すること。

なお、工事費内訳書の合計金額は、入札金額と一致させること。 

(ｲ) 入札書に特定建設共同企業体名、特定建設共同企業体の代表構成員の所在地、商号又は名称及

び代表者名を記載すること。 

(ｳ) 入札書の提出にあたっては、運用基準に定める「横浜市電子入札における紙入札参加届出書(第

１号様式)」を、入札書と併せて提出すること。この場合、当該様式の「４ 電子入札システムを
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利用できない理由」欄に、「政府調達協定対象案件」と記載すること。 

  ウ 郵送による入札書の提出 

   (ｱ) 所定の入札書とア(ｲ)に定める工事費内訳書を封筒に入れて、前号アに定める期間内（ただし、

最終日の午後５時必着とする。）に、横浜市役所内郵便局に到達するように、書留郵便で郵送する

こと。なお、工事費内訳書の合計金額は、入札金額と一致させること。 

(ｲ) 入札書に特定建設共同企業体名、特定建設共同企業体の代表構成員の所在地、商号又は名称及び

代表者名を記載すること。 

(ｳ) 入札書の提出にあたっては、運用基準に定める「横浜市電子入札における紙入札参加届出書（

第１号様式）」を、入札書と併せて提出すること。この場合、当該様式の「４ 電子入札システム

を利用できない理由」欄に、「政府調達協定対象案件」と記載すること。 

 (3) 落札決定にあたっては、入札金額に当該金額の100分の５に相当する額を加算した金額（当該金額に

１円未満の端数があるときは、その端数を切り捨てた金額）をもって落札価格とするので、入札参加

者は、消費税及び地方消費税に係る課税事業者であるか免税事業者であるかを問わず、見積もった契

約希望金額の105分の100に相当する金額を入札金額とすること。 

 (4) 入札の回数は１回とする。なお、開札をした結果、各者の入札のうち予定価格の制限の範囲内の入

札がないときは、当該入札を不調とする。 

８ 入札の無効 

  次の入札は、無効とする。 

 (1) 横浜市契約規則第19条の規定に該当する入札 

 (2) 第２項に定める入札参加資格を満たさない者が行った入札 

 (3) 入札説明書に定める提出書類に虚偽の記載をした者が行った入札 

 (4) 金額の表示を改ざんし、又は訂正した入札書による入札 

 (5) 前項第２号ア(ｲ)、イ(ｱ)及びウ(ｱ)に定める工事費内訳書の提出をしない者が行った入札 

(6) 電子入札システムにより入札書を提出する場合に、平成25・26年度横浜市一般競争入札参加資格審

査申請における代表者又は受任者以外の名義によるＩＣカードを用いて行った入札 

 (7) 電子入札システムにより入札書を提出する場合に、前項第２号アに定める方法によらない入札 

(8) 持参により入札書を提出する場合に、前項第２号イに定める方法によらない入札 

(9) 郵送により入札書を提出する場合に、前項第２号ウに定める方法によらない入札 

 (10) 前各号に定めるもののほか、入札説明書に定める方法によらない入札 

９ 落札者の決定 

  第１項第６号に定める予定価格の制限の範囲内で最低の価格をもって有効な入札を行った者を落札者と

する。 

ただし、落札者となるべき者の入札価格が第１項第７号に定める調査基準価格を下回る場合に、その者

により当該契約の内容に適合した履行がなされないおそれがあると認められるとき又はその者と契約を

締結することが公正な取引の秩序を乱すこととなるおそれがあって著しく不適当であると認めるときは

、その者を落札者とせず、予定価格の制限の範囲内の価格をもって入札した他の者のうち、最低の価格

をもって入札した者を落札者とすることがある。 

10 入札保証金及び契約保証金  

 (1) 入札保証金  

   免除する。  

 (2) 契約保証金  

   要求する。 

11 契約金の支払方法  

 (1) 前払金  

   本件工事の請負契約締結時に別途定める、契約期間中の各会計年度の出来高予定額の10分の４以内

の額を支払う。ただし、調査基準価格を下回る価格で入札を行った者を契約の相手方とする場合は、

契約期間中の各会計年度の出来高予定額の10分の２以内の額を支払う。 

(2) 中間前払金 

公共工事の前払金に関する規則第２条第３項に規定する認定を受けた場合は、前号の前払金に追加

して、本件工事の請負契約締結時に別途定める、契約期間中の各会計年度の出来高予定額の10分の２

以内の額を支払う。ただし、調査基準価格を下回る価格で入札を行ったものを契約の相手方とする場

合は、支払わない。 
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 (3) 契約金の部分払いの回数は、９回以内とする。 

12 その他 

 (1) 手続において使用する言語及び通貨 

   日本語及び日本国通貨に限る。 

 (2) 契約書作成の要否 

   要する。 

 (3) 本件工事に直接関連する他の工事の請負契約を本件工事の請負契約の相手方との随意契約により締

結する予定の有無 

   有  

(4) 前号の本件工事に直接関連する他の工事は、「競争入札により発注した工事の契約の相手方に関連

工事を随意契約する場合の積算について（試行）」の対象工事である。 

 (5) 本件工事は、建設工事に係る資材の再資源化等に関する法律第９条第１項に規定する対象建設工事

に該当する。 

 (6) 特定建設共同企業体の構成員のいずれかが、入札参加資格の申請後、第７項第１号アに定める期間

の最終日の午後５時までの間に第２項第２号ウに定める資格条件を満たさなくなり、入札参加資格を

喪失した場合の取扱い 

      入札説明書による。 

 (7) 必要と認めるときは入札を延期（入札期間の延期を含む。）し、中止し、又は取り消すことがある 

  。 

(8) 詳細は、入札説明書による。 

13 Summary  

 (1) Subject matter of the contract: Construction Works of the Shin-Isogo Sewer Pipeline in 

the South Treatment Area 

  (2) Deadline for the tender: 5:00 p.m., ４ September, 2013 

  (3) Contact point for the notice: First Contract Division, Finance Bureau, City of Yokohama, 

1-1 Minato-cho, Naka-ku, Yokohama, 231-0017 TEL 045(671)2244 
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横浜市調達公告第214号 

一般競争入札（工事）の施行 

次のとおり、「都市計画道路桂町戸塚遠藤線（上倉田戸塚地区）街路整備工事（第３工区その３）」ほか

18件の工事について、一般競争入札を行う。 

平成25年７月16日 

契約事務受任者 

横浜市財政局長 柏 崎   誠 

１ 入札参加資格 

入札参加者は、開札日（ただし、基準日を別に定める場合を除く。）において、次に掲げる資格を全て

満たしていなければならない。 

(1) 横浜市契約規則（昭和39年３月横浜市規則第59号）第３条第１項に掲げる者でないこと及び同条第２

項の規定に基づき横浜市工事請負に関する競争入札取扱要綱（以下「入札取扱要綱」という。）第３条

第１項により定める資格を有する者であること。 

(2) 平成25・26年度横浜市一般競争入札有資格者名簿（工事関係）（以下「有資格者名簿」という。）に

登載されている者であること。 

(3) 横浜市一般競争参加停止及び指名停止等措置要綱（以下「指名停止等措置要綱」という。）に基づく

一般競争参加停止及び指名停止措置を受けていない者であること。 

(4) 工事ごとに定める入札参加資格を全て満たす者であること。 

なお、用語の定義は、次のとおりとする。 

 ア 主たる営業所の所在地 

   有資格者名簿における主たる営業所の所在地が属する行政区をいう。 

 イ 優良工事表彰事業者 

   横浜市優良工事施工会社表彰名簿（平成23年度の優良工事請負業者表彰名簿を含む。）に登載され

ている者をいう。 

 ウ 工事成績 

   工事ごとに入札参加資格として定めた工種に係る工事の横浜市請負工事検査事務取扱要綱第７条、

横浜市水道局請負工事検査事務取扱要綱第８条、横浜市交通局請負工事検査事務取扱要綱第８条及び

横浜市病院経営局請負工事検査事務取扱要綱第８条に規定する工事完成検査結果通知書の評定点（工

事ごとに定める期間内に完成した工事が２件以上ある場合は、完成した月が最新月のものを対象とす

る。また、最新月に完成した工事が２件以上ある場合は、最高点のものを対象とする。）をいう。 

 エ 発注者別評価点（主観点） 

   平成25・26年度の横浜市入札参加資格審査結果通知における工種ごとの発注者別評価点（主観点）

をいう。 

 オ 横浜型地域貢献企業 

   横浜型地域貢献企業として認定されている者をいう。 

 カ 建設機械所有事業者 

   ブルドーザー、ドーザーショベル、掘削機、モーターグレーダー、トラッククレーン、クローラー

クレーン、油圧式クレーン、クレーン付きトラック、タイヤショベル又は振動ローラーを所有してい

る者又は長期の賃貸借契約（契約期間中であり、かつ契約始期から契約終期までが１年を超える賃貸

借契約に限る。）をしている者をいう。  

 キ 災害協力事業者 

   災害協力業者名簿に登載されている者をいう。 

(5) ＩＣカードを購入し、電子入札システムにより利用者登録を行った者であること。 

(6) その他、詳細については横浜市契約規則、入札取扱要綱、横浜市電子入札運用基準（工事請負関係）

（以下「運用基準」という。）及び横浜市工事請負等競争入札参加要領（以下「入札参加要領」という

。）等に定めるところによる。 

２ 入札参加手続等 

(1) 入札に参加するための事前の入札参加申請手続は要しない。ただし、６(1)ただし書きの定めにより

入札保証金の納付を求める場合及び８(11)に定める場合を除く。 

(2) 設計図書のダウンロード等 

ア 設計図書の購入先・申込期限欄において、「電子図渡しを行う」としている案件（以下「電子図渡
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し案件」という。）については、横浜市ホームページ発注情報画面より設計図書をダウンロードする

こと。 

イ 電子図渡し案件以外の案件については、工事ごとに定める期間において、設計図書を購入しなけれ

ばならない。設計図書の購入先及び購入の申込期間は工事ごとに定める。また、工事ごとに定める期

間において、工事担当課において設計図書を閲覧に供する。 

ウ 設計図書購入の申込手続については、横浜市のホームページを参照すること。 

(3) １に掲げる入札参加資格の確認は、開札後に資格を確認する必要があると認める者について行う。 

３ 入札方法等 

(1) 入札期間及び開札予定日時については、工事ごとに定める。 

(2) 入札参加者は、定められた期間内において、電子入札システムにより入札書を提出すること。また、

郵便による入札は認めない。 

(3) 電子入札システムによらない入札参加については、運用基準第７条に定める場合を除き、認めない。 

(4) 入札にあたっては、別途指定がある場合を除き、工事費内訳書を電子ファイル化し、電子入札システ

ムを通じて入札書提出の際に添付すること。工事費内訳書の提出については、運用基準第13条を参照す

ること。また、工事費内訳書の合計金額は、入札金額と一致させること。 

なお、工事費内訳書とは、本市が工事ごとに定めた設計書のうち、工事内訳及び中科目別内訳（以下

「中科目別内訳書」という。）又は本工事内訳書（中科目別内訳書又は本工事内訳書がないものは同

等の内訳。以下同じ。）に記載した項目及び数量と一致した項目及び数量が明示されているもので、

かつ、中科目別内訳書又は本工事内訳書よりも詳細な内訳が明示されたものをいう。 

(5) 落札決定にあたっては、入札金額に当該金額の100分の５に相当する額を加算した金額（当該金額に

１円未満の端数があるときは、その端数を切り捨てた金額）をもって落札価格とするので、入札参加者

は、消費税及び地方消費税に係る課税事業者であるか免税事業者であるかを問わず、見積もった契約希

望金額の105分の100に相当する金額を入札金額とすること。 

(6) 入札の回数は１回とする。 

なお、開札をした結果、各者の入札のうち予定価格の制限の範囲内の入札がないときは、当該入札を

不調とする。 

(7) 合併入札の場合には、合併の対象となる全ての工事の合計金額を入札金額とすること。 

４ 入札の無効 

次の入札は、無効とする。 

(1) 横浜市契約規則第19条の規定に該当する入札 

(2) １に定める入札参加資格を満たさない者が行った入札 

(3) 有資格者名簿における代表者又は受任者以外の名義人によるＩＣカードを用いて行った入札 

(4) ３(4)に定める工事費内訳書の提出をしない者が行った入札、又は３(4) の定めに従わない工事費内

訳書の提出をした者が行った入札 

(5) ６(1)ただし書きの定めにより入札保証金の納付を求める入札において、入札保証金の取扱いに係る

説明書４の各号に該当する入札 

(6) 特定建設共同企業体による入札の場合に、共同企業体協定書兼委任状の提出をしない者が行った入札 

(7) 特定建設共同企業体と当該特定建設共同企業体のいずれかの構成員が同一の案件において入札を行っ

た場合における、当該特定建設共同企業体が行った入札及び当該構成員が行った入札 

(8) 特定建設共同企業体と当該特定建設共同企業体のいずれかの構成員を構成員とする他の特定建設共同

企業体が同一の案件において入札を行った場合、これらの特定建設共同企業体が行った入札 

(9) 中小企業等協同組合と当該中小企業等協同組合のいずれかの組合員が同一の案件において入札を行っ

た場合における、当該中小企業等協同組合が行った入札及び当該組合員が行った入札 

(10) 中小企業等協同組合と当該中小企業等協同組合のいずれかの組合員が加入する他の中小企業等協同

組合が同一の案件において入札を行った場合、これらの中小企業等協同組合が行った入札 

５ 入札参加資格の確認及び落札の決定 

(1) 開札後、工事ごとに定める予定価格の制限の範囲内の価格で最低制限価格以上の価格をもって入札を

行った者のうち最低の価格をもって入札を行った者を落札候補者とし、入札参加者に当該落札候補者名

及び当該価格を通知し、落札の決定は保留する。 

(2) 予定価格の制限の範囲内の価格で最低制限価格以上の価格をもって入札を行った者のうち最低の価格

をもって入札を行った者が２者以上あるときは、電子くじにより落札候補者を決定するものとする。 

(3) 落札決定を保留した後、落札候補者が入札参加資格を満たす者であるかを確認する。 
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(4) (3)に規定する確認の結果により、落札候補者の取扱いは次のいずれかによるものとする。 

ア 当該落札候補者が入札参加資格を満たす者であることを確認した場合には、その者を落札者とし、

入札参加者にその旨を通知する。 

イ 当該落札候補者が入札参加資格を満たす者でないことを確認した場合には、その者の入札を無効と

する。この場合、予定価格の制限の範囲内の価格で最低制限価格以上の価格をもって入札した他の者

のうち最低の価格をもって入札をした者を新たに落札候補者とし、(3) の入札参加資格の確認を行う

。以後、落札者が決定するまで同様の手続を繰り返す。 

(5) (3) の入札参加資格の確認にあたっては、当該落札候補者は、工事ごとに定める提出書類を、開札日

（(4) イの定めにより新たに落札候補者になった者については、提出を求めた日）から翌開庁日の午後

５時までの間に財政局契約第一課へ提出し、また確認のために必要な指示に従わなければならない。上

記期間内に書類が提出されない場合又は指示に従わない場合には、当該落札候補者は入札参加資格を満

たす者でないとし、(4) イの手続により落札者を決定する。 

(6) (4) イの手続により、落札候補者の入札を無効とした場合には、入札を無効とした理由を付して、当

該落札候補者に通知する。 

(7) 開札後、落札決定するまでの間に、当該落札候補者が指名停止等措置要綱第２条第１項、第３条又は

第４条に該当した場合（ただし、軽微な事由による停止措置を除く。）には、その者を落札者とせず、

予定価格の制限の範囲内の価格で最低制限価格以上の価格をもって入札した他の者のうち最低の価格を

もって入札した者を新たに落札候補者とする。 

６ 入札保証金及び契約保証金 

(1) 入札保証金はこれを免除する。ただし、工事ごとの注意事項に、入札ボンド制度の試行対象工事であ

る旨の記載がある工事については、入札保証金の納付を求める。この場合、金融機関の入札保証等をも

って入札保証金の納付に代えることができる。また、入札保証保険契約の締結を行い、又は契約保証の

予約を受けた場合は、入札保証金を免除する。入札保証金の納付等に係る書類の提出期限、場所及び方

法等については、入札保証金の取扱いに係る説明書に定めるほか、工事ごとに定める。 

(2) 契約保証金の要否については、工事ごとに定める。 

(3) 契約保証金を求める場合の取扱いについては、入札参加要領第27条から第29条までの規定による。 

７ 契約金の支払方法 

(1) 前金払の有無及び方法並びに部分払の回数は、工事ごとに定める。 

なお、前金払は部分払の回数に含まない。 

(2) 工事ごとに定める前金払の方法が「する（一括）」とある場合には、契約を締結した会計年度におい

て契約金額の10分の４以内の額を支払うとともに、公共工事の前払金に関する規則第２条第３項に規定

する認定を受けたときには、追加して、契約金額の10分の２以内の額を支払う。また、工事ごとに定め

る前金払の方法が「する（各年）」とある場合には、契約で定める各会計年度の出来高予定額の10分の

４以内の額を当該会計年度ごとに支払うとともに、公共工事の前払金に関する規則第２条第３項に規定

する認定を受けたときには、追加して、契約で定める各会計年度の出来高予定額の10分の２以内の額を

当該会計年度ごとに支払う。 

(3) 工期が複数年度に渡る場合の契約金の支払いは、契約期間中の各会計年度において、契約で定める当

該会計年度の支払限度額の範囲内で、出来高に応じて行う。 

８ その他 

(1) 建設工事に係る資材の再資源化等に関する法律第９条第１項に規定する対象建設工事に該当するか否

かは、工事ごとに明示する。 

(2) 当該工事に直接関連する他の工事の請負契約を、当該工事の請負契約の相手方と随意契約により締結

する予定がある場合には、工事ごとに明示する。 

(3) 入札を執行し、落札者が決定したときは、本市の定める契約書の取り交わしをするものとする。この

場合、契約書の作成費用は落札者が負担するものとする。 

(4) 配置技術者の届出後、当該工事が完成するまでの間は、当該技術者の変更はできない。ただし、技術

者の変更が真にやむを得ないと認められる場合で、かつ、新たに配置する技術者が、工事ごとに定める

入札参加資格（変更すべき事由が生じた日を基準日とする。）を満たすと確認された場合はこの限りで

ない。 

(5) 必要と認めるときは入札を延期（入札期間の延長を含む。）し、中止し、又は取り消すことがある。 

(6) 本市の都合により、開札日時を変更する場合、運用基準第14条第４項に定めるとおりとする。 

(7) 開札後、次のいずれかに該当するときは、指名停止等措置要綱第２条の規定により、一般競争参加停
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止及び指名停止の措置を行う。 

ア 落札候補者となった者が、正当な理由なく落札者となることを辞退した場合 

イ 落札候補者となった者が、５(5) に定める書類の提出をしない場合 

(8) ５(3) の入札参加資格の確認とあわせて、入札取扱要綱第25条第１項の規定に基づき適格性の審査を

行い、当該工事の請負業者としての適格性に欠ける者と認定された場合は、当該工事の契約は締結しな

いものとする。 

(9) (8)の適格性の審査にあたり、予定されている現場代理人が、工事請負契約約款第11条第２項に定め

る常駐義務を満たさないおそれがある場合は、入札取扱要綱第25条第１項第８号に該当し、適格性に欠

ける者となるので留意すること。 

ただし、工事監督課が同一であり、かつ、監督員と常に携帯電話等により連絡をとれる体制が確保

されている場合で、次のアからウのいずれかに該当するときは、この限りではない。 

ア ２件の工事請負契約の場合で、それぞれの予定価格（消費税及び地方消費税相当額を含む。）が

2,500万円（工種「建築」の工事請負契約の場合は5,000万円）未満のとき。 

イ 工種「建築」の工事請負契約を含まない３件の工事請負契約の場合で、予定価格（消費税及び地

方消費税相当額を含む。）の合計が2,500万円未満であるとき。 

ウ 工種「建築」の工事請負契約を含む３件の工事請負契約の場合で、予定価格（消費税及び地方消

費税相当額を含む。）の合計が5,000万円未満であるとき。ただし、３件の中に、工種「建築」以外

の工事請負契約を含む場合には、工種「建築」以外の工事請負契約の予定価格（消費税及び地方消

費税相当額を含む。）の合計が2,500万円未満であること。 

 なお、工事現場への出動体制について制限を設けている工事請負契約、現場説明書に兼任を認めな 

 い旨を記載している工事請負契約及び設計変更等に伴う契約変更により請負代金額（消費税及び地方 

 消費税相当額を含む。）が2,500万円（工種「建築」の場合は5,000万円）以上となった工事請負契約 

 については、現場代理人の他の工事との兼任を認めないものとする。 

(10) (8)の適格性の審査にあたり、開札日において、平成25・26年度の横浜市入札参加資格審査結果（変

更届を提出した場合は、審査が完了し、資格審査申請システムに登録されているもの。）における当該

工事と同工種の元請最高請負実績額が当該工事の工事費（当該工事の予定価格（消費税及び地方消費税

相当額を含む。））の６割に満たず、かつ、当該工事と同工種の下請最高請負実績額が当該工事の工事

費（当該工事の予定価格（消費税及び地方消費税相当額を含む。））の８割に満たない者は、入札取扱

要綱第25条第１項第９号に該当し、適格性に欠ける者となるので留意すること。 

(11) 特定建設共同企業体による入札を行う場合は、入札の前に特定建設共同企業体の情報について横浜

市のホームページから登録（以下「特定ＪＶ登録」という。）を行い、提出書類のうち共同企業体協定

書兼委任状を、入札締切日時までに、横浜市役所内郵便局に到着するよう横浜市財政局契約第一課あて

の書留郵便により郵送し、又は横浜市財政局契約第一課まで持参しなければならない。 

なお、特定ＪＶ登録並びに共同企業体協定書兼委任状の作成及び提出方法等の詳細については、横浜

市のホームページを参照すること。 

(12) 当該工事の契約締結について、横浜市議会の議決に付すべき契約に関する条例（昭和39年３月横浜

市条例第５号）第２条の規定により市議会の議決に付すべきものである場合には、工事ごとに明示する

。 

(13) その他、この公告に規定のない事項については、横浜市契約規則、公共工事の前払金に関する規則

、入札取扱要綱、運用基準、入札参加要領及び入札保証金の取扱いに係る説明書等に定めるところによ

るものとする。 
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契約番号 １３１２０１００４２ 

入札方法 電子入札による 

工事件名 
都市計画道路桂町戸塚遠藤線（上倉田戸塚地区）街路整備工事（第３工区その３） 

施工場所 
戸塚区上倉田町２４８番地３地先から戸塚町２１６番地１地先まで 

工事概要 

仮橋設置工Ｌ＝４９ｍ、作業構台設置工４００ｍ２、護岸改修工Ｌ＝１４０ｍ 

工期 契約締結の日から平成２６年 ３月３１日まで 

予定価格 開札後に公表 

調査基準価格 - 

最低制限価格 開札後に公表（最低制限価格制度適用） 

入 

札 

参 

加 

資 

格 

登録工種 土木 

格付等級 【土木：Ａ】 

登録細目 【土木：一般土木工事】 

所在地区分 市内又は準市内 

技術者 

土木工事業に係る監理技術者を施工現場に専任で配置すること。 

当該技術者は開札日において、（１）直接的かつ恒常的な雇用関係にあり、（２）当該雇用期

間が３か月間経過しており、（３）他の工事に従事していない者でなければならない。  

その他 

※次頁のとおり 

本件工事の公告は２頁ありますので、ご注意ください。   （この頁は１頁目です。）  

提出書類 

（１）配置技術者・現場代理人（変更）届出書（第６号様式。工事経験欄に入札参加資格 

に定められた施工経験を記入すること。） （２）監理技術者資格者証の写し （３）監 

理技術者講習修了証の写し （４）配置する技術者及び現場代理人の雇用（期間）が確認 

できる書類（健康保険被保険者証の写し又は雇用保険被保険者証の写し等） （５）施工 

実績調書（工事内容欄に、入札参加資格に定められた施工実績を記入し、併せて、その実 

績を証明する契約書及び設計図書の写し等の書類を添付すること。） （６）共同企業体 

協定書兼委任状 

設計図書の購入先・申込期限 
電子図渡しを行う。 

横浜市ホームページ発注情報画面より設計図書をダウンロードすること。  

入札期間 
平成２５年 ８月 ５日（月）午前 ９時００分から 

平成２５年 ８月 ７日（水）午後 ５時００分まで  

開札予定日時 平成２５年 ８月 ８日（木）午前 ９時１５分  

支払い条件 前金払 する（一括） 部分払 ２回以内 契約保証 要求 

建設工事に係る資材の再資源化等に関する法律第９条第１項に規定する対象建設工事  該当する 

注意事項 

※次頁のとおり 

本件工事の公告は２頁ありますので、ご注意ください。   （この頁は１頁目です。） 

工事担当課 道路局建設課 電話 ０４５－６７１－３６３５ 

契約事務担当課 財政局契約第一課 電話 ０４５－６７１－２２４４、２２４６ 
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契約番号 １３１２０１００４２ 

工事件名 都市計画道路桂町戸塚遠藤線（上倉田戸塚地区）街路整備工事（第３工区その３） 

入 

 

札 

 

に 

 

係 

 

る 

 

必 

 

要 

 

事 

 

項 

【入札参加資格 その他】 

次の要件を全て満たす特定建設共同企業体であること。 

（１）市内企業の技術修得を目的とする共同施工方式による特定建設共同企業体であるこ 

  と（名称は「○○建設共同企業体」とする。）。 

（２）構成員の数は２者であること。 

（３）構成員の出資比率については、各構成員の出資比率が、１０分の４以上であるとと 

  もに、代表者となる構成員（以下「代表構成員」という。）の出資比率は、当該共同 

  企業体構成員中最大であること。 

（４）構成員の組み合わせは、前頁の入札参加資格のほか、次のア 代表構成員の資格要 

  件を全て満たす者と、イ 第２位構成員（市内企業構成員）の資格要件を全て満たす 

  者による組み合わせであること。 

  ア 代表構成員の資格要件 

  （ア）河川又は水上における掘削深１０ｍを超える仮締切工を伴う橋梁下部（コンク 

    リート製のものに限る。）築造工事（基礎が場所打ち杭施工のものに限る。）の 

    元請としての施工実績を有すること。 

  （イ）前頁の技術者は、河川又は水上における仮締切工を伴う橋梁下部（コンクリー 

    ト製のものに限る。）築造工事（基礎が場所打ち杭施工のものに限る。）の元請 

    としての施工経験を有すること。 

  （ウ）平成２５・２６年度の横浜市入札参加資格審査結果における、本件工事と同工 

    種の工事最高請負実績の元請金額が、４４４，０００，０００円以上であるこ  

    と。   

  イ 第２位構成員（市内企業構成員）の資格要件 

  （ア）所在地区分が市内であること。 

  （イ）橋梁下部（コンクリート製のものに限る。）築造工事（基礎が場所打ち杭施工 

    のものに限る。）の元請としての施工実績を有すること。 

  （ウ）前頁の技術者は、コンクリート土木構造物の築造工事（基礎が場所打ち杭施工 

    のものに限る。）の元請としての施工経験を有すること。 

  ※ 施工実績及び技術者の施工経験は、いずれも平成１０年４月１日以降に完成した 

   ものに限る。なお、当該施工実績及び技術者の施工経験が共同企業体の構成員とし 

   ての実績の場合は、出資比率が１０分の２以上のものに限る。 

（５）第２位構成員（市内企業構成員）に所属する技術者を、本件工事における現場代理 

  人又は監理技術者として配置すること。 

（６）第２位構成員（市内企業構成員）に所属する技術者が、河川又は水上における仮締 

  切工を伴う橋梁下部（コンクリート製のものに限る。）築造工事（基礎が場所打ち杭 

  施工のものに限る。）の元請としての施工経験を有していない場合は、代表構成員に 

  所属する技術者を本件工事における監理技術者として配置すること。 

（７）現場代理人は、開札日において、直接的かつ恒常的な雇用関係にあり、かつ、当該 

  雇用期間が３か月間経過している者であること。 

 

 

【注意事項】 

（１）入札参加にあたっては、公告本文の記載事項を確認すること。 

   特に、工事費内訳書の作成及び提出並びに現場代理人の工事現場への常駐に係る適 

  格性の審査について、公告本文（３（４）及び８（９））に記載があるので留意する 

  こと。 

（２）入札にあたっては、事前に特定ＪＶ登録を行い、提出書類のうち（６）共同企業体 

  協定書兼委任状を入札締切日時までに提出しなければならない（公告本文８（１１） 

  を参照）。 

（３）本件工事（前工事）に直接関連する他の工事（後工事）の請負契約を、本件工事の 

  請負契約の相手方と随意契約により締結する予定がある。 

  （全体工事概要）仮橋設置工Ｌ＝４９ｍ、作業構台設置工２，３００ｍ２、仮締切設 

         置（掘削深１１ｍ）・撤去工一式、護岸改修工Ｌ＝１４０ｍ、旧橋上 

         部・下部撤去工一式、新橋下部基礎杭打設工一式、新橋下部躯体築造 

         工一式 

（４）本件工事は、継続工事における後工事の積算に関する取扱の試行対象工事である。 

  詳細は特記仕様書に定めがあるので注意すること。 

（５）「新年度単価適用の特例措置」対象工事の場合は現場説明書にその旨を記載する。 

 

本件工事の公告は２頁ありますので、ご注意ください。   （この頁は２頁目です。） 

この頁に記載されていない事項については、１頁目をご確認ください。 
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契約番号 １３１２０１００４３ 

入札方法 電子入札による 

工事件名 
平沼一之橋補修工事（その４） 

施工場所 
西区岡野二丁目１番１号地先から西平沼町１０番１号地先まで 

工事概要 

パイルベント橋脚補強工（反力用鋼板取付工８４ｍ２、補強鋼板取付工４８９ｍ２）、梁 

部補強工一式、反力用鋼板製作工一式、補強鋼板製作工一式 ほか 

工期 契約締結の日から平成２６年 ３月１８日まで 

予定価格 開札後に公表 

調査基準価格 - 

最低制限価格 開札後に公表（最低制限価格制度適用） 

入 

札 

参 

加 

資 

格 

登録工種 土木 

格付等級 【土木：Ａ】 

登録細目 【土木：一般土木工事】 

所在地区分 市内又は準市内 

技術者 

土木工事業に係る監理技術者を施工現場に専任で配置すること。 

当該技術者は開札日において、（１）直接的かつ恒常的な雇用関係にあり、（２）当該雇用期

間が３か月間経過しており、（３）他の工事に従事していない者でなければならない。  

その他 

次の入札参加資格を全て満たす者であること。（詳細は公告本文１（４）参照） 

（１）平成１０年４月１日以降に完成した、パイルベント橋脚の補修・補強工事（ＳＳＰ 

  工法に限る。）の元請としての施工実績を有すること。なお、当該施工実績が共同企 

  業体の構成員としての実績の場合は、出資比率が１０分の２以上のものに限る。 

（２）現場代理人は、開札日において、直接的かつ恒常的な雇用関係にあり、かつ、当該 

  雇用期間が３か月間経過している者であること。 

提出書類 

（１）配置技術者・現場代理人（変更）届出書（第６号様式） （２）監理技術者資格者 

証の写し （３）監理技術者講習修了証の写し （４）配置する技術者及び現場代理人の 

雇用（期間）が確認できる書類（健康保険被保険者証の写し又は雇用保険被保険者証の写 

し等） （５）施工実績調書（工事内容欄に入札参加資格に定められた施工実績を記入し 

、併せて、その実績を証明する契約書及び設計図書の写し等の書類を添付すること。） 

設計図書の購入先・申込期限 
電子図渡しを行う。 

横浜市ホームページ発注情報画面より設計図書をダウンロードすること。  

入札期間 
平成２５年 ８月 ５日（月）午前 ９時００分から 

平成２５年 ８月 ７日（水）午後 ５時００分まで  

開札予定日時 平成２５年 ８月 ８日（木）午前 ９時１５分  

支払い条件 前金払 する（一括） 部分払 ２回以内 契約保証 要求 

建設工事に係る資材の再資源化等に関する法律第９条第１項に規定する対象建設工事  該当する 

注意事項 

（１）入札参加にあたっては、公告本文の記載事項を確認すること。          

   特に、工事費内訳書の作成及び提出、現場代理人の工事現場への常駐並びに最高請 

  負実績額に係る適格性の審査について、公告本文（３（４）、８（９）及び８（１０ 

  ））に記載があるので留意すること。 

（２）「新年度単価適用の特例措置」対象工事の場合は現場説明書にその旨を記載する。 

工事担当課 道路局橋梁課 電話 ０４５－６７１－２７８９ 

契約事務担当課 財政局契約第一課 電話 ０４５－６７１－２２４４、２２４６ 
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契約番号 １３２１０１０２２４ 

入札方法 電子入札による 

工事件名 
神奈川水再生センター汚泥貯留槽（ＮＯ．３０、４０）防食整備工事 

施工場所 
神奈川区千若町１丁目１番地 

工事概要 

コンクリート防食工一式 

工期 契約締結の日から平成２６年 ３月１４日まで 

予定価格 ４３，８７０，０００円（消費税及び地方消費税相当額を除く。） 

調査基準価格 - 

最低制限価格 開札後に公表（最低制限価格制度適用） 

入 

札 

参 

加 

資 

格 

登録工種 土木 

格付等級 【土木：Ｂ】 

登録細目 【土木：一般土木工事】 

所在地区分 市内 

技術者 

土木工事業に係る主任技術者又は監理技術者を施工現場に専任で配置すること。 

当該技術者は開札日において、（１）直接的かつ恒常的な雇用関係にあり、（２）当該雇用期

間が３か月間経過しており、（３）他の工事に従事していない者でなければならない。  

その他 

次の入札参加資格を全て満たす者であること。（詳細は公告本文１（４）参照） 

（１）平成１０年４月１日以降に完成した、コンクリート防食工（下水道施設に限る。） 

  を含む工事の元請としての施工実績を有すること。なお、当該施工実績が共同企業体 

  の構成員としての実績の場合は、出資比率が１０分の２以上のものに限る。 

（２）現場代理人は、開札日において、直接的かつ恒常的な雇用関係にあり、かつ、当該 

  雇用期間が３か月間経過している者であること。 

提出書類 

（１）配置技術者・現場代理人（変更）届出書（第６号様式） （２）主任技術者を配置 

する場合は、（１）に記載した資格を証明する書類（建設業法に定める技術検定の合格証 

明書の写し等） （３）監理技術者を配置する場合は、監理技術者資格者証の写し及び監 

理技術者講習修了証の写し （４）配置する技術者及び現場代理人の雇用（期間）が確認 

できる書類（健康保険被保険者証の写し又は雇用保険被保険者証の写し等） （５）施工 

実績調書（工事内容欄に施設名称及び工事概要を記入し、併せて、その実績を証明する契 

約書及び設計図書の写し等の書類を添付すること。） 

設計図書の購入先・申込期限 
電子図渡しを行う。 

横浜市ホームページ発注情報画面より設計図書をダウンロードすること。  

入札期間 
平成２５年 ７月２９日（月）午前 ９時００分から 

平成２５年 ７月３１日（水）午後 ５時００分まで  

開札予定日時 平成２５年 ８月 １日（木）午前 １０時３０分  

支払い条件 前金払 する（一括） 部分払 ３回以内 契約保証 要求 

建設工事に係る資材の再資源化等に関する法律第９条第１項に規定する対象建設工事  該当する 

注意事項 

（１）入札参加にあたっては、公告本文の記載事項を確認すること。          

   特に、工事費内訳書の作成及び提出、現場代理人の工事現場への常駐並びに最高請 

  負実績額に係る適格性の審査について、公告本文（３（４）、８（９）及び８（１０ 

  ））に記載があるので留意すること。 

（２）特記仕様書において、専門技術者の配置について定めがあるので留意すること。 

（３）「新年度単価適用の特例措置」対象工事の場合は現場説明書にその旨を記載する。 

工事担当課 環境創造局下水道施設整備課 電話 ０４５－６７１－２８４９ 

契約事務担当課 財政局契約第一課 電話 ０４５－６７１－２２４４、２２４６ 
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契約番号 １３２１０１０２２１ 

入札方法 電子入札による 

工事件名 
南部処理区中村地区下水道再整備工事（その１４） 

施工場所 
南区唐沢２５番地先から中村町１丁目１５番地先まで 

工事概要 

塩ビ管布設工（Φ４００ｍｍ～Φ６００ｍｍ、Ｌ＝３３２．６ｍ）、強化プラスチック管 

布設工（Φ７００ｍｍ、Ｌ＝１３．３ｍ）、管きょ更生工（Φ２５０ｍｍ～Φ７００ｍｍ 

、自立管Ｔ－１４、Ｌ＝７８．７ｍ） 

工期 契約締結の日から平成２６年 ５月３０日まで 

予定価格 ９５，２１０，０００円（消費税及び地方消費税相当額を除く。） 

調査基準価格 - 

最低制限価格 開札後に公表（最低制限価格制度適用） 

入 

札 

参 

加 

資 

格 

登録工種 土木 

格付等級 【土木：Ｂ】 

登録細目 【土木：一般土木工事】 

所在地区分 市内 

技術者 

土木工事業に係る監理技術者を施工現場に専任で配置すること。 

当該技術者は開札日において、（１）直接的かつ恒常的な雇用関係にあり、（２）当該雇用期

間が３か月間経過しており、（３）他の工事に従事していない者でなければならない。  

その他 

次の入札参加資格を全て満たす者であること。（詳細は公告本文１（４）参照） 

（１）主たる営業所の所在地が、南区、港南区、磯子区、金沢区、戸塚区又は栄区内のい 

  ずれかであること。 

（２）次のア又はイのいずれかの入札参加資格を満たす者であること。 

  ア 平成２３年度又は平成２４年度の土木・造園部門に係る優良工事表彰事業者であ 

   ること。    

  イ 平成２３年７月１日から平成２５年６月３０日までの間の最新月に完成した工  

   種「土木」に係る工事成績が８０点以上の者であること。  

（３）現場代理人は、開札日において、直接的かつ恒常的な雇用関係にあり、かつ、当該 

  雇用期間が３か月間経過している者であること。 

提出書類 

（１）配置技術者・現場代理人（変更）届出書（第６号様式） （２）監理技術者資格者 

証の写し （３）監理技術者講習修了証の写し （４）配置する技術者及び現場代理人の 

雇用（期間）が確認できる書類（健康保険被保険者証の写し又は雇用保険被保険者証の写 

し等） （５）入札参加資格その他（２）イの場合、工事完成検査結果通知書の写し 

設計図書の購入先・申込期限 
電子図渡しを行う。 

横浜市ホームページ発注情報画面より設計図書をダウンロードすること。  

入札期間 
平成２５年 ７月２９日（月）午前 ９時００分から 

平成２５年 ７月３１日（水）午後 ５時００分まで  

開札予定日時 平成２５年 ８月 １日（木）午前 １０時１５分  

支払い条件 前金払 する（各年） 部分払 ４回以内 契約保証 要求 

建設工事に係る資材の再資源化等に関する法律第９条第１項に規定する対象建設工事  該当する 

注意事項 

（１）入札参加にあたっては、公告本文の記載事項を確認すること。          

   特に、工事費内訳書の作成及び提出、現場代理人の工事現場への常駐並びに最高請 

  負実績額に係る適格性の審査について、公告本文（３（４）、８（９）及び８（１０ 

  ））に記載があるので留意すること。 

（２）「新年度単価適用の特例措置」対象工事の場合は現場説明書にその旨を記載する。 

工事担当課 環境創造局管路整備課 電話 ０４５－６７１－４３１５ 

契約事務担当課 財政局契約第一課 電話 ０４５－６７１－２２４４、２２４６ 
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契約番号 １３２１０１０２２２ 

入札方法 電子入札による 

工事件名 
栄処理区港南区内雨水浸透施設設置工事（その１４） 

施工場所 
港南区丸山台二丁目３６番３０号地先から４１番６０号地先まで 

工事概要 

接続雨水浸透ます設置工４６か所、雨水浸透ます設置工６２か所 

工期 契約締結の日から平成２６年 ２月２８日まで 

予定価格 ５０，６７０，０００円（消費税及び地方消費税相当額を除く。） 

調査基準価格 - 

最低制限価格 開札後に公表（最低制限価格制度適用） 

入 

札 

参 

加 

資 

格 

登録工種 土木 

格付等級 【土木：Ｂ】 

登録細目 【土木：一般土木工事】 

所在地区分 市内 

技術者 

土木工事業に係る監理技術者を施工現場に専任で配置すること。 

当該技術者は開札日において、（１）直接的かつ恒常的な雇用関係にあり、（２）当該雇用期

間が３か月間経過しており、（３）他の工事に従事していない者でなければならない。  

その他 

次の入札参加資格を全て満たす者であること。（詳細は公告本文１（４）参照） 

（１）主たる営業所の所在地が、南区、港南区、磯子区、金沢区、戸塚区又は栄区内のい 

  ずれかであること。 

（２）現場代理人は、開札日において、直接的かつ恒常的な雇用関係にあり、かつ、当該 

  雇用期間が３か月間経過している者であること。 

提出書類 

（１）配置技術者・現場代理人（変更）届出書（第６号様式） （２）監理技術者資格者 

証の写し （３）監理技術者講習修了証の写し （４）配置する技術者及び現場代理人の 

雇用（期間）が確認できる書類（健康保険被保険者証の写し又は雇用保険被保険者証の写 

し等） 

 

なお、配置技術者（変更）届出書については、契約番号１３２１０１０２２２番及び   

１３２１０１０２２３番の工事件名を併記すること。 

設計図書の購入先・申込期限 
電子図渡しを行う。 

横浜市ホームページ発注情報画面より設計図書をダウンロードすること。  

入札期間 
平成２５年 ７月２９日（月）午前 ９時００分から 

平成２５年 ７月３１日（水）午後 ５時００分まで  

開札予定日時 平成２５年 ８月 １日（木）午前 １０時１５分  

支払い条件 前金払 する（一括） 部分払 ２回以内 契約保証 要求 

建設工事に係る資材の再資源化等に関する法律第９条第１項に規定する対象建設工事  該当する 

注意事項 

※次頁のとおり 

本件工事の公告は２頁ありますので、ご注意ください。   （この頁は１頁目です。） 

工事担当課 環境創造局管路整備課 電話 ０４５－６７１－４３１５ 

契約事務担当課 財政局契約第一課 電話 ０４５－６７１－２２４４、２２４６ 



横浜市報調達公告版 

第60号 平成25年７月16日発行 

22 

 

契約番号 １３２１０１０２２２ 

工事件名 
栄処理区港南区内雨水浸透施設設置工事（その１４） 

入 

 

札 

 

に 

 

係 

 

る 

 

必 

 

要 

 

事 

 

項 

【注意事項】 

（１）本件工事は契約番号１３２１０１０２２３番の工事と合併入札を行う。 

   予定価格については、契約番号１３２１０１０２２２番及び１３２１０１０２２３ 

  番の合計金額を契約番号１３２１０１０２２２番に記載する。 

   入札参加にあたっては、横浜市ホームページ発注情報画面より当該合併入札に係る 

  全ての工事の設計図書をダウンロードすること。ただし、電子図渡案件以外の案件に 

  ついては、当該合併入札に係る全ての工事の設計図書を購入すること。 

（２）本件工事は合併入札を行うため、入札にあたっては、契約番号          

  １３２１０１０２２２番の工事に対して行い、金額は全ての工事の合計金額を記載  

  すること。 

（３）入札参加にあたっては、公告本文の記載事項を確認すること。特に、次の事項につ 

  いて留意すること。 

  ア 入札にあたっては、本件合併入札に係る全ての工事について本市が定めた設計図 

   書と同程度の工事費内訳書を電子ファイル化し、入札書提出の際に添付すること。 

    また、工事費内訳書の合計金額は、入札金額と一致させること（公告本文３   

   （４）を参照）。 

  イ 横浜市が特に認める場合を除き、開札日において、工事現場に現場代理人を常駐 

   させることが確認できない者は、本件合併入札に係る全ての工事の契約を締結でき 

   ない（公告本文８（９）を参照）。 

  ウ 開札日において、入札参加資格審査結果における本件工事と同工種の元請最高請 

   負実績額が本件合併入札に係る全ての工事費の合計の６割に満たず、かつ、下請最 

   高請負実績額が本件合併入札に係る全ての工事費の合計の８割に満たない者は、本 

   件合併入札に係る全ての工事の契約を締結できない（公告本文８（１０）を参   

   照）。 

（４）「新年度単価適用の特例措置」対象工事の場合は現場説明書にその旨を記載する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

本件工事の公告は２頁ありますので、ご注意ください。   （この頁は２頁目です。） 

この頁に記載されていない事項については、１頁目をご確認ください。 
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契約番号 １３２１０１０２２３ 

入札方法 電子入札による 

工事件名 
栄処理区港南区内雨水浸透施設設置工事（その１４）に伴う付帯工事 

施工場所 
港南区丸山台二丁目３６番３０号地先から４１番６０号地先まで 

工事概要 

汚水取付管布設工（Φ１５０ｍｍ、４１か所）、雨水取付管布設工（Φ１５０ｍｍ～ 

Φ２００ｍｍ、１０２か所） 

工期 契約締結の日から平成２６年 ２月２８日まで 

予定価格 ―――――――――――― 

調査基準価格 ―――――――――――― 

最低制限価格 ―――――――――――― 

入 

札 

参 

加 

資 

格 

登録工種 土木 

格付等級 【土木：Ｂ】 

登録細目 【土木：一般土木工事】 

所在地区分 市内 

技術者 

契約番号１３２１０１０２２２番に記載する。  

その他 

契約番号１３２１０１０２２２番に記載する。 

提出書類 

契約番号１３２１０１０２２２番に記載する。 

設計図書の購入先・申込期限 
電子図渡しを行う。 

横浜市ホームページ発注情報画面より設計図書をダウンロードすること。  

入札期間 
平成２５年 ７月２９日（月）午前 ９時００分から 

平成２５年 ７月３１日（水）午後 ５時００分まで  

開札予定日時 平成２５年 ８月 １日（木）午前 １０時１５分  

支払い条件 前金払 する（一括） 部分払 ２回以内 契約保証 要求 

建設工事に係る資材の再資源化等に関する法律第９条第１項に規定する対象建設工事  該当する 

注意事項 

本件工事は契約番号１３２１０１０２２２番の工事と合併入札を行う。 

なお、その他の注意事項については、契約番号１３２１０１０２２２番に記載する。 

工事担当課 環境創造局管路整備課 電話 ０４５－６７１－４３１５ 

契約事務担当課 財政局契約第一課 電話 ０４５－６７１－２２４４、２２４６ 
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契約番号 １３２４０１００１２ 

入札方法 電子入札による 

工事件名 
鶴見駅東口駅前広場再整備工事（その２） 

施工場所 
鶴見区鶴見中央一丁目３３番２ 

工事概要 

半たわみ性アスファルト舗装工１，４１７ｍ２、インターロッキングブロック設置工 

５１６ｍ２、Ｌ形側溝工一式 ほか 

工期 契約締結の日から平成２６年 ３月１８日まで 

予定価格 開札後に公表 

調査基準価格 - 

最低制限価格 開札後に公表（最低制限価格制度適用） 

入 

札 

参 

加 

資 

格 

登録工種 ほ装 

格付等級 【ほ装：Ａ】 

登録細目 【ほ装：一般舗装工事】 

所在地区分 市内 

技術者 

ほ装工事業に係る監理技術者を施工現場に専任で配置すること。 

当該技術者は開札日において、（１）直接的かつ恒常的な雇用関係にあり、（２）当該雇用期

間が３か月間経過しており、（３）他の工事に従事していない者でなければならない。  

その他 

現場代理人は、開札日において、直接的かつ恒常的な雇用関係にあり、かつ、当該雇用期 

間が３か月間経過している者であること。 

提出書類 

（１）配置技術者・現場代理人（変更）届出書（第６号様式） （２）監理技術者資格者 

証の写し （３）監理技術者講習修了証の写し （４）配置する技術者及び現場代理人の 

雇用（期間）が確認できる書類（健康保険被保険者証の写し又は雇用保険被保険者証の写 

し等） 

設計図書の購入先・申込期限 
電子図渡しを行う。 

横浜市ホームページ発注情報画面より設計図書をダウンロードすること。  

入札期間 
平成２５年 ７月２９日（月）午前 ９時００分から 

平成２５年 ７月３１日（水）午後 ５時００分まで  

開札予定日時 平成２５年 ８月 １日（木）午前 １０時４５分  

支払い条件 前金払 する（一括） 部分払 しない 契約保証 要求 

建設工事に係る資材の再資源化等に関する法律第９条第１項に規定する対象建設工事  該当する 

注意事項 

※次頁のとおり 

本件工事の公告は２頁ありますので、ご注意ください。   （この頁は１頁目です。） 

工事担当課 都市整備局市街地整備推進課 電話 ０４５－６７１－２７２０ 

契約事務担当課 財政局契約第一課 電話 ０４５－６７１－２２４４、２２４６ 
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契約番号 １３２４０１００１２ 

工事件名 
鶴見駅東口駅前広場再整備工事（その２） 

入 

 

札 

 

に 

 

係 

 

る 

 

必 

 

要 

 

事 

 

項 

【注意事項】 

（１）入札参加にあたっては、公告本文の記載事項を確認すること。          

   特に、工事費内訳書の作成及び提出、現場代理人の工事現場への常駐並びに最高請 

  負実績額に係る適格性の審査について、公告本文（３（４）、８（９）及び８（１０ 

  ））に記載があるので留意すること。 

（２）入札取扱要綱第２５条第１項第７号の規定に基づき、開札日において、次の工事を 

  契約しているとき（落札決定通知書の送付を受けているときを含む。）は、本件工事 

  の契約を締結できない（ただし、完成検査が完了している場合はこの限りでな    

  い。）。 

   鶴見駅東口駅前広場再整備工事 

（３）「新年度単価適用の特例措置」対象工事の場合は現場説明書にその旨を記載する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

本件工事の公告は２頁ありますので、ご注意ください。   （この頁は２頁目です。） 

この頁に記載されていない事項については、１頁目をご確認ください。 
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契約番号 １３２１０１０２１８ 

入札方法 電子入札による 

工事件名 
久良岐公園北側園地再整備工事（その１） 

施工場所 
港南区上大岡東三丁目１２番１号 

工事概要 

園路広場整備工、施設整備工、基盤整備工、植栽工 ほか 

工期 契約締結の日から平成２６年 ２月２８日まで 

予定価格 開札後に公表 

調査基準価格 - 

最低制限価格 開札後に公表（最低制限価格制度適用） 

入 

札 

参 

加 

資 

格 

登録工種 造園 

格付等級 【造園：Ａ】 

登録細目 【造園：造園工事】 

所在地区分 市内 

技術者 

造園工事業に係る監理技術者を施工現場に専任で配置すること。 

当該技術者は開札日において、（１）直接的かつ恒常的な雇用関係にあり、（２）当該雇用期

間が３か月間経過しており、（３）他の工事に従事していない者でなければならない。  

その他 

次の入札参加資格を全て満たす者であること。（詳細は公告本文１（４）参照） 

（１）次のア又はイのいずれかの入札参加資格を満たす者であること。 

  ア 横浜型地域貢献企業であること。 

  イ 平成２３年７月１日から平成２５年６月３０日までの間の最新月に完成した工種 

   「造園」に係る工事成績が８５点以上の者であること。 

（２）現場代理人は、開札日において、直接的かつ恒常的な雇用関係にあり、かつ、当該 

  雇用期間が３か月間経過している者であること。 

提出書類 

（１）配置技術者・現場代理人（変更）届出書（第６号様式） （２）監理技術者資格者 

証の写し （３）監理技術者講習修了証の写し （４）配置する技術者及び現場代理人の 

雇用（期間）が確認できる書類（健康保険被保険者証の写し又は雇用保険被保険者証の写 

し等） （５）入札参加資格その他（１）アの場合、横浜型地域貢献企業認定証の写し（ 

認定証の交付を受ける前においては、横浜型地域貢献企業の認定審査結果に係る通知書の 

写しでも可） （６）入札参加資格その他（１）イの場合、工事完成検査結果通知書の写 

し 

設計図書の購入先・申込期限 
電子図渡しを行う。 

横浜市ホームページ発注情報画面より設計図書をダウンロードすること。  

入札期間 
平成２５年 ７月２９日（月）午前 ９時００分から 

平成２５年 ７月３１日（水）午後 ５時００分まで  

開札予定日時 平成２５年 ８月 １日（木）午前 １０時１５分  

支払い条件 前金払 する（一括） 部分払 しない 契約保証 要求 

建設工事に係る資材の再資源化等に関する法律第９条第１項に規定する対象建設工事  該当する 

注意事項 

（１）入札参加にあたっては、公告本文の記載事項を確認すること。          

   特に、工事費内訳書の作成及び提出、現場代理人の工事現場への常駐並びに最高請 

  負実績額に係る適格性の審査について、公告本文（３（４）、８（９）及び８（１０ 

  ））に記載があるので留意すること。 

（２）「新年度単価適用の特例措置」対象工事の場合は現場説明書にその旨を記載する。 

工事担当課 環境創造局公園緑地整備課 電話 ０４５－６７１－２６５３ 

契約事務担当課 財政局契約第一課 電話 ０４５－６７１－２２４４、２２４６ 
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契約番号 １３４００１００１７ 

入札方法 電子入札による 

工事件名 
奥座公園再整備工事 

施工場所 
金沢区釜利谷西四丁目１９番 

工事概要 

園路広場整備工、施設整備工、基盤整備工、植栽工 ほか 

工期 契約締結の日から平成２５年１２月２０日まで 

予定価格 開札後に公表 

調査基準価格 - 

最低制限価格 開札後に公表（最低制限価格制度適用） 

入 

札 

参 

加 

資 

格 

登録工種 造園 

格付等級 【造園：Ａ】 

登録細目 【造園：造園工事】 

所在地区分 市内 

技術者 

造園工事業に係る監理技術者を施工現場に専任で配置すること。 

当該技術者は開札日において、（１）直接的かつ恒常的な雇用関係にあり、（２）当該雇用期

間が３か月間経過しており、（３）他の工事に従事していない者でなければならない。  

その他 

現場代理人は、開札日において、直接的かつ恒常的な雇用関係にあり、かつ、当該雇用期 

間が３か月間経過している者であること。 

提出書類 

（１）配置技術者・現場代理人（変更）届出書（第６号様式） （２）監理技術者資格者 

証の写し （３）監理技術者講習修了証の写し （４）配置する技術者及び現場代理人の 

雇用（期間）が確認できる書類（健康保険被保険者証の写し又は雇用保険被保険者証の写 

し等） 

設計図書の購入先・申込期限 
電子図渡しを行う。 

横浜市ホームページ発注情報画面より設計図書をダウンロードすること。  

入札期間 
平成２５年 ７月２９日（月）午前 ９時００分から 

平成２５年 ７月３１日（水）午後 ５時００分まで  

開札予定日時 平成２５年 ８月 １日（木）午前 １０時４５分  

支払い条件 前金払 する（一括） 部分払 しない 契約保証 要求 

建設工事に係る資材の再資源化等に関する法律第９条第１項に規定する対象建設工事  該当する 

注意事項 

※次頁のとおり 

本件工事の公告は２頁ありますので、ご注意ください。   （この頁は１頁目です。） 

工事担当課 金沢区金沢土木事務所 電話 ０４５－７８１－２５１５ 

契約事務担当課 財政局契約第一課 電話 ０４５－６７１－２２４４、２２４６ 
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契約番号 １３４００１００１７ 

工事件名 
奥座公園再整備工事 

入 

 

札 

 

に 

 

係 

 

る 

 

必 

 

要 

 

事 

 

項 

【注意事項】 

（１）入札参加にあたっては、公告本文の記載事項を確認すること。          

   特に、工事費内訳書の作成及び提出、現場代理人の工事現場への常駐並びに最高請 

  負実績額に係る適格性の審査について、公告本文（３（４）、８（９）及び８（１０ 

  ））に記載があるので留意すること。 

（２）本件工事は、入札ボンド制度試行対象工事である。詳細は公告本文４（５）及び６ 

  （１）ただし書き、並びに入札保証金の取扱いに係る説明書に定めるところによる。 

   ・入札保証金の納付を証する書類又は入札ボンド（入札保証証書、入札保証保険証 

    券又は契約保証の予約の証書）の提出期間  

    平成２５年７月２９日 午前９時から 

    平成２５年７月３１日 午後５時まで 

   ・入札保証保険及び入札保証の保証期間 

    平成２５年８月１日から 

    平成２５年８月２２日までを含んだ日 

（３）「新年度単価適用の特例措置」対象工事の場合は現場説明書にその旨を記載する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

本件工事の公告は２頁ありますので、ご注意ください。   （この頁は２頁目です。） 

この頁に記載されていない事項については、１頁目をご確認ください。 

 



横浜市報調達公告版 

第60号 平成25年７月16日発行 

29 

 

契約番号 １３２１０１０２３０ 

入札方法 電子入札による 

工事件名 
横浜市児童遊園地施設改良工事（建築工事） 

施工場所 
保土ケ谷区狩場町２１３番地 

工事概要 

耐震補強工（鉄骨ブレース設置工５か所、ＲＣ補強壁設置工３か所、耐震スリット設置工 

２か所） ほか 

工期 契約締結の日から平成２６年 ３月２５日まで 

予定価格 ６０，８２０，０００円（消費税及び地方消費税相当額を除く。） 

調査基準価格 - 

最低制限価格 開札後に公表（最低制限価格制度適用） 

入 

札 

参 

加 

資 

格 

登録工種 建築 

格付等級 【建築：Ｂ】 

登録細目 【建築：建築工事】 

所在地区分 市内 

技術者 

建築工事業に係る監理技術者を施工現場に専任で配置すること。 

当該技術者は開札日において、（１）直接的かつ恒常的な雇用関係にあり、（２）当該雇用期

間が３か月間経過しており、（３）他の工事に従事していない者でなければならない。  

その他 

次の入札参加資格を全て満たす者であること。（詳細は公告本文１（４）参照） 

（１）主たる営業所の所在地が、西区、中区、南区、港南区、保土ケ谷区、磯子区、金沢 

  区、戸塚区又は栄区内のいずれかであること。 

（２）現場代理人は、開札日において、直接的かつ恒常的な雇用関係にあり、かつ、当該 

  雇用期間が３か月間経過している者であること。 

提出書類 

（１）配置技術者・現場代理人（変更）届出書（第６号様式） （２）監理技術者資格者 

証の写し （３）監理技術者講習修了証の写し （４）配置する技術者及び現場代理人の 

雇用（期間）が確認できる書類（健康保険被保険者証の写し又は雇用保険被保険者証の写 

し等） 

設計図書の購入先・申込期限 
電子図渡しを行う。 

横浜市ホームページ発注情報画面より設計図書をダウンロードすること。  

入札期間 
平成２５年 ７月２９日（月）午前 ９時００分から 

平成２５年 ７月３１日（水）午後 ５時００分まで  

開札予定日時 平成２５年 ８月 １日（木）午前 １０時３０分  

支払い条件 前金払 する（一括） 部分払 しない 契約保証 要求 

建設工事に係る資材の再資源化等に関する法律第９条第１項に規定する対象建設工事  該当しない 

注意事項 

（１）入札参加にあたっては、公告本文の記載事項を確認すること。          

   特に、工事費内訳書の作成及び提出、現場代理人の工事現場への常駐並びに最高請 

  負実績額に係る適格性の審査について、公告本文（３（４）、８（９）及び８（１０ 

  ））に記載があるので留意すること。 

（２）「新年度単価適用の特例措置」対象工事の場合は現場説明書にその旨を記載する。 

工事担当課 建築局施設整備課 電話 ０４５－６７１－２９６６ 

契約事務担当課 財政局契約第一課 電話 ０４５－６７１－２２４４、２２４６ 
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契約番号 １３１２０１００３７ 

入札方法 電子入札による 

工事件名 
笠間橋補修工事 

施工場所 
栄区笠間一丁目３番地先から１２番地先まで 

工事概要 

高力ボルト取替工２８８本、塗装塗替工１，１０７ｍ２、橋梁用伸縮継手装置設置工Ｌ＝ 

４５ｍ ほか 

工期 契約締結の日から平成２６年 ２月２８日まで 

予定価格 ５３，９３０，０００円（消費税及び地方消費税相当額を除く。） 

調査基準価格 - 

最低制限価格 開札後に公表（最低制限価格制度適用） 

入 

札 

参 

加 

資 

格 

登録工種 鋼構造 

格付等級 - 

登録細目 【鋼構造：鋼製橋梁工事】 

所在地区分 市内 

技術者 

鋼構造物工事業に係る監理技術者を施工現場に専任で配置すること。 

当該技術者は開札日において、（１）直接的かつ恒常的な雇用関係にあり、（２）当該雇用期

間が３か月間経過しており、（３）他の工事に従事していない者でなければならない。  

その他 

現場代理人は、開札日において、直接的かつ恒常的な雇用関係にあり、かつ、当該雇用期 

間が３か月間経過している者であること。 

提出書類 

（１）配置技術者・現場代理人（変更）届出書（第６号様式） （２）監理技術者資格者 

証の写し （３）監理技術者講習修了証の写し （４）配置する技術者及び現場代理人の 

雇用（期間）が確認できる書類（健康保険被保険者証の写し又は雇用保険被保険者証の写 

し等） 

設計図書の購入先・申込期限 
電子図渡しを行う。 

横浜市ホームページ発注情報画面より設計図書をダウンロードすること。  

入札期間 
平成２５年 ７月２９日（月）午前 ９時００分から 

平成２５年 ７月３１日（水）午後 ５時００分まで  

開札予定日時 平成２５年 ８月 １日（木）午前 ９時４５分  

支払い条件 前金払 する（一括） 部分払 １回以内 契約保証 要求 

建設工事に係る資材の再資源化等に関する法律第９条第１項に規定する対象建設工事  該当する 

注意事項 

（１）入札参加にあたっては、公告本文の記載事項を確認すること。          

   特に、工事費内訳書の作成及び提出、現場代理人の工事現場への常駐並びに最高請 

  負実績額に係る適格性の審査について、公告本文（３（４）、８（９）及び８（１０ 

  ））に記載があるので留意すること。 

（２）「新年度単価適用の特例措置」対象工事の場合は現場説明書にその旨を記載する。 

工事担当課 道路局橋梁課 電話 ０４５－６７１－２７９６ 

契約事務担当課 財政局契約第一課 電話 ０４５－６７１－２２４４、２２４６ 

 

 



横浜市報調達公告版 

第60号 平成25年７月16日発行 

31 

 

契約番号 １３２７０１０００４ 

入札方法 電子入札による 

工事件名 
道志青少年野外活動センターキャンプ場解体工事 

施工場所 
山梨県南都留郡道志村字大指８４６０番地ほか 

工事概要 

管理棟解体工（延床面積１４８．５０ｍ２）、雨天集会場解体工（延床面積２３３．７６ 

ｍ２）、旧管理棟解体工（延床面積９２．１０ｍ２） ほか 

工期 契約締結の日から平成２５年１２月２０日まで 

予定価格 ２３，１４０，０００円（消費税及び地方消費税相当額を除く。） 

調査基準価格 - 

最低制限価格 開札後に公表（最低制限価格制度適用） 

入 

札 

参 

加 

資 

格 

登録工種 ひき屋・解体 

格付等級 - 

登録細目 【ひき屋・解体：ひき屋・解体工事】 

所在地区分 市内、準市内又は市外 

技術者 

とび・土工工事業又は建築工事業に係る主任技術者を施工現場に配置すること。 

当該技術者は開札日において、（１）直接的かつ恒常的な雇用関係にあり、（２）当該雇用期

間が３か月間経過しており、（３）専任配置を要する他の工事に専任の技術者として従事して

いない者でなければならない。  

その他 

次の入札参加資格を全て満たす者であること。（詳細は公告本文１（４）参照） 

（１）有資格者名簿において主たる営業所の所在地が、次のア又はイのいずれかにあるこ 

  と。 

  ア 所在地区分が市内である場合については、横浜市内 

  イ 所在地区分が準市内又は市外である場合については、山梨県南都留郡道志村内 

（２）現場代理人は、開札日において、直接的かつ恒常的な雇用関係にあり、かつ、当該 

  雇用期間が３か月間経過している者であること。 

提出書類 

（１）配置主任技術者・現場代理人（変更）届出書（第７号様式） （２）（１）に記載 

した資格を証明する書類（建設業法に定める技術検定の合格証明書の写し等） （３）配 

置する技術者及び現場代理人の雇用（期間）が確認できる書類（健康保険被保険者証の写 

し又は雇用保険被保険者証の写し等） 

設計図書の購入先・申込期限 
電子図渡しを行う。 

横浜市ホームページ発注情報画面より設計図書をダウンロードすること。  

入札期間 
平成２５年 ７月２９日（月）午前 ９時００分から 

平成２５年 ７月３１日（水）午後 ５時００分まで  

開札予定日時 平成２５年 ８月 １日（木）午前 １０時４５分  

支払い条件 前金払 する（一括） 部分払 しない 契約保証 要求 

建設工事に係る資材の再資源化等に関する法律第９条第１項に規定する対象建設工事  該当する 

注意事項 

（１）入札参加にあたっては、公告本文の記載事項を確認すること。          

   特に、工事費内訳書の作成及び提出、現場代理人の工事現場への常駐並びに最高請 

  負実績額に係る適格性の審査について、公告本文（３（４）、８（９）及び８（１０ 

  ））に記載があるので留意すること。 

（２）「新年度単価適用の特例措置」対象工事の場合は現場説明書にその旨を記載する。 

工事担当課 建築局施設整備課 電話 ０４５－６７１－２９７３ 

契約事務担当課 財政局契約第一課 電話 ０４５－６７１－２２４４、２２４６ 
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契約番号 １３１７０１０００３ 

入札方法 電子入札による 

工事件名 
市民ギャラリー移転改修工事（電気設備工事） 

施工場所 
西区宮崎町２６番地１ 

工事概要 

内装改修工、増築工（Ｓ造、地下１階地上４階建、延床面積２５８．６２ｍ２） ほかの 

建築工事に伴う電気設備工事一式 

工期 契約締結の日から平成２６年 ８月２１日まで 

予定価格 開札後に公表 

調査基準価格 - 

最低制限価格 開札後に公表（最低制限価格制度適用） 

入 

札 

参 

加 

資 

格 

登録工種 電気 

格付等級 【電気：Ａ】 

登録細目 【電気：電気設備工事】 

所在地区分 市内 

技術者 

電気工事業に係る監理技術者を施工現場に専任で配置すること。 

当該技術者は開札日において、（１）直接的かつ恒常的な雇用関係にあり、（２）当該雇用期

間が３か月間経過しており、（３）他の工事に従事していない者でなければならない。  

その他 

現場代理人は、開札日において、直接的かつ恒常的な雇用関係にあり、かつ、当該雇用期 

間が３か月間経過している者であること。 

提出書類 

（１）配置技術者・現場代理人（変更）届出書（第６号様式） （２）監理技術者資格者 

証の写し （３）監理技術者講習修了証の写し （４）配置する技術者及び現場代理人の 

雇用（期間）が確認できる書類（健康保険被保険者証の写し又は雇用保険被保険者証の写 

し等） 

設計図書の購入先・申込期限 
電子図渡しを行う。 

横浜市ホームページ発注情報画面より設計図書をダウンロードすること。  

入札期間 
平成２５年 ７月２９日（月）午前 ９時００分から 

平成２５年 ７月３１日（水）午後 ５時００分まで  

開札予定日時 平成２５年 ８月 １日（木）午前 １０時００分  

支払い条件 前金払 する（各年） 部分払 １回以内 契約保証 要求 

建設工事に係る資材の再資源化等に関する法律第９条第１項に規定する対象建設工事  該当する 

注意事項 

※次頁のとおり 

本件工事の公告は２頁ありますので、ご注意ください。   （この頁は１頁目です。） 

工事担当課 建築局電気設備課 電話 ０４５－６７１－２９７５ 

契約事務担当課 財政局契約第一課 電話 ０４５－６７１－２２４４、２２４６ 
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契約番号 １３１７０１０００３ 

工事件名 
市民ギャラリー移転改修工事（電気設備工事） 

入 

 

札 

 

に 

 

係 

 

る 

 

必 

 

要 

 

事 

 

項 

【注意事項】 

（１）入札参加にあたっては、公告本文の記載事項を確認すること。          

   特に、工事費内訳書の作成及び提出、現場代理人の工事現場への常駐並びに最高請 

  負実績額に係る適格性の審査について、公告本文（３（４）、８（９）及び８（１０ 

  ））に記載があるので留意すること。 

（２）本件工事は、入札ボンド制度試行対象工事である。詳細は公告本文４（５）及び６ 

  （１）ただし書き、並びに入札保証金の取扱いに係る説明書に定めるところによる。 

   ・入札保証金の納付を証する書類又は入札ボンド（入札保証証書、入札保証保険証 

    券又は契約保証の予約の証書）の提出期間  

    平成２５年７月２９日 午前９時から 

    平成２５年７月３１日 午後５時まで 

   ・入札保証保険及び入札保証の保証期間 

    平成２５年８月１日から 

    平成２５年８月２２日までを含んだ日 

（３）「新年度単価適用の特例措置」対象工事の場合は現場説明書にその旨を記載する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

本件工事の公告は２頁ありますので、ご注意ください。   （この頁は２頁目です。） 

この頁に記載されていない事項については、１頁目をご確認ください。 
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契約番号 １３２１０１０２３５ 

入札方法 電子入札による 

工事件名 
金沢水再生センター消毒ろ過等無停電電源設備工事 

施工場所 
金沢区幸浦一丁目１７番地 

工事概要 

無停電電源設備（出力３０ｋＶＡ、インバータ盤、充電器盤及び蓄電池盤）製作・据付工 

１組 ほか 

工期 契約締結の日から平成２６年 ３月１４日まで 

予定価格 開札後に公表 

調査基準価格 - 

最低制限価格 開札後に公表（最低制限価格制度適用） 

入 

札 

参 

加 

資 

格 

登録工種 電気 

格付等級 【電気：Ａ】 

登録細目 【電気：電気設備工事】 

所在地区分 市内又は準市内 

技術者 

電気工事業に係る監理技術者を施工現場に専任で配置すること。 

当該技術者は開札日において、（１）直接的かつ恒常的な雇用関係にあり、（２）当該雇用期

間が３か月間経過しており、（３）他の工事に従事していない者でなければならない。  

その他 

次の入札参加資格を全て満たす者であること。（詳細は公告本文１（４）参照） 

（１）平成１０年４月１日以降に完成した、出力１５ｋＶＡ以上の無停電電源設備工事  

  （新設、増設又は更新工事に限る。）の元請としての施工実績を有し、かつ、同設備 

  は開札日において１年以上の稼働実績を有すること。 

（２）現場代理人は、開札日において、直接的かつ恒常的な雇用関係にあり、かつ、当該 

  雇用期間が３か月間経過している者であること。 

提出書類 

（１）配置技術者・現場代理人（変更）届出書（第６号様式） （２）監理技術者資格者 

証の写し （３）監理技術者講習修了証の写し （４）配置する技術者及び現場代理人の 

雇用（期間）が確認できる書類（健康保険被保険者証の写し又は雇用保険被保険者証の写 

し等） （５）施工実績調書（工事内容欄に工事概要、無停電電源設備の出力及び当該設 

備の稼働開始日を記入し、併せて、その実績を証明する契約書及び設計図書の写し等の書 

類を添付すること。） 

設計図書の購入先・申込期限 
電子図渡しを行う。 

横浜市ホームページ発注情報画面より設計図書をダウンロードすること。  

入札期間 
平成２５年 ７月２９日（月）午前 ９時００分から 

平成２５年 ７月３１日（水）午後 ５時００分まで  

開札予定日時 平成２５年 ８月 １日（木）午前 １０時３０分  

支払い条件 前金払 する（一括） 部分払 １回以内 契約保証 要求 

建設工事に係る資材の再資源化等に関する法律第９条第１項に規定する対象建設工事  該当する 

注意事項 

※次頁のとおり 

本件工事の公告は２頁ありますので、ご注意ください。   （この頁は１頁目です。） 

工事担当課 環境創造局下水道設備課 電話 ０４５－６７１－２８５１ 

契約事務担当課 財政局契約第一課 電話 ０４５－６７１－２２４４、２２４６ 
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契約番号 １３２１０１０２３５ 

工事件名 
金沢水再生センター消毒ろ過等無停電電源設備工事 

入 

 

札 

 

に 

 

係 

 

る 

 

必 

 

要 

 

事 

 

項 

【注意事項】 

（１）入札参加にあたっては、公告本文の記載事項を確認すること。          

   特に、工事費内訳書の作成及び提出、現場代理人の工事現場への常駐並びに最高請 

  負実績額に係る適格性の審査について、公告本文（３（４）、８（９）及び８（１０ 

  ））に記載があるので留意すること。 

（２）特記仕様書において設計担当技術者の配置について定めがあるので留意すること。 

（３）請負人が本件工事に含まれる工場製作を自社工場で行う場合のみ、配置するは監理 

  技術者は、当該工場製作過程に限り、同一工場内で他の同種工事に係る製作と一元的 

  な管理体制が明確な場合は必ずしも専任を要しない。 

（４）「新年度単価適用の特例措置」対象工事の場合は現場説明書にその旨を記載する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

本件工事の公告は２頁ありますので、ご注意ください。   （この頁は２頁目です。） 

この頁に記載されていない事項については、１頁目をご確認ください。 
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契約番号 １３７１０１０３０７ 

入札方法 電子入札による 

工事件名 
港北図書館・菊名地区センター耐震改修その他工事（電気設備工事） 

施工場所 
港北区菊名六丁目１８番１０号 

工事概要 

耐震補強工（鉄骨ブレース設置工２７か所、ＲＣ壁設置工１４か所）、外壁改修工一式  

ほかの建築工事に伴う電気設備工事一式 

工期 契約締結の日から平成２６年 ２月２８日まで 

予定価格 ４３，８８０，０００円（消費税及び地方消費税相当額を除く。） 

調査基準価格 - 

最低制限価格 開札後に公表（最低制限価格制度適用） 

入 

札 

参 

加 

資 

格 

登録工種 電気 

格付等級 【電気：Ａ】 

登録細目 【電気：電気設備工事】 

所在地区分 市内 

技術者 

電気工事業に係る主任技術者又は監理技術者を施工現場に専任で配置すること。 

当該技術者は開札日において、（１）直接的かつ恒常的な雇用関係にあり、（２）当該雇用期

間が３か月間経過しており、（３）他の工事に従事していない者でなければならない。  

その他 

現場代理人は、開札日において、直接的かつ恒常的な雇用関係にあり、かつ、当該雇用期 

間が３か月間経過している者であること。 

提出書類 

（１）配置技術者・現場代理人（変更）届出書（第６号様式） （２）主任技術者を配置 

する場合は、（１）に記載した資格を証明する書類（建設業法に定める技術検定の合格証 

明書の写し等） （３）監理技術者を配置する場合は、監理技術者資格者証の写し及び監 

理技術者講習修了証の写し （４）配置する技術者及び現場代理人の雇用（期間）が確認 

できる書類（健康保険被保険者証の写し又は雇用保険被保険者証の写し等） 

設計図書の購入先・申込期限 
電子図渡しを行う。 

横浜市ホームページ発注情報画面より設計図書をダウンロードすること。  

入札期間 
平成２５年 ７月２９日（月）午前 ９時００分から 

平成２５年 ７月３１日（水）午後 ５時００分まで  

開札予定日時 平成２５年 ８月 １日（木）午前 ９時４５分  

支払い条件 前金払 する（一括） 部分払 しない 契約保証 要求 

建設工事に係る資材の再資源化等に関する法律第９条第１項に規定する対象建設工事  該当しない 

注意事項 

（１）入札参加にあたっては、公告本文の記載事項を確認すること。          

   特に、工事費内訳書の作成及び提出、現場代理人の工事現場への常駐並びに最高請 

  負実績額に係る適格性の審査について、公告本文（３（４）、８（９）及び８（１０ 

  ））に記載があるので留意すること。 

（２）「新年度単価適用の特例措置」対象工事の場合は現場説明書にその旨を記載する。 

工事担当課 建築局電気設備課 電話 ０４５－６７１－２９７５ 

契約事務担当課 財政局契約第一課 電話 ０４５－６７１－２２４４、２２４６ 
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契約番号 １３１４０１００３６ 

入札方法 電子入札による 

工事件名 
みなとみらい国際交流ゾーン照明設備改修工事（その２） 

施工場所 
西区みなとみらい一丁目周辺 

工事概要 

照明設備改修工２３５個 

工期 契約締結の日から平成２５年１０月３１日まで 

予定価格 ９，３７８，０００円（消費税及び地方消費税相当額を除く。） 

調査基準価格 - 

最低制限価格 開札後に公表（最低制限価格制度適用） 

入 

札 

参 

加 

資 

格 

登録工種 電気 

格付等級 【電気：Ｂ】 

登録細目 【電気：電気設備工事】 

所在地区分 市内 

技術者 

電気工事業に係る主任技術者を施工現場に配置すること。 

当該技術者は開札日において、（１）直接的かつ恒常的な雇用関係にあり、（２）当該雇用期

間が３か月間経過しており、（３）専任配置を要する他の工事に専任の技術者として従事して

いない者でなければならない。  

その他 

次の入札参加資格を全て満たす者であること。（詳細は公告本文１（４）参照） 

（１）有資格者名簿において企業規模が「中小企業」であること。 

（２）現場代理人は、開札日において、直接的かつ恒常的な雇用関係にあり、かつ、当該 

  雇用期間が３か月間経過している者であること。 

提出書類 

（１）配置主任技術者・現場代理人（変更）届出書（第７号様式） （２）（１）に記載 

した資格を証明する書類（建設業法に定める技術検定の合格証明書の写し等） （３）配 

置する技術者及び現場代理人の雇用（期間）が確認できる書類（健康保険被保険者証の写 

し又は雇用保険被保険者証の写し等） 

設計図書の購入先・申込期限 
電子図渡しを行う。 

横浜市ホームページ発注情報画面より設計図書をダウンロードすること。  

入札期間 
平成２５年 ７月２９日（月）午前 ９時００分から 

平成２５年 ７月３１日（水）午後 ５時００分まで  

開札予定日時 平成２５年 ８月 １日（木）午前 １１時１５分  

支払い条件 前金払 する（一括） 部分払 しない 契約保証 要求 

建設工事に係る資材の再資源化等に関する法律第９条第１項に規定する対象建設工事  該当しない 

注意事項 

（１）入札参加にあたっては、公告本文の記載事項を確認すること。          

   特に、工事費内訳書の作成及び提出、現場代理人の工事現場への常駐並びに最高請 

  負実績額に係る適格性の審査について、公告本文（３（４）、８（９）及び８（１０ 

  ））に記載があるので留意すること。 

（２）「新年度単価適用の特例措置」対象工事の場合は現場説明書にその旨を記載する。 

（３）本件工事は、入札の不調による再度の発注である。 

工事担当課 港湾局維持保全課 電話 ０４５－６４１－７９６６ 

契約事務担当課 財政局契約第一課 電話 ０４５－６７１－２２４４、２２４６ 
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契約番号 １３１７０１０００２ 

入札方法 電子入札による 

工事件名 
市民ギャラリー移転改修工事（空調衛生設備工事） 

施工場所 
西区宮崎町２６番地１ 

工事概要 

内装改修工、増築工（Ｓ造、地下１階地上４階建、延床面積２５８．６２ｍ２） ほかの 

建築工事に伴う空調衛生設備工事一式 

工期 契約締結の日から平成２６年 ８月２１日まで 

予定価格 開札後に公表 

調査基準価格 - 

最低制限価格 開札後に公表（最低制限価格制度適用） 

入 

札 

参 

加 

資 

格 

登録工種 管 

格付等級 【管：Ａ】 

登録細目 【管：給排水衛生設備工事及び冷暖房設備工事】 

所在地区分 市内 

技術者 

管工事業に係る監理技術者を施工現場に専任で配置すること。 

当該技術者は開札日において、（１）直接的かつ恒常的な雇用関係にあり、（２）当該雇用期

間が３か月間経過しており、（３）他の工事に従事していない者でなければならない。  

その他 

次の要件を全て満たす特定建設共同企業体であること。 

（１）各企業の技術力の結集を目的とする共同施工方式による特定建設共同企業体である 

  こと（名称は「○○建設共同企業体」とする。）。 

（２）構成員の数は２者であること。 

（３）構成員の出資比率については、各構成員の出資比率が、１０分の３以上であるとと 

  もに、代表者となる構成員の出資比率が、その共同企業体構成員中最大であること。 

（４）構成員の組み合わせは、入札参加資格を満たす者による組み合わせであること。 

（５）現場代理人は、開札日において、直接的かつ恒常的な雇用関係にあり、かつ、当該 

  雇用期間が３か月間経過している者であること。 

提出書類 

（１）配置技術者・現場代理人（変更）届出書（第６号様式） （２）監理技術者資格者 

証の写し （３）監理技術者講習修了証の写し （４）配置する技術者及び現場代理人の 

雇用（期間）が確認できる書類（健康保険被保険者証の写し又は雇用保険被保険者証の写 

し等） （５）共同企業体協定書兼委任状 

設計図書の購入先・申込期限 
電子図渡しを行う。 

横浜市ホームページ発注情報画面より設計図書をダウンロードすること。  

入札期間 
平成２５年 ８月 ５日（月）午前 ９時００分から 

平成２５年 ８月 ７日（水）午後 ５時００分まで  

開札予定日時 平成２５年 ８月 ８日（木）午前 ９時１５分  

支払い条件 前金払 する（各年） 部分払 １回以内 契約保証 要求 

建設工事に係る資材の再資源化等に関する法律第９条第１項に規定する対象建設工事  該当する 

注意事項 

※次頁のとおり 

本件工事の公告は２頁ありますので、ご注意ください。   （この頁は１頁目です。） 

工事担当課 建築局機械設備課 電話 ０４５－６７１－２９７８ 

契約事務担当課 財政局契約第一課 電話 ０４５－６７１－２２４４、２２４６ 
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契約番号 １３１７０１０００２ 

工事件名 
市民ギャラリー移転改修工事（空調衛生設備工事） 

入 

 

札 

 

に 

 

係 

 

る 

 

必 

 

要 

 

事 

 

項 

【注意事項】 

（１）入札参加にあたっては、公告本文の記載事項を確認すること。          

   特に、工事費内訳書の作成及び提出並びに現場代理人の工事現場への常駐に係る適 

  格性の審査について、公告本文（３（４）及び８（９））に記載があるので留意する 

  こと。 

（２）次のア及びイに定める額のうちいずれか大きい額を構成員ごとに算定し、各構成員 

  の当該算定した額を合計した金額が、本件工事の予定価格（消費税及び地方消費税相 

  当額を含む。）に満たない者は、本件工事契約を締結できない。なお、基準日は開札 

  日とする（公告本文８（１０）を参照）。 

  ア 平成２５・２６年度の横浜市入札参加資格審査結果における本件工事と同工種の 

   工事最高請負実績の元請金額を１０分の６で除して得た額 

  イ 平成２５・２６年度の横浜市入札参加資格審査結果における本件工事と同工種の 

   工事最高請負実績の下請金額を１０分の８で除して得た額 

（３）入札にあたっては、事前に特定ＪＶ登録を行い、提出書類のうち（５）共同企業体 

  協定書兼委任状を入札締切日時までに提出しなければならない（公告本文８（１１） 

  を参照）。 

（４）「新年度単価適用の特例措置」対象工事の場合は現場説明書にその旨を記載する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

本件工事の公告は２頁ありますので、ご注意ください。   （この頁は２頁目です。） 

この頁に記載されていない事項については、１頁目をご確認ください。 
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契約番号 １３７１０１０３０３ 

入札方法 電子入札による 

工事件名 
港北図書館・菊名地区センター耐震改修その他工事（空調衛生設備工事） 

施工場所 
港北区菊名六丁目１８番１０号 

工事概要 

耐震補強工（鉄骨ブレース設置工２７か所、ＲＣ壁設置工１４か所）、外壁改修工一式  

ほかの建築工事に伴う空調衛生設備工事一式 

工期 契約締結の日から平成２６年 ２月２８日まで 

予定価格 開札後に公表 

調査基準価格 - 

最低制限価格 開札後に公表（最低制限価格制度適用） 

入 

札 

参 

加 

資 

格 

登録工種 管 

格付等級 【管：Ａ】 

登録細目 【管：給排水衛生設備工事及び冷暖房設備工事】 

所在地区分 市内 

技術者 

管工事業に係る監理技術者を施工現場に専任で配置すること。 

当該技術者は開札日において、（１）直接的かつ恒常的な雇用関係にあり、（２）当該雇用期

間が３か月間経過しており、（３）他の工事に従事していない者でなければならない。  

その他 

現場代理人は、開札日において、直接的かつ恒常的な雇用関係にあり、かつ、当該雇用期 

間が３か月間経過している者であること。 

提出書類 

（１）配置技術者・現場代理人（変更）届出書（第６号様式） （２）監理技術者資格者 

証の写し （３）監理技術者講習修了証の写し （４）配置する技術者及び現場代理人の 

雇用（期間）が確認できる書類（健康保険被保険者証の写し又は雇用保険被保険者証の写 

し等） 

設計図書の購入先・申込期限 
電子図渡しを行う。 

横浜市ホームページ発注情報画面より設計図書をダウンロードすること。  

入札期間 
平成２５年 ７月２９日（月）午前 ９時００分から 

平成２５年 ７月３１日（水）午後 ５時００分まで  

開札予定日時 平成２５年 ８月 １日（木）午前 １１時３０分  

支払い条件 前金払 する（一括） 部分払 しない 契約保証 要求 

建設工事に係る資材の再資源化等に関する法律第９条第１項に規定する対象建設工事  該当する 

注意事項 

（１）入札参加にあたっては、公告本文の記載事項を確認すること。          

   特に、工事費内訳書の作成及び提出、現場代理人の工事現場への常駐並びに最高請 

  負実績額に係る適格性の審査について、公告本文（３（４）、８（９）及び８（１０ 

  ））に記載があるので留意すること。 

（２）「新年度単価適用の特例措置」対象工事の場合は現場説明書にその旨を記載する。 

工事担当課 建築局機械設備課 電話 ０４５－６７１－２９７８ 

契約事務担当課 財政局契約第一課 電話 ０４５－６７１－２２４４、２２４６ 
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契約番号 １３１７０１０００４ 

入札方法 電子入札による 

工事件名 
市民ギャラリー移転改修工事（昇降機設備工事） 

施工場所 
西区宮崎町２６番地１ 

工事概要 

エレベーター製作・設置工１基（マシンルームレス、定格速度６０ｍ／分、定格積載量 

７５０ｋｇ、定員１１人、５停止、乗用）、荷物用エレベーター製作・設置工１基（マシ 

ンルームレス、定格速度４５ｍ／分、定格積載量３，１００ｋｇ、４停止）、小荷物専用 

昇降機撤去工一式 

工期 契約締結の日から平成２６年 ８月２１日まで 

予定価格 ５２，５１０，０００円（消費税及び地方消費税相当額を除く。） 

調査基準価格 - 

最低制限価格 開札後に公表（最低制限価格制度適用） 

入 

札 

参 

加 

資 

格 

登録工種 機械器具設置 

格付等級 - 

登録細目 【機械器具設置：エレベーター工事】 

所在地区分 市内又は準市内 

技術者 

機械器具設置工事業に係る監理技術者を施工現場に専任で配置すること。 

当該技術者は開札日において、（１）直接的かつ恒常的な雇用関係にあり、（２）当該雇用期

間が３か月間経過しており、（３）他の工事に従事していない者でなければならない。  

その他 

次の入札参加資格を全て満たす者であること。（詳細は公告本文１（４）参照） 

（１）平成１０年４月１日以降に完成した、エレベーター（乗用）の製作・設置工事の元 

  請としての施工実績を有すること。 

（２）現場代理人は、開札日において、直接的かつ恒常的な雇用関係にあり、かつ、当該 

  雇用期間が３か月間経過している者であること。 

提出書類 

（１）配置技術者・現場代理人（変更）届出書（第６号様式） （２）監理技術者資格者 

証の写し （３）監理技術者講習修了証の写し （４）配置する技術者及び現場代理人の 

雇用（期間）が確認できる書類（健康保険被保険者証の写し又は雇用保険被保険者証の写 

し等） （５）施工実績調書（工事内容欄に入札参加資格に定められた施工実績を記入し 

、併せて、その実績を証明する契約書及び設計図書の写し等の書類を添付すること。） 

設計図書の購入先・申込期限 
電子図渡しを行う。 

横浜市ホームページ発注情報画面より設計図書をダウンロードすること。  

入札期間 
平成２５年 ７月２９日（月）午前 ９時００分から 

平成２５年 ７月３１日（水）午後 ５時００分まで  

開札予定日時 平成２５年 ８月 １日（木）午前 １０時００分  

支払い条件 前金払 する（一括） 部分払 しない 契約保証 要求 

建設工事に係る資材の再資源化等に関する法律第９条第１項に規定する対象建設工事  該当しない 

注意事項 

（１）入札参加にあたっては、公告本文の記載事項を確認すること。          

   特に、工事費内訳書の作成及び提出、現場代理人の工事現場への常駐並びに最高請 

  負実績額に係る適格性の審査について、公告本文（３（４）、８（９）及び８（１０ 

  ））に記載があるので留意すること。 

（２）請負人が本件工事に含まれる工場製作を自社工場で行う場合のみ、配置する監理技 

  術者は、当該工場製作過程に限り、同一工場内で他の同種工事に係る製作と一元的な 

  管理体制が明確な場合は必ずしも専任を要しない。 

（３）「新年度単価適用の特例措置」対象工事の場合は現場説明書にその旨を記載する。 

工事担当課 建築局電気設備課 電話 ０４５－６７１－２９７５ 

契約事務担当課 財政局契約第一課 電話 ０４５－６７１－２２４４、２２４６ 
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横浜市調達公告第215号 

一般競争入札（物品・委託等）の施行 

次のとおり、「書庫（低層）（ＩＴＯＫＩ） 216台ほか 同等品可」ほか27件の契約について、一般競

争入札を行う。 

平成25年７月16日 

契約事務受任者       

横浜市財政局長 柏 崎   誠  

１ 入札参加資格 

入札参加者は、開札日（ただし、基準日を別に定める場合を除く。）において、次に掲げる資格をすべ

て満たしていなければならない。 

(1) 横浜市契約規則（昭和39年３月横浜市規則第59号）第３条第１項に掲げる者でないこと及び同条第２

項の規定に基づき横浜市物品・委託等に関する競争入札取扱要綱第３条第１項により定める資格を有す

る者であること。 

(2) 平成25・26年度横浜市一般競争入札有資格者名簿（物品・委託等関係）（以下「有資格者名簿」とい

う。）に登載されている者であること。 

(3) 横浜市一般競争参加停止及び指名停止等措置要綱に基づく一般競争参加停止及び指名停止措置を受け

ていない者であること。 

(4) 契約ごとに定める入札参加資格をすべて満たす者であること。 

(5) ＩＣカードを購入し、電子入札システムにより利用者登録を行った者であること。 

(6) その他、詳細については横浜市契約規則、横浜市物品・委託等に関する競争入札取扱要綱、横浜市電

子入札運用基準（物品・委託等関係）及び横浜市物品・委託等競争入札参加者要領等に定めるところに

よる。 

２ 入札参加手続等 

(1) 入札に参加するための事前の入札参加申請手続は要しない。 

(2) １に掲げる入札参加資格の確認は、開札後に資格を確認する必要があると認める者について行う。 

３ 設計図書の交付等 

(1) 設計図書の交付 

 設計図書の交付については契約ごとに定める。 

(2) 設計図書に関する質問及び回答 

ア 質問の締切日時及び方法 

別途指定がある場合を除き公告日の３日後（ただし、日曜日、土曜日及び国民の祝日に関する法律

（昭和23年法律第178号）に規定する休日並びに12月29日から翌年の１月３日まで（以下「休日等」

という。）を含まないものとして計算することとする。）の午後４時までに、質問書（書式はダウン

ロード可能。）を電子メール（送信先アドレスは「za-situmonsho@city.yokohama.jp」）により契約

第二課へ提出すること。 

イ 質問に対する回答 

別途指定がある場合を除き入札期間の初日の２日前(ただし、日曜日、土曜日及び休日を含まない

ものとして計算することとする。)の午後１時までに発注情報詳細の「添付文書」欄において行う。 

４ 入札方法等 

(1) 入札の期間及び開札予定日時については、契約ごとに定める。 

(2) 入札参加者は、定められた期間内（休日等を除く。）において、電子入札システムにより入札書を提

出すること。また、郵便による入札は認めない。 

(3) 紙入札による参加については、横浜市電子入札運用基準（物品・委託等関係）第７条に定める場合を

除き、認めない。 

(4) 落札決定にあたっては、別途指定がある場合を除き入札金額に当該金額の100分の５に相当する額を

加算した金額（当該金額に１円未満の端数があるときは、その端数を切り捨てた金額）をもって落札価

格とするので、入札参加者は、消費税及び地方消費税に係る課税事業者であるか免税事業者であるかを

問わず、見積もった契約希望金額の105分の100に相当する金額を入札金額とすること。 

(5) 入札の回数は２回までとする。 

(6) 合併入札の場合には、金額はすべての契約の合計金額を記載すること。 

５ 入札の無効 
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次の入札は、無効とする。 

(1) 横浜市契約規則第19条の規定に該当する入札 

(2) １に定める入札参加資格を満たさない者が行った入札 

(3) 共同企業体による入札の場合に、共同企業体協定書兼委任状の提出をしない者が行った入札 

(4) 共同企業体と当該共同企業体のいずれかの構成員が同一の案件において入札を行った場合における、

当該共同企業体が行った入札及び当該構成員が行った入札 

(5) 共同企業体と当該共同企業体のいずれかの構成員を構成員とする他の共同企業体が同一の案件におい

て入札を行った場合、これらの共同企業体が行った入札 

(6) 中小企業等協同組合と当該中小企業等協同組合のいずれかの組合員が同一の案件において入札を行っ

た場合における、当該中小企業等協同組合が行った入札及び当該組合員が行った入札 

(7) 中小企業等協同組合と当該中小企業等協同組合のいずれかの組合員が加入する他の中小企業等協同組

合が同一の案件において入札を行った場合、これらの中小企業等協同組合が行った入札 

(8) 横浜市一般競争入札参加資格審査申請における代表者又は受任者以外の名義人によるＩＣカードを用

いて行った入札 

６ 入札参加資格の確認及び落札の決定 

開札後、次の手続により入札参加資格の確認及び落札の決定を行う。 

なお、最低制限価格制度適用案件においては、「予定価格以下の価格」は「予定価格以下の価格で最低

制限価格以上の価格」と、読み替えるものとする。また、種目「不用品買受」に係る契約については「予

定価格以下の価格」は「予定価格以上の価格」と、「最低」は「最高」と、読み替えるものとする。 

(1) 開札後、契約ごとに定める予定価格以下の価格をもって入札を行った者のうち最低の価格をもって入

札を行った者について、横浜市物品・委託等に関する競争入札取扱要綱第21条第１号から第６号までに

定める事項のうち、当該契約ごとに定める入札参加資格を満たす者であるかを確認するものとする。 

(2) 前号の規定により確認を行った者の取扱いは、次のいずれかによるものとする。 

ア 当該入札者が入札参加資格を満たす者であることを確認した場合には、その者を落札候補者とし、

入札参加者にその旨を通知し、落札の決定は保留する。 

イ 当該入札者が入札参加資格を満たす者でないことを確認した場合には、その者の入札を無効とする

。この場合、予定価格以下の価格をもって入札した他の者のうち最低の価格をもって入札をした者に

ついて、(1)の入札参加資格の確認を行う。以後、落札候補者が決定するまで同様の手続を繰り返す

。 

(3) 予定価格以下の価格をもって入札を行った者のうち最低の価格をもって入札を行った者が２人以上あ

るときは、(1)の入札参加資格の確認を行った上で、入札参加資格を満たすことを確認した者について

、電子くじにより落札候補者を決定するものとする。 

(4) 落札決定を保留した後、落札候補者について、横浜市物品・委託等に関する競争入札取扱要綱第21条

第７号から第10号までに定める事項のうち、当該契約ごとに定める入札参加資格を満たす者であるかを

確認するものとする。 

(5) 前号に規定する確認の結果により、落札候補者の取扱いは次のいずれかによるものとする。 

ア 当該落札候補者が入札参加資格を満たす者であることを確認した場合には、その者を落札者とし、

入札参加者にその旨を通知する。 

イ 当該落札候補者が入札参加資格を満たす者でないことを確認した場合には、その者の入札を無効と

する。この場合、予定価格以下の価格をもって入札した他の者のうち最低の価格をもって入札をした

者について、(1)の入札参加資格の確認を行う。以後、落札者が決定するまで同様の手続を繰り返す

。 

(6) (1)において予定価格以下の価格をもって入札を行った者のうち最低の価格をもって入札を行った者

がないとき若しくは(2)イ又は(5)イにおいて予定価格以下の価格をもって入札した者が他にないときは

再度の入札を行うこととし、この場合においても(1)から(5)までの手続は同様とする。なお、すでに無

効の入札をした者及び最低制限価格制度適用案件において最低制限価格未満の入札をした者の入札は認

めない。 

(7) (4)の入札参加資格の確認にあたっては、当該落札候補者は、別途指定のある場合を除き、契約ごと

に定める提出書類等を、開札日（(2)イにおいて新たに落札候補者になった者については、提出を求め

た日）の２日後(ただし、休日等を含まないものとして計算することとする。）の午後５時までに電子

メール（送信先アドレスは「za-joukenshorui@city.yokohama.jp」）により契約第二課へ提出し、また

、確認のために必要な指示に従わなければならない。上記期間内に書類等が提出されない場合又は指示
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に従わない場合には、当該落札候補者は入札参加資格を満たす者でないとし、(5)イの手続により落札

者を決定する。 

(8) (5)イの手続により、落札候補者の入札を無効とした場合には、入札を無効とした理由を付して、当

該落札候補者に通知する。 

(9) 開札後、落札決定するまでの間に、当該落札候補者が横浜市一般競争参加停止及び指名停止等措置要

綱第２条第１項、第３条又は第４条に該当した場合（ただし、軽微な事由による停止措置を除く。）に

は、その者を落札者とせず、予定価格の制限の範囲内の価格をもって入札した他の者のうち最低の価格

をもって入札した者を新たに落札候補者とする。 

７ 入札保証金及び契約保証金 

(1) 入札保証金はこれを免除する。 

(2) 契約保証金の有無については契約ごとに定める。 

８ 契約金の支払方法 

(1) 部分払の有無及び回数は、契約ごとに定める。 

(2) 長期継続契約、継続費又は債務負担行為に係る契約である場合には、契約ごとに明示する。この場合

の契約金の支払いは、契約期間中の各会計年度において、契約で定める当該会計年度の支払限度額（長

期継続契約については支払予定額）の範囲内で、履行済部分に応じて行う。 

９ その他 

(1) 入札を執行し、落札者が決定したときは、本市の定める契約書の取り交わしをするものとする。この

場合、契約書の作成費用は落札者が負担するものとする。 

(2) 必要と認めるときは入札を延期（入札期間の延長を含む。）し、中止し、又は取り消すことがある。 

(3) 本市の都合により、開札日時を変更する場合、横浜市電子入札運用基準（物品・委託等関係）第13条

第４項に定めるとおりとする。 

(4) 開札後、次のいずれかに該当するときは、横浜市一般競争参加停止及び指名停止等措置要綱第２条の

規定により、一般競争参加停止及び指名停止の措置を行う。 

ア 落札候補者となった者が、正当な理由なく落札者となることを辞退した場合 

イ 落札候補者となった者が、６(7)に定める書類の提出をしない場合 

(5) ６(1)及び(4)の入札参加資格の確認とあわせて、横浜市物品・委託等に関する競争入札取扱要綱第23

条第１項の規定に基づき適格性の審査を行い、当該契約の相手方としての適格性に欠ける者と認定され

た場合は、落札者として決定しないものとする。 

(6) 地方自治法第234条の３に規定する長期継続契約である場合、契約締結日の属する年度の翌年度以降

において、当該契約に係る本市の歳出予算が減額又は削減されたときは、本市は当該契約を変更し、又

は解除することができるものとする。 

(7) その他、この公告に規定のない事項については、横浜市契約規則、横浜市物品・委託等に関する競争

入札取扱要綱、横浜市電子入札運用基準（物品・委託等関係）及び横浜市物品・委託等競争入札参加者

要領等に定めるところによるものとする。 
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契約番号 １３０３０２００３９ 

入札方法 電子入札による 一般競争（条件付） 

件名 
書庫（低層）（ＩＴＯＫＩ） ２１６台ほか 同等品可 

納入／履行場所 
財政局の指定する場所 

概要 

 

納入／履行期間等 平成２５年 ８月２６日から平成２５年 ９月 ６日まで 

調査基準価格 - 

最低制限価格 - 

入 

札 

参 

加 

資 

格 

種目 什器 

格付等級 - 

登録細目 

所在地区分 市内 

その他 

１．有資格者名簿において上記の種目を第３位までに登録していること。 

２．次のいずれかに該当する者であること。 

①当該物品又はこれと同等の物品に係る納入実績又は製造実績を有する者 

②当該物品に係るメーカー・販売代理店等の引受証明を受けた者 

提出書類 

納入（製造）実績調書又は引受証明書（納入（製造）実績がない場合） 

設計図書 
電子図渡しを行う。 

横浜市ホームページ発注情報画面より設計図書をダウンロードすること。  

入札期間 
平成２５年 ７月２６日（金）午前 ９時００分から 

平成２５年 ７月２９日（月）午後 １時００分まで  

開札予定日時 平成２５年 ７月２９日（月）午後 １時０５分  

支払い条件 前金払 しない 部分払 しない 契約保証 免除 

注意事項 

事前に同等品の確認を求める場合は、入札期間の初日の３日前（ただし、休日等を含まな 

いものとして計算することとする。）の午後１時までに同等品に関する申告書等の資料を 

電子メール（送信先アドレスは「za-situmonsho@city.yokohama.jp」）により契約第二課 

へ提出すること。回答は入札期間の初日の前日までに直接行う（随時）。 

発注担当課 財政局税制課 

契約事務担当課 財政局契約第二課 
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契約番号 １３０３０２００４２ 

入札方法 電子入札による 一般競争（条件付） 

件名 
プロセスカートリッジ（富士通） １２５個 製品指定 

納入／履行場所 
財政局税務課ほか 

概要 

 

納入／履行期間等 契約締結の日から平成２６年 １月２４日まで 

調査基準価格 - 

最低制限価格 - 

入 

札 

参 

加 

資 

格 

種目 コンピュータ類 

格付等級 - 

登録細目 

所在地区分 市内 

その他 

１．有資格者名簿において企業規模が「中小企業」であること。 

２．有資格者名簿において上記の種目を第３位までに登録していること。 

３．次のいずれかに該当する者であること。 

①当該物品又はこれと同等の物品に係る納入実績又は製造実績を有する者 

②当該物品に係るメーカー・販売代理店等の引受証明を受けた者 

提出書類 

納入（製造）実績調書又は引受証明書（納入（製造）実績がない場合） 

設計図書 
電子図渡しを行う。 

横浜市ホームページ発注情報画面より設計図書をダウンロードすること。  

入札期間 
平成２５年 ７月２６日（金）午前 ９時００分から 

平成２５年 ７月２９日（月）午後 １時００分まで  

開札予定日時 平成２５年 ７月２９日（月）午後 １時１５分  

支払い条件 前金払 しない 部分払 ３回以内 契約保証 免除 

注意事項 

 

発注担当課 財政局税制課 

契約事務担当課 財政局契約第二課 
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契約番号 １３１２０３００７０ 

入札方法 電子入札による 一般競争（条件付） 

件名 
保土ケ谷・旭・緑・戸塚・栄・泉・瀬谷区地下道道路照明灯点検委託 

納入／履行場所 
保土ケ谷区ほか 

概要 

 

納入／履行期間等 契約締結の日から平成２５年１２月１２日まで 

調査基準価格 - 

最低制限価格 - 

入 

札 

参 

加 

資 

格 

種目 電気設備保守 

格付等級 - 

登録細目 

所在地区分 市内 

その他 

①有資格者名簿において企業規模が「中小企業」であること。 

②有資格者名簿において上記の種目を第１位に登録していること。 

③当該業務又はこれと同種の業務の実績を有する者であること。 

④高所作業車を保有している者又は調達することが可能な者であること。 

提出書類 

①委託業務経歴書 

②高所作業車を保有している者は車検証の写し、調達することが可能な者は引受証明書 

設計図書 
電子図渡しを行う。 

横浜市ホームページ発注情報画面より設計図書をダウンロードすること。  

入札期間 
平成２５年 ７月２６日（金）午前 ９時００分から 

平成２５年 ７月３０日（火）午後 １時００分まで  

開札予定日時 平成２５年 ７月３０日（火）午後 １時１０分  

支払い条件 前金払 しない 部分払 しない 契約保証 免除 

注意事項 

 

発注担当課 道路局施設課 

契約事務担当課 財政局契約第二課 
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契約番号 １３１２０３００７１ 

入札方法 電子入札による 一般競争（条件付） 

件名 
鶴見・神奈川・港北・都筑・青葉区地下道道路照明灯点検委託 

納入／履行場所 
鶴見区ほか 

概要 

 

納入／履行期間等 契約締結の日から平成２５年１２月１２日まで 

調査基準価格 - 

最低制限価格 - 

入 

札 

参 

加 

資 

格 

種目 電気設備保守 

格付等級 - 

登録細目 

所在地区分 市内 

その他 

①有資格者名簿において企業規模が「中小企業」であること。 

②有資格者名簿において上記の種目を第１位に登録していること。 

③当該業務又はこれと同種の業務の実績を有する者であること。 

④高所作業車を保有している者又は調達することが可能な者であること。 

提出書類 

①委託業務経歴書 

②高所作業車を保有している者は車検証の写し、調達することが可能な者は引受証明書 

設計図書 
電子図渡しを行う。 

横浜市ホームページ発注情報画面より設計図書をダウンロードすること。  

入札期間 
平成２５年 ７月２６日（金）午前 ９時００分から 

平成２５年 ７月３０日（火）午後 １時００分まで  

開札予定日時 平成２５年 ７月３０日（火）午後 １時１０分  

支払い条件 前金払 しない 部分払 しない 契約保証 免除 

注意事項 

 

発注担当課 道路局施設課 

契約事務担当課 財政局契約第二課 
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契約番号 １３１２０３００７２ 

入札方法 電子入札による 一般競争（条件付） 

件名 
西・中・南・港南・磯子・金沢区地下道道路照明灯点検委託 

納入／履行場所 
西区ほか 

概要 

 

納入／履行期間等 契約締結の日から平成２５年１２月１２日まで 

調査基準価格 - 

最低制限価格 - 

入 

札 

参 

加 

資 

格 

種目 電気設備保守 

格付等級 - 

登録細目 

所在地区分 市内 

その他 

①有資格者名簿において企業規模が「中小企業」であること。 

②有資格者名簿において上記の種目を第１位に登録していること。 

③当該業務又はこれと同種の業務の実績を有する者であること。 

④高所作業車を保有している者又は調達することが可能な者であること。 

提出書類 

①委託業務経歴書 

②高所作業車を保有している者は車検証の写し、調達することが可能な者は引受証明書 

設計図書 
電子図渡しを行う。 

横浜市ホームページ発注情報画面より設計図書をダウンロードすること。  

入札期間 
平成２５年 ７月２６日（金）午前 ９時００分から 

平成２５年 ７月３０日（火）午後 １時００分まで  

開札予定日時 平成２５年 ７月３０日（火）午後 １時１０分  

支払い条件 前金払 しない 部分払 しない 契約保証 免除 

注意事項 

 

発注担当課 道路局施設課 

契約事務担当課 財政局契約第二課 
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契約番号 １３２１０３０２４９ 

入札方法 電子入札による 一般競争（条件付） 

件名 
北部第二水再生センター等防災設備保守点検業務委託 

納入／履行場所 
北部第二水再生センター（鶴見区末広町１丁目６番地の８）ほか 

概要 

 

納入／履行期間等 契約締結の日から平成２６年 ３月２０日まで 

調査基準価格 - 

最低制限価格 最低制限価格制度適用 

入 

札 

参 

加 

資 

格 

種目 消防設備保守 

格付等級 - 

登録細目 

所在地区分 市内 

その他 

①有資格者名簿において企業規模が「中小企業」であること。 

②有資格者名簿において上記の種目を第１位に登録していること。 

③当該業務又はこれと同種の業務実績を有する者。 

提出書類 

委託業務経歴書 

設計図書 
電子図渡しを行う。 

横浜市ホームページ発注情報画面より設計図書をダウンロードすること。  

入札期間 
平成２５年 ７月２６日（金）午前 ９時００分から 

平成２５年 ７月３０日（火）午後 １時００分まで  

開札予定日時 平成２５年 ７月３０日（火）午後 １時０５分  

支払い条件 前金払 しない 部分払 ２回以内 契約保証 免除 

注意事項 

 

発注担当課 環境創造局北部下水道センター 

契約事務担当課 財政局契約第二課 
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契約番号 １３２１０３０２５０ 

入札方法 電子入札による 一般競争（条件付） 

件名 
中部水再生センター等防災設備保守点検業務委託 

納入／履行場所 
中部水再生センターほか 

概要 

 

納入／履行期間等 契約締結の日から平成２６年 ３月１４日まで 

調査基準価格 - 

最低制限価格 最低制限価格制度適用 

入 

札 

参 

加 

資 

格 

種目 消防設備保守 

格付等級 - 

登録細目 

所在地区分 市内 

その他 

①有資格者名簿において企業規模が「中小企業」であること。 

②有資格者名簿において上記の種目を第１位に登録していること。 

③当該業務又はこれと同種の業務実績を有する者。 

提出書類 

委託業務経歴書 

設計図書 
電子図渡しを行う。 

横浜市ホームページ発注情報画面より設計図書をダウンロードすること。  

入札期間 
平成２５年 ７月２６日（金）午前 ９時００分から 

平成２５年 ７月３０日（火）午後 １時００分まで  

開札予定日時 平成２５年 ７月３０日（火）午後 １時０５分  

支払い条件 前金払 しない 部分払 ２回以内 契約保証 免除 

注意事項 

 

発注担当課 環境創造局中部水再生センター 

契約事務担当課 財政局契約第二課 
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契約番号 １３２２０２０３１８ 

入札方法 電子入札による 一般競争（条件付） 

件名 
粗大ごみ処理券２００円 ７００，０００枚ほかの印刷 

納入／履行場所 
委託業者（泉区和泉町） 

概要 

 

納入／履行期間等 契約締結の日から７０日間 

調査基準価格 - 

最低制限価格 - 

入 

札 

参 

加 

資 

格 

種目 特殊印刷 

格付等級 - 

登録細目 

所在地区分 市内 

その他 

１．有資格者名簿において企業規模が「中小企業」であること。 

２．有資格者名簿において上記の種目を登録していること。 

３．当該業務に必要な資機材（印刷機等）を保有していること。 

４．当該物品またはこれと同等の物品に係る製造実績を有する者であること。 

提出書類 

①設備等一覧表 

②償却資産申告書種類別明細書（増加資産・全資産）の写し 

③納入（製造）実績調書 

※「公募型見積合せ参加登録」が認められている場合は、提出書類①～③を省略すること 

ができる。 

設計図書 

見本は、開札日の午後５時まで財政局契約第二課窓口にて閲覧可能。 

 

（なお、設計図書については横浜市ホームページ発注情報画面で参照可能。）  

入札期間 
平成２５年 ７月２６日（金）午前 ９時００分から 

平成２５年 ７月２９日（月）午後 １時００分まで  

開札予定日時 平成２５年 ７月２９日（月）午後 １時１０分  

支払い条件 前金払 しない 部分払 しない 契約保証 免除 

注意事項 

 

発注担当課 資源循環局総務課 

契約事務担当課 財政局契約第二課 
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契約番号 １３２２０２０３１９ 

入札方法 電子入札による 一般競争（条件付） 

件名 
粗大ごみ納付書２００円 １８０，０００枚ほかの印刷 

納入／履行場所 
委託業者（泉区和泉町） 

概要 

 

納入／履行期間等 契約締結の日から８０日間 

調査基準価格 - 

最低制限価格 - 

入 

札 

参 

加 

資 

格 

種目 特殊印刷 

格付等級 - 

登録細目 

所在地区分 市内又は準市内 

その他 

１．有資格者名簿において、市内業者については上記の種目を登録していること、準市内 

業者については上記の種目を第３位までに登録していること。 

２．当該業務に必要な資機材（印刷機等）を保有していること。 

３．当該物品またはこれと同等の物品に係る製造実績を有する者であること。 

提出書類 

①設備等一覧表 

②償却資産申告書種類別明細書（増加資産・全資産）の写し 

③納入（製造）実績調書 

※「公募型見積合せ参加登録」が認められている場合は、提出書類①～③を省略すること 

ができる。 

設計図書 

見本は、開札日の午後５時まで財政局契約二課窓口にて閲覧可能。 

 

（なお、設計図書については横浜市ホームページ発注情報画面で参照可能。）  

入札期間 
平成２５年 ７月２６日（金）午前 ９時００分から 

平成２５年 ７月２９日（月）午後 １時００分まで  

開札予定日時 平成２５年 ７月２９日（月）午後 １時１５分  

支払い条件 前金払 しない 部分払 しない 契約保証 免除 

注意事項 

 

発注担当課 資源循環局総務課 

契約事務担当課 財政局契約第二課 
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契約番号 １３２２０２０３２１ 

入札方法 電子入札による 一般競争（条件付） 

件名 
冬用作業服ＳＢ（上衣） １，４１１着ほかの製造 

納入／履行場所 
資源循環局鶴見事務所ほか 

概要 

 

納入／履行期間等 契約締結の日から平成２５年１１月２９日まで 

調査基準価格 - 

最低制限価格 - 

入 

札 

参 

加 

資 

格 

種目 被服 

格付等級 - 

登録細目 【被服：制服、作業服、事務服等の製造】 

所在地区分 市内 

その他 

１．有資格者名簿において上記の種目に第３位までに登録があり、かつ、細目「制服、作 

業服、事務服等の製造」に登録があること。 

２．当該物品又はこれと同等の物品に係る製造実績を有する者であること。 

３．当該物品の主材料に係るメーカー、販売代理店等の出荷引受証明を受けた者であるこ 

と。 

提出書類 

１．納入（製造）実績調書 

２．出荷引受証明書（被服用） 

設計図書 
電子図渡しを行う。 

横浜市ホームページ発注情報画面より設計図書をダウンロードすること。  

入札期間 
平成２５年 ８月１９日（月）午前 ９時００分から 

平成２５年 ８月２０日（火）午後 １時００分まで  

開札予定日時 平成２５年 ８月２０日（火）午後 １時２０分  

支払い条件 前金払 しない 部分払 しない 契約保証 免除 

注意事項 

１．設計図書に関する質問の締切日時及び方法 

平成 25 年８月２日の午後４時までに、質問書（書式はダウンロード可能。）を電子メール 

（送信先アドレスは「za-situmonsho@city.yokohama.jp」）により契約第二課へ提出する 

こと。 

２．その他詳細は、調達公告及び仕様書に添付されている「被服の入札における提出書類 

について」を確認すること。 

発注担当課 資源循環局職員課 

契約事務担当課 財政局契約第二課 
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契約番号 １３２２０３０１１２ 

入札方法 電子入札による 一般競争（条件付） 

件名 
鶴見工場作動油等再生委託 

納入／履行場所 
資源循環局鶴見工場 

概要 

 

納入／履行期間等 契約締結の日から平成２６年 ３月１４日まで 

調査基準価格 - 

最低制限価格 - 

入 

札 

参 

加 

資 

格 

種目 活性炭・作動油等再生又は燃料 

格付等級 【活性炭・作動油等再生：－】又は【燃料：－】 

登録細目 【活性炭・作動油等再生：作動油等】 

所在地区分 市内 

その他 

①有資格者名簿において企業規模が「中小企業」であること。 

②有資格者名簿において、種目「活性炭・作動油等再生」を第３位までに登録しているこ 

と、又は種目「燃料」を第３位までに登録していること。 

③当該業務又はこれと同種の業務実績を有する者。 

提出書類 

委託業務経歴書 

設計図書 
電子図渡しを行う。 

横浜市ホームページ発注情報画面より設計図書をダウンロードすること。  

入札期間 
平成２５年 ７月２６日（金）午前 ９時００分から 

平成２５年 ７月３０日（火）午後 １時００分まで  

開札予定日時 平成２５年 ７月３０日（火）午後 １時１０分  

支払い条件 前金払 しない 部分払 ３回以内 契約保証 免除 

注意事項 

 

発注担当課 資源循環局鶴見工場 

契約事務担当課 財政局契約第二課 
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契約番号 １３２２０３０１１３ 

入札方法 電子入札による 一般競争（条件付） 

件名 
鶴見工場受発配電設備点検委託 

納入／履行場所 
資源循環局鶴見工場 

概要 

 

納入／履行期間等 契約締結の日から平成２６年 １月３１日まで 

調査基準価格 - 

最低制限価格 - 

入 

札 

参 

加 

資 

格 

種目 電気設備保守 

格付等級 - 

登録細目 

所在地区分 市内 

その他 

①有資格者名簿において企業規模が「中小企業」であること。 

②有資格者名簿において上記の種目を第１位に登録していること。 

③当該業務又はこれと同種の業務の実績を有する者であること。 

提出書類 

委託業務経歴書 

設計図書 
電子図渡しを行う。 

横浜市ホームページ発注情報画面より設計図書をダウンロードすること。  

入札期間 
平成２５年 ７月２６日（金）午前 ９時００分から 

平成２５年 ７月３０日（火）午後 １時００分まで  

開札予定日時 平成２５年 ７月３０日（火）午後 １時０５分  

支払い条件 前金払 しない 部分払 しない 契約保証 免除 

注意事項 

 

発注担当課 資源循環局鶴見工場 

契約事務担当課 財政局契約第二課 
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契約番号 １３２２０３０１１４ 

入札方法 電子入札による 一般競争（条件付） 

件名 
廃棄物処理法規制対象である焼却炉からの廃棄物に係るダイオキシン類分析業務 

納入／履行場所 
市内事業所 

概要 

 

納入／履行期間等 契約締結の日から平成２６年 ３月３１日まで 

調査基準価格 - 

最低制限価格 - 

入 

札 

参 

加 

資 

格 

種目 検査・測定 

格付等級 - 

登録細目 

所在地区分 市内、準市内又は市外 

その他 

①有資格者名簿において、市内業者については上記の種目を第３位までに登録しているこ 

と、準市内業者及び市外業者については上記の種目を第１位に登録していること。 

②当該業務又はこれと同種の業務実績を有する者。 

③計量証明事業（濃度及び特定濃度）の登録を受けている者。 

提出書類 

①委託業務経歴書 

②計量証明事業登録証の写し 

設計図書 
電子図渡しを行う。 

横浜市ホームページ発注情報画面より設計図書をダウンロードすること。  

入札期間 
平成２５年 ７月２６日（金）午前 ９時００分から 

平成２５年 ７月３０日（火）午後 １時００分まで  

開札予定日時 平成２５年 ７月３０日（火）午後 １時１５分  

支払い条件 前金払 しない 部分払 しない 契約保証 免除 

注意事項 

 

発注担当課 資源循環局産業廃棄物対策課 

契約事務担当課 財政局契約第二課 
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契約番号 １３２５０２００７０ 

入札方法 電子入札による 一般競争（条件付） 

件名 
Ｅｎｄｐｏｉｎｔ Ｐｒｏｔｅｃｔｉｏｎ Ｓｕｉｔｅ パーペチュアルライセンス（マカフ

ィー） １，０００ライセンスほか 製品指定 

納入／履行場所 
総務局情報システム課 

概要 

 

納入／履行期間等 契約締結の日から平成２５年 ９月３０日まで 

調査基準価格 - 

最低制限価格 - 

入 

札 

参 

加 

資 

格 

種目 コンピュータ類 

格付等級 - 

登録細目 

所在地区分 市内 

その他 

１．有資格者名簿において上記の種目を第３位までに登録していること。 

２．次のいずれかに該当する者であること。 

①当該物品又はこれと同等の物品に係る納入実績又は製造実績を有する者 

②当該物品に係るメーカー・販売代理店等の引受証明を受けた者 

提出書類 

納入（製造）実績調書又は引受証明書（納入（製造）実績がない場合） 

設計図書 
電子図渡しを行う。 

横浜市ホームページ発注情報画面より設計図書をダウンロードすること。  

入札期間 
平成２５年 ７月２６日（金）午前 ９時００分から 

平成２５年 ７月２９日（月）午後 １時００分まで  

開札予定日時 平成２５年 ７月２９日（月）午後 １時１０分  

支払い条件 前金払 しない 部分払 しない 契約保証 免除 

注意事項 

 

発注担当課 総務局情報システム課 

契約事務担当課 財政局契約第二課 
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契約番号 １３２５０２００７１ 

入札方法 電子入札による 一般競争（条件付） 

件名 
防寒衣（ジーベック） ２６９着 同等品可 

納入／履行場所 
総務局の指定する場所 

概要 

 

納入／履行期間等 契約締結の日から平成２５年１１月１５日まで 

調査基準価格 - 

最低制限価格 - 

入 

札 

参 

加 

資 

格 

種目 被服 

格付等級 - 

登録細目 

所在地区分 市内 

その他 

１．有資格者名簿において企業規模が「中小企業」であること。 

２．有資格者名簿において上記の種目を第３位までに登録していること。 

３．次のいずれかに該当する者であること。 

①当該物品又はこれと同等の物品に係る納入実績又は製造実績を有する者 

②当該物品に係るメーカー・販売代理店等の引受証明を受けた者。 

提出書類 

納入（製造）実績調書又は引受証明書（納入（製造）実績がない場合） 

設計図書 
電子図渡しを行う。 

横浜市ホームページ発注情報画面より設計図書をダウンロードすること。  

入札期間 
平成２５年 ８月 ２日（金）午前 ９時００分から 

平成２５年 ８月 ５日（月）午後 １時００分まで  

開札予定日時 平成２５年 ８月 ５日（月）午後 １時０５分  

支払い条件 前金払 しない 部分払 しない 契約保証 免除 

注意事項 

１．設計図書に関する質問の締切日時及び方法 

平成 25 年７月 26 日の午後４時までに、質問書（書式はダウンロード可能。）を電子メール 

（送信先アドレスは「za-situmonsho@city.yokohama.jp」）により契約第二課へ提出する 

こと。 

２．その他詳細は、調達公告及び仕様書に添付されている「被服の入札における提出書類 

について」を確認すること。 

発注担当課 総務局職員健康課 

契約事務担当課 財政局契約第二課 
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契約番号 １３２５０３００１６ 

入札方法 電子入札による 一般競争（条件付） 

件名 
平成２５年度横浜市総合防災訓練（第３４回九都県市合同防災訓練）会場設営委託 

納入／履行場所 
鶴見区駒岡五丁目 

概要 

 

納入／履行期間等 契約締結の日から平成２５年 ９月 １日まで 

調査基準価格 - 

最低制限価格 - 

入 

札 

参 

加 

資 

格 

種目 イベント企画運営等 

格付等級 - 

登録細目 

所在地区分 市内 

その他 

①有資格者名簿において企業規模が「中小企業」であること。 

②有資格者名簿において上記の種目を第２位までに登録していること。 

③当該業務又はこれと同種の業務の実績を有する者。 

提出書類 

委託業務経歴書 

設計図書 
電子図渡しを行う。 

横浜市ホームページ発注情報画面より設計図書をダウンロードすること。  

入札期間 
平成２５年 ７月２６日（金）午前 ９時００分から 

平成２５年 ７月３０日（火）午後 １時００分まで  

開札予定日時 平成２５年 ７月３０日（火）午後 １時０５分  

支払い条件 前金払 しない 部分払 しない 契約保証 免除 

注意事項 

 

発注担当課 総務局緊急対策課 

契約事務担当課 財政局契約第二課 
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契約番号 １３２８０２０２３２ 

入札方法 電子入札による 一般競争（条件付） 

件名 
平成２５年度高齢者インフルエンザ予防接種のご案内 ８００，０００部の印刷 

納入／履行場所 
健康福祉局健康安全課ほか 

概要 

 

納入／履行期間等 契約締結の日から平成２５年 ８月３０日まで 

調査基準価格 - 

最低制限価格 - 

入 

札 

参 

加 

資 

格 

種目 端物印刷 

格付等級 - 

登録細目 

所在地区分 市内 

その他 

１．有資格者名簿において企業規模が「中小企業」であること。 

２．有資格者名簿において上記の種目を第１位に登録していること。 

３．当該業務に必要な資機材（印刷機等）を保有していること。 

４．当該物品またはこれと同等の物品に係る製造実績を有する者であること。 

提出書類 

①設備等一覧表 

②償却資産申告書種類別明細書（増加資産・全資産）の写し 

③納入（製造）実績調書 

※「公募型見積合せ参加登録」が認められている場合は、提出書類①～③を省略すること 

ができる。 

設計図書 

見本は、開札日の午後５時まで財政局契約第二課窓口にて閲覧可能。 

 

（なお、設計図書については横浜市ホームページ発注情報画面で参照可能。）  

入札期間 
平成２５年 ７月２６日（金）午前 ９時００分から 

平成２５年 ７月２９日（月）午後 １時００分まで  

開札予定日時 平成２５年 ７月２９日（月）午後 １時０５分  

支払い条件 前金払 しない 部分払 しない 契約保証 免除 

注意事項 

 

発注担当課 健康福祉局健康安全課 

契約事務担当課 財政局契約第二課 
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契約番号 １３２８０２０２３６ 

入札方法 電子入札による 一般競争（条件付） 

件名 
横浜市高齢者インフルエンザ予防接種予診票 １０，０００冊の印刷 

納入／履行場所 
健康福祉局健康安全課ほか 

概要 

 

納入／履行期間等 契約締結の日から平成２５年 ８月３０日まで 

調査基準価格 - 

最低制限価格 - 

入 

札 

参 

加 

資 

格 

種目 端物印刷 

格付等級 - 

登録細目 

所在地区分 市内 

その他 

１．有資格者名簿において企業規模が「中小企業」であること。 

２．有資格者名簿において上記の種目を第１位に登録していること。 

３．当該業務に必要な資機材（印刷機等）を保有していること。 

４．当該物品またはこれと同等の物品に係る製造実績を有する者であること。 

提出書類 

①設備等一覧表 

②償却資産申告書種類別明細書（増加資産・全資産）の写し 

③納入（製造）実績調書 

※「公募型見積合せ参加登録」が認められている場合は、提出書類①～③を省略すること 

ができる。 

設計図書 

見本は、開札日の午後５時まで財政局契約第二課窓口にて閲覧可能。 

 

（なお、設計図書については横浜市ホームページ発注情報画面で参照可能。）  

入札期間 
平成２５年 ７月２６日（金）午前 ９時００分から 

平成２５年 ７月２９日（月）午後 １時００分まで  

開札予定日時 平成２５年 ７月２９日（月）午後 １時０５分  

支払い条件 前金払 しない 部分払 しない 契約保証 免除 

注意事項 

 

発注担当課 健康福祉局健康安全課 

契約事務担当課 財政局契約第二課 
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契約番号 １３２８０２０２４２ 

入札方法 電子入札による 一般競争（条件付） 

件名 
五徳 １４７個 

納入／履行場所 
横浜市北部斎場 

概要 

 

納入／履行期間等 契約締結の日から６０日間 

調査基準価格 - 

最低制限価格 - 

入 

札 

参 

加 

資 

格 

種目 機械器具・工具類 

格付等級 - 

登録細目 

所在地区分 市内 

その他 

１．有資格者名簿において企業規模が「中小企業」であること。 

２．有資格者名簿において上記の種目を第３位までに登録していること。 

３．次のいずれかに該当する者であること。 

①当該物品又はこれと同等の物品に係る納入実績又は製造実績を有する者 

②当該物品に係るメーカー・販売代理店等の引受証明を受けた者 

提出書類 

納入（製造）実績調書又は引受証明書（納入（製造）実績がない場合） 

設計図書 
電子図渡しを行う。 

横浜市ホームページ発注情報画面より設計図書をダウンロードすること。  

入札期間 
平成２５年 ７月２６日（金）午前 ９時００分から 

平成２５年 ７月２９日（月）午後 １時００分まで  

開札予定日時 平成２５年 ７月２９日（月）午後 １時０５分  

支払い条件 前金払 しない 部分払 しない 契約保証 免除 

注意事項 

 

発注担当課 健康福祉局環境施設課 

契約事務担当課 財政局契約第二課 
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契約番号 １３２８０２０２４４ 

入札方法 電子入札による 一般競争（条件付） 

件名 
濱ともカード（台紙印刷を含む） ６０，０００セットの印刷 

納入／履行場所 
健康福祉局高齢健康福祉課ほか 

概要 

 

納入／履行期間等 契約締結の日から平成２５年 ８月３０日まで 

調査基準価格 - 

最低制限価格 - 

入 

札 

参 

加 

資 

格 

種目 特殊印刷 

格付等級 - 

登録細目 

所在地区分 市内 

その他 

１．有資格者名簿において企業規模が「中小企業」であること。 

２．有資格者名簿において上記の種目を第３位までに登録していること。 

３．当該業務に必要な資機材（印刷機等）を保有していること。 

４．当該物品またはこれと同等の物品に係る製造実績を有する者であること。 

提出書類 

①設備等一覧表 

②償却資産申告書種類別明細書（増加資産・全資産）の写し 

③納入（製造）実績調書 

※「公募型見積合せ参加登録」が認められている場合は、提出書類①～③を省略すること 

ができる。 

設計図書 

見本は、開札日の午後５時まで財政局契約第二課窓口にて閲覧可能。 

 

（なお、設計図書については横浜市ホームページ発注情報画面で参照可能。）  

入札期間 
平成２５年 ７月２６日（金）午前 ９時００分から 

平成２５年 ７月２９日（月）午後 １時００分まで  

開札予定日時 平成２５年 ７月２９日（月）午後 １時１５分  

支払い条件 前金払 しない 部分払 しない 契約保証 免除 

注意事項 

 

発注担当課 健康福祉局高齢健康福祉課 

契約事務担当課 財政局契約第二課 
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契約番号 １３３１０３００２０ 

入札方法 電子入札による 一般競争（条件付） 

件名 
横浜市長選挙における開票所の設営及び撤去委託（鶴見区） 

納入／履行場所 
横浜市鶴見スポーツセンター 

概要 

 

納入／履行期間等 契約締結の日から平成２５年 ８月２６日まで 

調査基準価格 - 

最低制限価格 - 

入 

札 

参 

加 

資 

格 

種目 イベント企画運営等 

格付等級 - 

登録細目 

所在地区分 市内 

その他 

①有資格者名簿において企業規模が「中小企業」であること。 

②有資格者名簿において上記の種目を第２位までに登録していること。 

③当該業務又はこれと同種の業務の実績を有する者。 

提出書類 

委託業務経歴書 

設計図書 
電子図渡しを行う。 

横浜市ホームページ発注情報画面より設計図書をダウンロードすること。  

入札期間 
平成２５年 ７月２６日（金）午前 ９時００分から 

平成２５年 ７月３０日（火）午後 １時００分まで  

開札予定日時 平成２５年 ７月３０日（火）午後 １時０５分  

支払い条件 前金払 しない 部分払 しない 契約保証 免除 

注意事項 

 

発注担当課 鶴見区総務課 

契約事務担当課 財政局契約第二課 
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契約番号 １３３８０３００２７ 

入札方法 電子入札による 一般競争（条件付） 

件名 
旭土木管内河川・水路維持管理委託（その２） 

納入／履行場所 
旭区旭土木事務所管内一円 

概要 

 

納入／履行期間等 契約締結の日から平成２６年 ３月１４日まで 

調査基準価格 - 

最低制限価格 最低制限価格制度適用 

入 

札 

参 

加 

資 

格 

種目 公園緑地等管理 

格付等級 【公園緑地等管理：Ｃ】 

登録細目 

所在地区分 市内 

その他 

①有資格者名簿において企業規模が「中小企業」であること。 

②有資格者名簿において上記の種目を第１位に登録していること。 

提出書類 

 

設計図書 
電子図渡しを行う。 

横浜市ホームページ発注情報画面より設計図書をダウンロードすること。  

入札期間 
平成２５年 ７月２６日（金）午前 ９時００分から 

平成２５年 ７月３０日（火）午後 １時００分まで  

開札予定日時 平成２５年 ７月３０日（火）午後 １時１０分  

支払い条件 前金払 しない 部分払 しない 契約保証 免除 

注意事項 

「新年度単価適用の特例措置」対象委託契約の場合は仕様書にその旨を記載する。 

発注担当課 旭区旭土木事務所 

契約事務担当課 財政局契約第二課 
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契約番号 １３４００３００２９ 

入札方法 電子入札による 一般競争（条件付） 

件名 
金沢区谷津町地内道路維持業務委託 

納入／履行場所 
金沢区谷津町２６８番２地先から能見台森１９７番２地先まで 

概要 

 

納入／履行期間等 契約締結の日から平成２５年１２月２７日まで 

調査基準価格 - 

最低制限価格 最低制限価格制度適用 

入 

札 

参 

加 

資 

格 

種目 公園緑地等管理 

格付等級 【公園緑地等管理：Ａ】 

登録細目 

所在地区分 市内 

その他 

①有資格者名簿において企業規模が「中小企業」であること。 

②有資格者名簿において上記の種目を第１位に登録していること。 

提出書類 

 

設計図書 
電子図渡しを行う。 

横浜市ホームページ発注情報画面より設計図書をダウンロードすること。  

入札期間 
平成２５年 ７月２６日（金）午前 ９時００分から 

平成２５年 ７月３０日（火）午後 １時００分まで  

開札予定日時 平成２５年 ７月３０日（火）午後 １時１０分  

支払い条件 前金払 しない 部分払 しない 契約保証 免除 

注意事項 

「新年度単価適用の特例措置」対象委託契約の場合は仕様書にその旨を記載する。 

発注担当課 金沢区金沢土木事務所 

契約事務担当課 財政局契約第二課 
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契約番号 １３４１０５０００２ 

入札方法 電子入札による 一般競争（条件付） 

件名 
廃車（使用済自動車）小型乗用車（マツダデミオ）１台の売払 

納入／履行場所 
港北区福祉保健課 

概要 

 

納入／履行期間等 契約締結の日から２１日間 

調査基準価格 - 

最低制限価格 - 

入 

札 

参 

加 

資 

格 

種目 不用品買受 

格付等級 - 

登録細目 【不用品買受：鉄くず、非鉄金属くず】 

所在地区分 市内 

その他 

①有資格者名簿において上記の種目を第３位までに登録していること。 

②当該物品の買受実績又はこれと同種の買受実績を有する者。 

③古物営業の許可を受けている者。 

④使用済自動車の再資源化等に関する法律第４２条第１項に規定する引取業登録のある者 

。 

提出書類 

①不用品買受に関する実績及び搬入予定先についての申告書 

②古物商許可証の写し 

③引取業登録があることがわかる書類等の写し 

設計図書 
電子図渡しを行う。 

横浜市ホームページ発注情報画面より設計図書をダウンロードすること。  

入札期間 
平成２５年 ７月２６日（金）午前 ９時００分から 

平成２５年 ７月３０日（火）午後 １時００分まで  

開札予定日時 平成２５年 ７月３０日（火）午後 １時２０分  

支払い条件 前金払 しない 部分払 しない 契約保証 免除 

注意事項 

売払対象物品の確認を希望する場合は事前に発注担当課に連絡し、日程の調整をすること 

。 

※上記「支払い条件」は横浜市が支払うことについて明示したものであり、本案件の買受 

代金の納付については、契約約款及び仕様書に記載されたとおりとする。 

発注担当課 港北区福祉保健課 

契約事務担当課 財政局契約第二課 
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契約番号 １３４７０３００２２ 

入札方法 電子入札による 一般競争（条件付） 

件名 
泉区内親水水路維持管理委託 

納入／履行場所 
泉区上飯田町２６５６番地先から３５９０番地先までほか 

概要 

 

納入／履行期間等 契約締結の日から平成２６年 ３月１８日まで 

調査基準価格 - 

最低制限価格 最低制限価格制度適用 

入 

札 

参 

加 

資 

格 

種目 公園緑地等管理 

格付等級 【公園緑地等管理：Ｃ】 

登録細目 

所在地区分 市内 

その他 

①有資格者名簿において企業規模が「中小企業」であること。 

②有資格者名簿において上記の種目を第１位に登録していること。 

提出書類 

 

設計図書 
電子図渡しを行う。 

横浜市ホームページ発注情報画面より設計図書をダウンロードすること。  

入札期間 
平成２５年 ７月２６日（金）午前 ９時００分から 

平成２５年 ７月３０日（火）午後 １時００分まで  

開札予定日時 平成２５年 ７月３０日（火）午後 １時１０分  

支払い条件 前金払 しない 部分払 ２回以内 契約保証 免除 

注意事項 

 

発注担当課 泉区泉土木事務所 

契約事務担当課 財政局契約第二課 



横浜市報調達公告版 

第60号 平成25年７月16日発行 

70 

 

契約番号 １３５５０２０１１８ 

入札方法 電子入札による 一般競争（条件付） 

件名 
冬活動服 男性用上衣（台布なし） ３４９着（概算）ほかの製造 

納入／履行場所 
消防局の指定する場所 

概要 

 

納入／履行期間等 契約締結の日から平成２６年 ３月２８日まで 

調査基準価格 - 

最低制限価格 - 

入 

札 

参 

加 

資 

格 

種目 被服 

格付等級 - 

登録細目 【被服：制服、作業服、事務服等の製造】 

所在地区分 市内 

その他 

１．有資格者名簿において上記の種目に第３位までに登録があり、かつ、細目「制服、作 

業服、事務服等の製造」に登録があること。 

２．当該物品又はこれと同等の物品に係る製造実績を有する者であること。 

３．当該物品の主材料に係るメーカー、販売代理店等の出荷引受証明を受けた者であるこ 

と。 

提出書類 

１．納入（製造）実績調書 

２．出荷引受証明書（被服用） 

設計図書 
電子図渡しを行う。 

横浜市ホームページ発注情報画面より設計図書をダウンロードすること。  

入札期間 
平成２５年 ８月１９日（月）午前 ９時００分から 

平成２５年 ８月２０日（火）午後 １時００分まで  

開札予定日時 平成２５年 ８月２０日（火）午後 １時０５分  

支払い条件 前金払 しない 部分払 ２回以内 契約保証 免除 

注意事項 

１．設計図書に関する質問の締切日時及び方法 

平成 25 年８月２日の午後４時までに、質問書（書式はダウンロード可能。）を電子メール 

（送信先アドレスは「za-situmonsho@city.yokohama.jp」）により契約第二課へ提出する 

こと。 

２．その他詳細は、調達公告及び仕様書に添付されている「被服の入札における提出書類 

について」を確認すること。 

発注担当課 消防局人事課 

契約事務担当課 財政局契約第二課 
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契約番号 １３５５０２０１１９ 

入札方法 電子入札による 一般競争（条件付） 

件名 
夏活動服 男性用上衣（台布なし） ３１５着（概算）ほかの製造 

納入／履行場所 
消防局の指定する場所 

概要 

 

納入／履行期間等 契約締結の日から平成２６年 ３月２８日まで 

調査基準価格 - 

最低制限価格 - 

入 

札 

参 

加 

資 

格 

種目 被服 

格付等級 - 

登録細目 【被服：制服、作業服、事務服等の製造】 

所在地区分 市内 

その他 

１．有資格者名簿において上記の種目に第３位までに登録があり、かつ、細目「制服、作 

業服、事務服等の製造」に登録があること。 

２．当該物品又はこれと同等の物品に係る製造実績を有する者であること。 

３．当該物品の主材料に係るメーカー、販売代理店等の出荷引受証明を受けた者であるこ 

と。 

提出書類 

１．納入（製造）実績調書 

２．出荷引受証明書（被服用） 

設計図書 
電子図渡しを行う。 

横浜市ホームページ発注情報画面より設計図書をダウンロードすること。  

入札期間 
平成２５年 ８月１９日（月）午前 ９時００分から 

平成２５年 ８月２０日（火）午後 １時００分まで  

開札予定日時 平成２５年 ８月２０日（火）午後 １時１０分  

支払い条件 前金払 しない 部分払 ２回以内 契約保証 免除 

注意事項 

１．設計図書に関する質問の締切日時及び方法 

平成 25 年８月２日の午後４時までに、質問書（書式はダウンロード可能。）を電子メール 

（送信先アドレスは「za-situmonsho@city.yokohama.jp」）により契約第二課へ提出する 

こと。 

２．その他詳細は、調達公告及び仕様書に添付されている「被服の入札における提出書類 

について」を確認すること。 

発注担当課 消防局人事課 

契約事務担当課 財政局契約第二課 
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契約番号 １３５５０２０１２０ 

入札方法 電子入札による 一般競争（条件付） 

件名 
防火ズボン ３１５着（概算）の製造 

納入／履行場所 
消防局の指定する場所 

概要 

 

納入／履行期間等 契約締結の日から平成２６年 ３月２８日まで 

調査基準価格 - 

最低制限価格 - 

入 

札 

参 

加 

資 

格 

種目 被服 

格付等級 - 

登録細目 【被服：制服、作業服、事務服等の製造】 

所在地区分 市内 

その他 

１．有資格者名簿において上記の種目に第３位までに登録があり、かつ、細目「制服、作 

業服、事務服等の製造」に登録があること。 

２．当該物品又はこれと同等の物品に係る製造実績を有する者であること。 

３．当該物品の主材料に係るメーカー、販売代理店等の出荷引受証明を受けた者であるこ 

と。 

提出書類 

１．納入（製造）実績調書 

２．出荷引受証明書（被服用） 

設計図書 
電子図渡しを行う。 

横浜市ホームページ発注情報画面より設計図書をダウンロードすること。  

入札期間 
平成２５年 ８月１９日（月）午前 ９時００分から 

平成２５年 ８月２０日（火）午後 １時００分まで  

開札予定日時 平成２５年 ８月２０日（火）午後 １時１５分  

支払い条件 前金払 しない 部分払 ２回以内 契約保証 免除 

注意事項 

１．設計図書に関する質問の締切日時及び方法 

平成 25 年８月２日の午後４時までに、質問書（書式はダウンロード可能。）を電子メール 

（送信先アドレスは「za-situmonsho@city.yokohama.jp」）により契約第二課へ提出する 

こと。 

２．その他詳細は、調達公告及び仕様書に添付されている「被服の入札における提出書類 

について」を確認すること。 

発注担当課 消防局人事課 

契約事務担当課 財政局契約第二課 
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横浜市調達公告第 216 号 

   特定調達契約の落札者等の決定 

 特定調達契約の落札者等を次のとおり決定した。 

   平成25年７月16日 

契約事務受任者 

横浜市港湾局長 中 島 泰 雄 

番 

号 

落札又は随意

契約に係る物

品等又は特定

役務の名称及

び数量 

契約に関する

事務を担当す

る部課の名称

及び所在地 

落 札 者

又 は 随

意 契 約

の 相 手

方 を 決

定 し た

日 

落札者又は随意契

約の相手方の氏名

又は名称及び住所

又は所在地 

落札金額又は

随意契約に係

る契約金額 

契 約 の

相 手 方

を 決 定

し た 手

続 

当 該 入

札 公 告

を 行 っ

た日 

随 意 契

約 の 理

由 

１ 横浜港港湾情

報 シ ス テ ム 

システム機器

更新業務（ソ

フトウェア移

行）委託 一

式 

港湾局港湾管

財部管財第一

課 

中区山下町２

番地 

平成 25

年 6 月

28 日 

日本電気株式会社

神奈川支社 

西区みなとみらい

二丁目３番５号 

円

29,793,750

随 意 契

約 

－ 政 府 調

達 に 関

す る 協

定 （ 平

成 ７ 年

条 約 第

23 号 ）

第 15 条

第 １ 項

（ｄ）

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



横浜市報調達公告版 

第60号 平成25年７月16日発行 

74 

 

 

水道局調達公告第91号 

総合評価一般競争入札（工事）の施行 

次のとおり、「工業用水道 片倉四丁目口径1,100ｍｍ送水管布設替工事」について、一般競争入札を行

う。 

平成25年７月16日 

横浜市水道事業管理者 

水道局長 土 井 一 成 

１ 入札参加資格 

入札参加者は、開札日（ただし、基準日を別に定める場合を除く。）において、次に掲げる資格を全て

満たしていなければならない。 

(1) 横浜市水道局契約規程（平成20年３月水道局規程第７号）第２条の規定により読み替えて準用する横

浜市契約規則（昭和39年３月横浜市規則第59号）第３条第１項に掲げる者でないこと及び同条第２項の

規定に基づき横浜市工事請負に関する競争入札取扱要綱（以下「入札取扱要綱」という。）第３条第１

項により定める資格を有する者であること。 

(2) 平成25・26年度横浜市一般競争入札有資格者名簿（工事関係）（以下「有資格者名簿」という。）に

登載されている者であること。 

(3) 横浜市一般競争参加停止及び指名停止等措置要綱（以下「指名停止等措置要綱」という。）に基づく

一般競争参加停止及び指名停止措置を受けていない者であること。 

(4) 工事ごとに定める入札参加資格を全て満たす者であること。 

なお、用語の定義は、次のとおりとする。 

 ア 主たる営業所の所在地 

   有資格者名簿における主たる営業所の所在地が属する行政区をいう。 

 イ 優良工事表彰事業者 

   横浜市優良工事施工会社表彰名簿（平成23年度の優良工事請負業者表彰名簿を含む。）に登載され

ている者をいう。 

 ウ 工事成績 

   工事ごとに入札参加資格として定めた工種に係る工事の横浜市請負工事検査事務取扱要綱第７条、

横浜市水道局請負工事検査事務取扱要綱第８条、横浜市交通局請負工事検査事務取扱要綱第８条及び

横浜市病院経営局請負工事検査事務取扱要綱第８条に規定する工事完成検査結果通知書の評定点（工

事ごとに定める期間内に完成した工事が２件以上ある場合は、完成した月が最新月のものを対象とす

る。また、最新月に完成した工事が２件以上ある場合は、最高点のものを対象とする。）をいう。 

 エ 発注者別評価点（主観点） 

   平成25・26年度の横浜市入札参加資格審査結果通知における工種ごとの発注者別評価点（主観点）

をいう。 

 オ 横浜型地域貢献企業 

   横浜型地域貢献企業として認定されている者をいう。 

 カ 建設機械所有事業者 

   ブルドーザー、ドーザーショベル、掘削機、モーターグレーダー、トラッククレーン、クローラー

クレーン、油圧式クレーン、クレーン付きトラック、タイヤショベル又は振動ローラーを所有してい

る者又は長期の賃貸借契約（契約期間中であり、かつ契約始期から契約終期までが１年を超える賃貸

借契約に限る。）をしている者をいう。  

 キ 災害協力事業者 

   災害協力業者名簿に登載されている者をいう。 

(5) ＩＣカードを購入し、電子入札システムにより利用者登録を行った者であること。 

(6) その他、詳細については横浜市水道局契約規程、入札取扱要綱、横浜市請負工事等総合評価落札方式

実施要綱（以下「総合評価実施要綱」という。）、横浜市電子入札運用基準（工事請負関係）（以下「

運用基準」という。）及び横浜市工事請負等競争入札参加要領（以下「入札参加要領」という。）等に

定めるところによる。 

２ 入札参加手続等 

水 道 局 
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(1) 入札参加者は、工事ごとの総合評価落札方式実施要領書（以下「実施要領書」という。）に定めると

ころにより、技術資料を財政局契約第一課へ提出すること。 

  なお、提出後の技術資料の修正及び追加等は、提出期間内であっても認めない。 

(2) 設計図書のダウンロード等 

ア 設計図書の購入先・申込期限欄において、「電子図渡しを行う」としている案件（以下「電子図渡

し案件」という。）については、横浜市ホームページ発注情報画面より設計図書をダウンロードする

こと。 

イ 電子図渡し案件以外の案件については、工事ごとに定める期間において、設計図書を購入しなけれ

ばならない。設計図書の購入先及び購入の申込期間は工事ごとに定める。また、工事ごとに定める期

間において、工事担当課において設計図書を閲覧に供する。 

ウ 設計図書購入の申込手続については、横浜市のホームページを参照すること。 

(3) １に掲げる入札参加資格の確認は、開札後に資格を確認する必要があると認める者について行う。 

３ 入札方法等 

(1) 入札期間及び開札予定日時については、工事ごとに定める。 

(2) 入札参加者は、定められた期間内において、電子入札システムにより入札書を提出すること。また、

郵便による入札は認めない。 

(3) 電子入札システムによらない入札参加については、運用基準第７条に定める場合を除き、認めない。 

(4) 入札にあたっては、別途指定がある場合を除き、工事費内訳書を電子ファイル化し、電子入札システ

ムを通じて入札書提出の際に添付すること。工事費内訳書の提出については、運用基準第13条を参照す

ること。また、工事費内訳書の合計金額は、入札金額と一致させること。 

なお、工事費内訳書とは、本市が工事ごとに定めた設計書のうち、工事内訳及び中科目別内訳（以下

「中科目別内訳書」という。）又は本工事内訳書（中科目別内訳書又は本工事内訳書がないものは同

等の内訳。以下同じ。）に記載した項目及び数量と一致した項目及び数量が明示されているもので、

かつ、中科目別内訳書又は本工事内訳書よりも詳細な内訳が明示されたものをいう。 

(5) 落札決定にあたっては、入札金額に当該金額の100分の５に相当する額を加算した金額（当該金額に

１円未満の端数があるときは、その端数を切り捨てた金額）をもって落札価格とするので、入札参加者

は、消費税及び地方消費税に係る課税事業者であるか免税事業者であるかを問わず、見積もった契約希

望金額の105分の100に相当する金額を入札金額とすること。 

(6) 入札の回数は１回とする。 

なお、開札をした結果、各者の入札のうち予定価格の制限の範囲内の入札がないときは、当該入札を

不調とする。 

(7) 合併入札の場合には、合併の対象となる全ての工事の合計金額を入札金額とすること。 

４ 入札の無効 

次の入札は、無効とする。 

(1) 横浜市水道局契約規程第２条の規定により読み替えて準用する横浜市契約規則第19条の規定に該当 

する入札 

(2) １に定める入札参加資格を満たさない者が行った入札 

(3) 技術資料の提出をしない者が行った入札、又は実施要領書の定めに従わない技術資料を提出した者が

行った入札 

(4) 有資格者名簿における代表者又は受任者以外の名義人によるＩＣカードを用いて行った入札 

(5) ３(4)に定める工事費内訳書の提出をしない者が行った入札、又は３(4) の定めに従わない工事費内

訳書の提出をした者が行った入札 

(6) ７(1)ただし書きの定めにより入札保証金の納付を求める入札において、入札保証金の取扱いに係る

説明書４の各号に該当する入札 

(7) 特定建設共同企業体による入札の場合に、共同企業体協定書兼委任状の提出をしない者が行った入札 

(8) 特定建設共同企業体と当該特定建設共同企業体のいずれかの構成員が同一の案件において入札を行っ

た場合における、当該特定建設共同企業体が行った入札及び当該構成員が行った入札 

(9) 特定建設共同企業体と当該特定建設共同企業体のいずれかの構成員を構成員とする他の特定建設共同

企業体が同一の案件において入札を行った場合、これらの特定建設共同企業体が行った入札 

(10) 中小企業等協同組合と当該中小企業等協同組合のいずれかの組合員が同一の案件において入札を行

った場合における、当該中小企業等協同組合が行った入札及び当該組合員が行った入札 

(11) 中小企業等協同組合と当該中小企業等協同組合のいずれかの組合員が加入する他の中小企業等協同



横浜市報調達公告版 

第60号 平成25年７月16日発行 

76 

 

組合が同一の案件において入札を行った場合、これらの中小企業等協同組合が行った入札 

５ 技術資料の審査及び技術評価点の算出 

技術資料の審査及び技術評価点の算出については、工事ごとに定める実施要領書に基づき行う。 

６ 落札予定者の決定、入札参加資格の確認及び落札者の決定 

(1) ５により算出した入札者ごとの技術評価点及び入札価格を基に、実施要領書に定める方法により、

評価値を算出する。 

(2) 次に掲げる要件を全て満たす入札者のうち、(1) により算出した評価値が最も高い者を落札予定者

とし、原則として開札日に、落札予定者、落札予定者の入札価格及び(1) により算出した落札予定者

の評価値を入札参加者に通知する。 

ア 入札価格が予定価格の制限の範囲内であること。 

イ 入札者が提出した技術資料が、実施要領書で明示する技術資料の要求要件のうち、必須とされた

項目の最低要求要件を全て満たしていること。 

ウ 評価値が、標準点を予定価格（単位：億円）の105分の100で除して得た数値を下回っていないこ

と。 

(3) 落札予定者の入札価格が工事ごとに定める調査基準価格未満であり、横浜市工事請負契約に係る低

入札価格取扱要綱（以下「低入札要綱」という。）第４条第１項第４号に定める基準（以下「失格基

準」という。）に該当する場合には、その者を落札者としない。この場合、(2) の要件を全て満たす

者のうち、次に評価値の高い者を新たに落札予定者とする。 

(4) 失格基準に該当した者を除き、評価値の同じ落札予定者が２者以上あるときは、当該落札予定者に

くじを引かせて落札予定者１者を決めるものとする。この場合、当該落札予定者のうちくじを引かな

い者があるときは、その者に代わり当該入札事務に関係のない本市職員にくじを引かせ落札予定者を

決定するものとする。 

(5) 落札決定を保留した後、落札予定者が入札参加資格を満たすものであるかを確認する。 

(6)（5）の入札参加資格の確認の結果により、落札予定者の取扱いは次のいずれかによるものとする。 

 ア 当該落札予定者が入札参加資格を満たす者であると確認した場合には、その者を落札者とし、入

札参加者にその旨を通知する。 

 イ 当該落札予定者が入札参加資格を満たす者でないことを確認した場合には、その者の入札を無効

とする。この場合、予定価格の制限の範囲内の価格をもって入札をした他の者のうち次に評価値の

高い者を新たに落札予定者とし、（5）の入札参加資格の確認を行う。以後、落札者が決定するまで

同様の手続を繰り返す。 

(7) （5）の入札参加資格の確認にあたっては、当該落札予定者は、工事ごとに定める提出書類等を、別

に指定した日時までに財政局契約第一課へ提出し、また確認のための指示に従わなければならない。

指定した期限までに書類等が提出されない場合又は指示に従わない場合には、当該落札予定者は入札

参加資格を満たす者でないとし、（6）イの手続により落札者を決定する。 

(8)（6）イの手続により、落札予定者の入札を無効とした場合には、入札を無効とした理由を付して、

当該落札予定者に通知する。 

(9) 落札予定者の入札価格が工事ごとに定める調査基準価格未満であり、失格基準に該当しない場合は、

（5）の入札参加資格の確認とあわせて総合評価実施要綱第13条に定めるとおり、低入札要綱に定める

調査を行う。 

(10) (9) の調査の結果、当該入札価格では、その者により当該契約の内容に適合した履行がなされない

おそれがあると認められるとき、又はその者と契約を締結することが公正な取引の秩序を乱すことと

なるおそれがあって著しく不適当であると認めるときは、その者を落札者とせず、予定価格の制限の

範囲内の価格をもって入札した他の者のうち次に評価値の高い者を新たに落札予定者とする。 

(11) (9) の調査にあたっては、当該落札予定者は、低入札要綱に定める書類を各３部、別に指定した日

時までに財政局契約第一課へ提出し、また、調査のために必要な指示に従わなければならない。上記

の期限まで に書類等が提出されない場合又は指示に従わない場合には、(10) に該当するものとし、

当該落札予定者を落札者としないものとする。 

(12) 落札予定者の入札価格が工事ごとに定める調査基準価格未満である場合は、低入札要綱第４条の２

第１号に定める技術者を、（7）により提出された入札参加資格確認資料に記載した技術者とは別に、

施工現場に専任で１名以上配置しなければならない（特定建設共同企業体の場合、各構成員が配置す

ること。）。この場合、当該技術者について、配置技術者（変更）届出書（第６号様式）及び必要書

類を別に指定した日時までに財政局契約第一課へ提出すること。 
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(13) (11) に定める書類は、３(4) に定める工事費内訳書の各項目の内容に対応したものを提出するこ

と。対応した書類の提出がない場合には、(10) に該当するものとし、当該落札予定者を落札者としな

いものとする。 

(14) 落札者の決定にあたって、総合評価実施要綱第５条第３項で定める学識経験者の意見聴取を行った

場合は、その結果を考慮し、落札予定者を落札者として決定する。 

(15) 開札後、落札決定するまでの間に、当該落札予定者が指名停止等措置要綱第２条第１項、第３条又

は第４条に該当した場合（ただし、軽微な事由による停止措置を除く。）には、その者を落札者とせ

ず、予定価格の制限の範囲内の価格をもって入札した他の者のうち次に評価値の高い者を新たに落札

予定者とする。 

７ 入札保証金及び契約保証金 

(1) 入札保証金はこれを免除する。ただし、工事ごとの注意事項に、入札ボンド制度の試行対象工事であ

る旨の記載がある工事については、入札保証金の納付を求める。この場合、金融機関の入札保証等をも

って入札保証金の納付に代えることができる。また、入札保証保険契約の締結を行い、又は契約保証の

予約を受けた場合は、入札保証金を免除する。入札保証金の納付等に係る書類の提出期限、場所及び方

法等については、入札保証金の取扱いに係る説明書に定めるほか、工事ごとに定める。 

(2) 契約保証金の要否については、工事ごとに定める。 

(3) 契約保証金を求める場合の取扱いについては、入札参加要領第27条から第29条までの規定による。 

８ 契約金の支払方法 

(1) 前金払の有無及び方法並びに部分払の回数は、工事ごとに定める。 

なお、前金払は部分払の回数に含まない。 

(2) 工事ごとに定める前金払の方法が「する（一括）」とある場合には、契約を締結した会計年度におい

て契約金額の10分の４以内の額を支払うとともに、横浜市水道局公共工事の前払金に関する規程第２条

第３項に規定する認定を受けたときには、追加して、契約金額の10分の２以内の額を支払う。また、工

事ごとに定める前金払の方法が「する（各年）」とある場合には、契約で定める各会計年度の出来高予

定額の10分の４以内の額を当該会計年度ごとに支払うとともに、横浜市水道局公共工事の前払金に関す

る規程第２条第３項に規定する認定を受けたときには、追加して、契約で定める各会計年度の出来高予

定額の10分の２以内の額を当該会計年度ごとに支払う。 

(3) 工期が複数年度に渡る場合の契約金の支払いは、契約期間中の各会計年度において、契約で定める当

該会計年度の支払限度額の範囲内で、出来高に応じて行う。 

９ 調査基準価格未満の金額で入札を行った者との契約 

(1) ７(3) の規定にかかわらず、入札参加要領第27条第１項に定める契約保証金の額は、契約金額の100

分の30以上とする。 

(2) ８(2) の規定にかかわらず、工事ごとに定める前金払の方法が「する（一括）」とある場合には、

契約を締結した会計年度において、契約金額の10分の２以内の額を支払う。また、「する（各年）」と

ある場合には、契約で定める各会計年度の出来高予定額の10分の２以内の額を、当該会計年度ごとに支

払う。なお、横浜市水道局公共工事の前払金に関する規程第２条第２項に規定する前払金(中間前払金

)は支払わない。 

(3) 契約金額にかかわらず施工体制台帳の提出を義務付けるものとする。 

(4) 契約金額にかかわらず、横浜市水道局請負工事検査事務取扱要綱第11条第１号に定める工種を主た

る工種とする工事については、中間技術検査を行うものとする。 

(5) 工事完成後、低入札要綱に定める低入札価格事後コスト調査を行うものとする。 

10 その他 

(1) 建設工事に係る資材の再資源化等に関する法律第９条第１項に規定する対象建設工事に該当するか否

かは、工事ごとに明示する。 

(2) 当該工事に直接関連する他の工事の請負契約を、当該工事の請負契約の相手方と随意契約により締結

する予定がある場合には、工事ごとに明示する。 

(3) 入札を執行し、落札者が決定したときは、本市の定める契約書の取り交わしをするものとする。この

場合、契約書の作成費用は落札者が負担するものとする。 

(4) 配置技術者の届出後、当該工事が完成するまでの間は、当該技術者の変更はできない。ただし、技術

者の変更が真にやむを得ないと認められる場合で、かつ、新たに配置する技術者が、工事ごとに定める

入札参加資格（変更すべき事由が生じた日を基準日とする。）を満たすと確認された場合はこの限りで

ない。 
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(5) 必要と認めるときは入札を延期（入札期間の延長を含む。）し、中止し、又は取り消すことがある。 

(6) 本市の都合により、開札日時を変更する場合、運用基準第14条第４項に定めるとおりとする。 

(7) 入札に参加した者は、入札締切後、正当な理由なく落札者となることを辞退することはできないも

のとする。 

(8) 開札後、次のいずれかに該当するときは、指名停止等措置要綱第２条の規定により、一般競争参加停

止及び指名停止の措置を行う。 

ア 落札予定者となった者が、正当な理由なく落札者となることを辞退した場合 

イ 落札予定者となった者が、６(7) に定める書類の提出をしない場合 

(9) ６(5) の入札参加資格の確認とあわせて、入札取扱要綱第25条第１項の規定に基づき適格性の審査を

行い、当該工事の請負業者としての適格性に欠ける者と認定された場合は、当該工事の契約は締結しな

いものとする。 

(10) (9)の適格性の審査にあたり、予定されている現場代理人が、工事請負契約約款第11条第２項に定め

る常駐義務を満たさないおそれがある場合は、入札取扱要綱第25条第１項第８号に該当し、適格性に欠

ける者となるので留意すること。 

ただし、工事監督課が同一であり、かつ、監督員と常に携帯電話等により連絡をとれる体制が確保

されている場合で、次のアからウのいずれかに該当するときは、この限りではない。 

ア ２件の工事請負契約の場合で、それぞれの予定価格（消費税及び地方消費税相当額を含む。）が

2,500 万円（工種「建築」の工事請負契約の場合は 5,000 万円）未満のとき。 

イ 工種「建築」の工事請負契約を含まない３件の工事請負契約の場合で、予定価格（消費税及び地

方消費税相当額を含む。）の合計が 2,500 万円未満であるとき。 

ウ 工種「建築」の工事請負契約を含む３件の工事請負契約の場合で、予定価格（消費税及び地方消

費税相当額を含む。）の合計が 5,000 万円未満であるとき。ただし、３件の中に、工種「建築」以

外の工事請負契約を含む場合には、工種「建築」以外の工事請負契約の予定価格（消費税及び地方

消費税相当額を含む。）の合計が 2,500 万円未満であること。 

 なお、工事現場への出動体制について制限を設けている工事請負契約、現場説明書に兼任を認めな 

 い旨を記載している工事請負契約及び設計変更等に伴う契約変更により請負代金額（消費税及び地方 

 消費税相当額を含む。）が2,500万円（工種「建築」の場合は5,000万円）以上となった工事請負契約 

 については、現場代理人の他の工事との兼任を認めないものとする。 

(11) (9)の適格性の審査にあたり、開札日において、平成25・26年度の横浜市入札参加資格審査結果（変

更届を提出した場合は、審査が完了し、資格審査申請システムに登録されているもの。）における当該

工事と同工種の元請最高請負実績額が当該工事の工事費（当該工事の予定価格（消費税及び地方消費税

相当額を含む。））の６割に満たず、かつ、当該工事と同工種の下請最高請負実績額が当該工事の工事

費（当該工事の予定価格（消費税及び地方消費税相当額を含む。））の８割に満たない者は、入札取扱

要綱第25条第１項第９号に該当し、適格性に欠ける者となるので留意すること。 

(12) 特定建設共同企業体による入札を行う場合は、入札の前に特定建設共同企業体の情報について横浜

市のホームページから登録（以下「特定ＪＶ登録」という。）を行い、提出書類のうち共同企業体協定

書兼委任状を、入札締切日時までに、横浜市役所内郵便局に到着するよう横浜市財政局契約第一課あて

の書留郵便により郵送し、又は横浜市財政局契約第一課まで持参しなければならない。 

なお、特定ＪＶ登録並びに共同企業体協定書兼委任状の作成及び提出方法等の詳細については、横浜

市のホームページを参照すること。 

(13) その他、この公告に規定のない事項については、横浜市水道局契約規程、横浜市水道局公共工事の

前払金に関する規程、入札取扱要綱、総合評価実施要綱、運用基準、入札参加要領及び入札保証金の取

扱いに係る説明書等に定めるところによるものとする。 
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契約番号 １３５２０１０２４４ 

入札方法 電子入札による 

工事件名 
工業用水道 片倉四丁目口径１１００ｍｍ送水管布設替工事 

施工場所 
神奈川区菅田町２９０４番地先から片倉四丁目１番１７号地先まで 

工事概要 

ダクタイル鋳鉄管布設工（Φ４００ｍｍ～Φ１，１００ｍｍ、Ｌ＝３９５ｍ）、泥濃式推 

進工（Φ１，３５０ｍｍ、Ｌ＝３０５ｍ）、管撤去工一式、路面復旧工一式 

工期 契約締結の日から５１０日間 

予定価格 開札後に公表 

調査基準価格 開札後に公表（低入札価格調査制度適用） 

最低制限価格 - 

入 

札 

参 

加 

資 

格 

登録工種 上水道 

格付等級 【上水道：Ａ】 

登録細目 【上水道：上水道工事】 

所在地区分 市内 

技術者 

土木工事業に係る監理技術者を施工現場に専任で配置すること。 

当該技術者は開札日において、（１）直接的かつ恒常的な雇用関係にあり、（２）当該雇用期

間が３か月間経過しており、（３）他の工事に従事していない者でなければならない。  

その他 

※次頁のとおり 

本件工事の公告は２頁ありますので、ご注意ください。   （この頁は１頁目です。）  

提出書類 

（１）配置技術者・現場代理人（変更）届出書（第６号様式。推進工事技士については、 

その他の資格番号欄に推進工事技士の番号を、工事経験欄に推進工法の種類、管径を記入 

すること。） （２）推進工事技士登録証の写し及び所属の確認できる書類（監理技術者 

資格者証又は健康保険証の写し） （３）監理技術者資格者証の写し （４）監理技術者 

講習修了証の写し （５）施工実績調書（工事内容欄に、推進工法の種類、管径及び延長 

を記入し、併せて、その実績を証明する契約書及び設計図書の写し等の書類を添付するこ 

と。） （６）配置する技術者及び現場代理人の雇用（期間）が確認できる書類（健康保 

険被保険者証の写し又は雇用保険被保険者証の写し等）（７）共同企業体協定書兼委任状 

設計図書の購入先・申込期限 
電子図渡しを行う。 

横浜市ホームページ発注情報画面より設計図書をダウンロードすること。  

入札期間 
平成２５年 ８月 ５日（月）午前 ９時００分から 

平成２５年 ８月 ７日（水）午後 ５時００分まで  

開札予定日時 平成２５年 ８月２２日（木）午前 ９時１５分  

支払い条件 前金払 する（各年） 部分払 ３回以内 契約保証 要求 

建設工事に係る資材の再資源化等に関する法律第９条第１項に規定する対象建設工事  該当する 

注意事項 

※次頁のとおり 

本件工事の公告は２頁ありますので、ご注意ください。   （この頁は１頁目です。） 

工事担当課 水道局工業用水課 電話 ０４５－９５４－３３２９ 

契約事務担当課 財政局契約第一課 電話 ０４５－６７１－２２４４、２２４６ 
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契約番号 １３５２０１０２４４ 

工事件名 
工業用水道 片倉四丁目口径１１００ｍｍ送水管布設替工事 

入 

 

札 

 

に 

 

係 

 

る 

 

必 

 

要 

 

事 

 

項 

【入札参加資格 その他】 

次の要件を全て満たす特定建設共同企業体であること。 

（１）各企業の技術力の結集を目的とする共同施工方式による特定建設共同企業体である 

  こと（名称は「○○建設共同企業体」とする。）。 

（２）構成員の数は２者であること。 

（３）構成員の出資比率については、各構成員の出資比率が、１０分の３以上であるとと 

  もに、代表者となる構成員の出資比率が、その共同企業体構成員中最大であること。 

（４）構成員の組み合わせは、前頁の入札参加資格のほか、次のア代表構成員の資格要件 

  を全て満たす者とイ第２位構成員の資格要件を全て満たす者による組み合わせである 

  こと。 

  ア 代表構成員の資格要件 

  （ア）管径１，０００ｍｍ以上の密閉型推進工事の元請としての施工実績を有するこ 

    と。 

  （イ）管径８００ｍｍ以上の密閉型推進工事の元請としての施工経験を有する推進工 

    事技士（公益社団法人日本推進技術協会の資格を有する技術者）を施工現場に配 

    置すること（監理技術者との兼任可）。 

     なお、当該推進工事技士は、開札日において、直接的かつ恒常的な雇用関係に 

    あり、かつ、当該雇用期間が３か月間経過した者でなければならない。 

  イ 第２位構成員の資格要件 

    管径１，０００ｍｍ以上の密閉型推進工事の元請としての施工実績を有するこ  

   と。 

  ※ 施工実績及び技術者の施工経験はいずれも平成１０年４月１日以降に完成したも 

   の。なお、当該施工実績が共同企業体の構成員としての実績の場合は、出資比率が 

   １０分の２以上のものに限る。 

（５）現場代理人は、開札日において、直接的かつ恒常的な雇用関係にあり、かつ、当該 

  雇用期間が３か月間経過している者であること。 

 

 

【注意事項】 

（１）入札参加にあたっては、公告本文の記載事項を確認すること。          

   特に、工事費内訳書の作成及び提出並びに現場代理人の工事現場への常駐に係る適 

  格性の審査について、公告本文（３（４）及び１０（１０））に記載があるので留意 

  すること。 

（２）次のア及びイに定める額のうちいずれか大きい額を構成員ごとに算定し、各構成員 

  の当該算定した額を合計した金額が、本件工事の予定価格（消費税及び地方消費税相 

  当額を含む。）に満たない者は、本件工事契約を締結できない。なお、基準日は開札 

  日とする（公告本文１０（１１）を参照）。 

  ア 平成２５・２６年度の横浜市入札参加資格審査結果における本件工事と同工種の 

   工事最高請負実績の元請金額を１０分の６で除して得た額 

  イ 平成２５・２６年度の横浜市入札参加資格審査結果における本件工事と同工種の 

   工事最高請負実績の下請金額を１０分の８で除して得た額 

（３）入札にあたっては、事前に特定ＪＶ登録を行い、提出書類のうち（７）共同企業体 

  協定書兼委任状を入札締切日時までに提出しなければならない（公告本文１０（１  

  ２）を参照）。 

（４）本件工事は総合評価落札方式（簡易型）対象工事である。詳細は、本件工事の実施 

  要領書に定めるところによる。 

   実施要領書は、横浜市のホームページからダウンロードすること。 

   ・技術資料作成に関する質問提出期限：平成２５年７月１９日 

   ・技術資料の受付期間：平成２５年８月５日から平成２５年８月７日まで 

   ・落札者の決定及び評価結果の公表：平成２５年８月３０日頃 

（５）調査基準価格未満で入札した場合の取扱いは公告本文９による。 

（６）「新年度単価適用の特例措置」対象工事の場合は現場説明書にその旨を記載する。 

 

 

 

本件工事の公告は２頁ありますので、ご注意ください。   （この頁は２頁目です。） 

この頁に記載されていない事項については、１頁目をご確認ください。 
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水道局調達公告第92号 

一般競争入札（工事）の施行 

次のとおり、「大口仲町ほか５か所口径75ｍｍ配水管布設替工事」ほか７件の工事について、一般競争入

札を行う。 

平成25年７月16日 

横浜市水道事業管理者 

水道局長 土 井 一 成 

１ 入札参加資格 

入札参加者は、開札日（ただし、基準日を別に定める場合を除く。）において、次に掲げる資格を全て

満たしていなければならない。 

(1) 横浜市水道局契約規程（平成20年３月水道局規程第７号）第２条の規定により読み替えて準用する横

浜市契約規則（昭和39年３月横浜市規則第59号）第３条第１項に掲げる者でないこと及び同条第２項の

規定に基づき横浜市工事請負に関する競争入札取扱要綱（以下「入札取扱要綱」という。）第３条第１

項により定める資格を有する者であること。 

(2) 平成25・26年度横浜市一般競争入札有資格者名簿（工事関係）（以下「有資格者名簿」という。）に

登載されている者であること。 

(3) 横浜市一般競争参加停止及び指名停止等措置要綱（以下「指名停止等措置要綱」という。）に基づく

一般競争参加停止及び指名停止措置を受けていない者であること。 

(4) 工事ごとに定める入札参加資格を全て満たす者であること。 

なお、用語の定義は、次のとおりとする。 

 ア 主たる営業所の所在地 

   有資格者名簿における主たる営業所の所在地が属する行政区をいう。 

 イ 優良工事表彰事業者 

   横浜市優良工事施工会社表彰名簿（平成23年度の優良工事請負業者表彰名簿を含む。）に登載され

ている者をいう。 

 ウ 工事成績 

   工事ごとに入札参加資格として定めた工種に係る工事の横浜市請負工事検査事務取扱要綱第７条、

横浜市水道局請負工事検査事務取扱要綱第８条、横浜市交通局請負工事検査事務取扱要綱第８条及び

横浜市病院経営局請負工事検査事務取扱要綱第８条に規定する工事完成検査結果通知書の評定点（工

事ごとに定める期間内に完成した工事が２件以上ある場合は、完成した月が最新月のものを対象とす

る。また、最新月に完成した工事が２件以上ある場合は、最高点のものを対象とする。）をいう。 

 エ 発注者別評価点（主観点） 

   平成25・26年度の横浜市入札参加資格審査結果通知における工種ごとの発注者別評価点（主観点）

をいう。 

 オ 横浜型地域貢献企業 

   横浜型地域貢献企業として認定されている者をいう。 

 カ 建設機械所有事業者 

   ブルドーザー、ドーザーショベル、掘削機、モーターグレーダー、トラッククレーン、クローラー

クレーン、油圧式クレーン、クレーン付きトラック、タイヤショベル又は振動ローラーを所有してい

る者又は長期の賃貸借契約（契約期間中であり、かつ契約始期から契約終期までが１年を超える賃貸

借契約に限る。）をしている者をいう。  

 キ 災害協力事業者 

   災害協力業者名簿に登載されている者をいう。 

(5) ＩＣカードを購入し、電子入札システムにより利用者登録を行った者であること。 

(6) その他、詳細については横浜市水道局契約規程、入札取扱要綱、横浜市電子入札運用基準（工事請負

関係）（以下「運用基準」という。）及び横浜市工事請負等競争入札参加要領（以下「入札参加要領」

という。）等に定めるところによる。 

２ 入札参加手続等 

(1) 入札に参加するための事前の入札参加申請手続は要しない。ただし、６(1)ただし書きの定めにより

入札保証金の納付を求める場合及び８(11)に定める場合を除く。 

(2) 設計図書のダウンロード等 
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ア 設計図書の購入先・申込期限欄において、「電子図渡しを行う」としている案件（以下「電子図渡

し案件」という。）については、横浜市ホームページ発注情報画面より設計図書をダウンロードする

こと。 

イ 電子図渡し案件以外の案件については、工事ごとに定める期間において、設計図書を購入しなけれ

ばならない。設計図書の購入先及び購入の申込期間は工事ごとに定める。また、工事ごとに定める期

間において、工事担当課において設計図書を閲覧に供する。 

ウ 設計図書購入の申込手続については、横浜市のホームページを参照すること。 

(3) １に掲げる入札参加資格の確認は、開札後に資格を確認する必要があると認める者について行う。 

３ 入札方法等 

(1) 入札期間及び開札予定日時については、工事ごとに定める。 

(2) 入札参加者は、定められた期間内において、電子入札システムにより入札書を提出すること。また、

郵便による入札は認めない。 

(3) 電子入札システムによらない入札参加については、運用基準第７条に定める場合を除き、認めない。 

(4) 入札にあたっては、別途指定がある場合を除き、工事費内訳書を電子ファイル化し、電子入札システ

ムを通じて入札書提出の際に添付すること。工事費内訳書の提出については、運用基準第13条を参照す

ること。また、工事費内訳書の合計金額は、入札金額と一致させること。 

なお、工事費内訳書とは、本市が工事ごとに定めた設計書のうち、工事内訳及び中科目別内訳（以下

「中科目別内訳書」という。）又は本工事内訳書（中科目別内訳書又は本工事内訳書がないものは同

等の内訳。以下同じ。）に記載した項目及び数量と一致した項目及び数量が明示されているもので、

かつ、中科目別内訳書又は本工事内訳書よりも詳細な内訳が明示されたものをいう。 

(5) 落札決定にあたっては、入札金額に当該金額の100分の５に相当する額を加算した金額（当該金額に

１円未満の端数があるときは、その端数を切り捨てた金額）をもって落札価格とするので、入札参加者

は、消費税及び地方消費税に係る課税事業者であるか免税事業者であるかを問わず、見積もった契約希

望金額の105分の100に相当する金額を入札金額とすること。 

(6) 入札の回数は１回とする。 

なお、開札をした結果、各者の入札のうち予定価格の制限の範囲内の入札がないときは、当該入札を

不調とする。 

(7) 合併入札の場合には、合併の対象となる全ての工事の合計金額を入札金額とすること。 

４ 入札の無効 

次の入札は、無効とする。 

(1) 横浜市水道局契約規程第２条の規定により読み替えて準用する横浜市契約規則第19条の規定に該当 

する入札 

(2) １に定める入札参加資格を満たさない者が行った入札 

(3) 有資格者名簿における代表者又は受任者以外の名義人によるＩＣカードを用いて行った入札 

(4) ３(4)に定める工事費内訳書の提出をしない者が行った入札、又は３(4) の定めに従わない工事費内

訳書の提出をした者が行った入札 

(5) ６(1)ただし書きの定めにより入札保証金の納付を求める入札において、入札保証金の取扱いに係る

説明書４の各号に該当する入札 

(6) 特定建設共同企業体による入札の場合に、共同企業体協定書兼委任状の提出をしない者が行った入札 

(7) 特定建設共同企業体と当該特定建設共同企業体のいずれかの構成員が同一の案件において入札を行っ

た場合における、当該特定建設共同企業体が行った入札及び当該構成員が行った入札 

(8) 特定建設共同企業体と当該特定建設共同企業体のいずれかの構成員を構成員とする他の特定建設共同

企業体が同一の案件において入札を行った場合、これらの特定建設共同企業体が行った入札 

(9) 中小企業等協同組合と当該中小企業等協同組合のいずれかの組合員が同一の案件において入札を行っ

た場合における、当該中小企業等協同組合が行った入札及び当該組合員が行った入札 

(10) 中小企業等協同組合と当該中小企業等協同組合のいずれかの組合員が加入する他の中小企業等協同

組合が同一の案件において入札を行った場合、これらの中小企業等協同組合が行った入札 

５ 入札参加資格の確認及び落札の決定 

(1) 開札後、工事ごとに定める予定価格の制限の範囲内の価格で最低制限価格以上の価格をもって入札を

行った者のうち最低の価格をもって入札を行った者を落札候補者とし、入札参加者に当該落札候補者名

及び当該価格を通知し、落札の決定は保留する。 

(2) 予定価格の制限の範囲内の価格で最低制限価格以上の価格をもって入札を行った者のうち最低の価格
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をもって入札を行った者が２者以上あるときは、電子くじにより落札候補者を決定するものとする。 

(3) 落札決定を保留した後、落札候補者が入札参加資格を満たす者であるかを確認する。 

(4) (3)に規定する確認の結果により、落札候補者の取扱いは次のいずれかによるものとする。 

ア 当該落札候補者が入札参加資格を満たす者であることを確認した場合には、その者を落札者とし、

入札参加者にその旨を通知する。 

イ 当該落札候補者が入札参加資格を満たす者でないことを確認した場合には、その者の入札を無効と

する。この場合、予定価格の制限の範囲内の価格で最低制限価格以上の価格をもって入札した他の者

のうち最低の価格をもって入札をした者を新たに落札候補者とし、(3) の入札参加資格の確認を行う

。以後、落札者が決定するまで同様の手続を繰り返す。 

(5) (3) の入札参加資格の確認にあたっては、当該落札候補者は、工事ごとに定める提出書類を、開札日

（(4) イの定めにより新たに落札候補者になった者については、提出を求めた日）から翌開庁日の午後

５時までの間に財政局契約第一課へ提出し、また確認のために必要な指示に従わなければならない。上

記期間内に書類が提出されない場合又は指示に従わない場合には、当該落札候補者は入札参加資格を満

たす者でないとし、(4) イの手続により落札者を決定する。 

(6) (4) イの手続により、落札候補者の入札を無効とした場合には、入札を無効とした理由を付して、当

該落札候補者に通知する。 

(7) 開札後、落札決定するまでの間に、当該落札候補者が指名停止等措置要綱第２条第１項、第３条又は

第４条に該当した場合（ただし、軽微な事由による停止措置を除く。）には、その者を落札者とせず、

予定価格の制限の範囲内の価格で最低制限価格以上の価格をもって入札した他の者のうち最低の価格を

もって入札した者を新たに落札候補者とする。 

６ 入札保証金及び契約保証金 

(1) 入札保証金はこれを免除する。ただし、工事ごとの注意事項に、入札ボンド制度の試行対象工事であ

る旨の記載がある工事については、入札保証金の納付を求める。この場合、金融機関の入札保証等をも

って入札保証金の納付に代えることができる。また、入札保証保険契約の締結を行い、又は契約保証の

予約を受けた場合は、入札保証金を免除する。入札保証金の納付等に係る書類の提出期限、場所及び方

法等については、入札保証金の取扱いに係る説明書に定めるほか、工事ごとに定める。 

(2) 契約保証金の要否については、工事ごとに定める。 

(3) 契約保証金を求める場合の取扱いについては、入札参加要領第27条から第29条までの規定による。 

７ 契約金の支払方法 

(1) 前金払の有無及び方法並びに部分払の回数は、工事ごとに定める。 

なお、前金払は部分払の回数に含まない。 

(2) 工事ごとに定める前金払の方法が「する（一括）」とある場合には、契約を締結した会計年度におい

て契約金額の10分の４以内の額を支払うとともに、横浜市水道局公共工事の前払金に関する規程第２条

第３項に規定する認定を受けたときには、追加して、契約金額の10分の２以内の額を支払う。また、工

事ごとに定める前金払の方法が「する（各年）」とある場合には、契約で定める各会計年度の出来高予

定額の10分の４以内の額を当該会計年度ごとに支払うとともに、横浜市水道局公共工事の前払金に関す

る規程第２条第３項に規定する認定を受けたときには、追加して、契約で定める各会計年度の出来高予

定額の10分の２以内の額を当該会計年度ごとに支払う。 

(3) 工期が複数年度に渡る場合の契約金の支払いは、契約期間中の各会計年度において、契約で定める当

該会計年度の支払限度額の範囲内で、出来高に応じて行う。 

８ その他 

(1) 建設工事に係る資材の再資源化等に関する法律第９条第１項に規定する対象建設工事に該当するか否

かは、工事ごとに明示する。 

(2) 当該工事に直接関連する他の工事の請負契約を、当該工事の請負契約の相手方と随意契約により締結

する予定がある場合には、工事ごとに明示する。 

(3) 入札を執行し、落札者が決定したときは、本市の定める契約書の取り交わしをするものとする。この

場合、契約書の作成費用は落札者が負担するものとする。 

(4) 配置技術者の届出後、当該工事が完成するまでの間は、当該技術者の変更はできない。ただし、技術

者の変更が真にやむを得ないと認められる場合で、かつ、新たに配置する技術者が、工事ごとに定める

入札参加資格（変更すべき事由が生じた日を基準日とする。）を満たすと確認された場合はこの限りで

ない。 

(5) 必要と認めるときは入札を延期（入札期間の延長を含む。）し、中止し、又は取り消すことがある。 
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(6) 本市の都合により、開札日時を変更する場合、運用基準第14条第４項に定めるとおりとする。 

(7) 開札後、次のいずれかに該当するときは、指名停止等措置要綱第２条の規定により、一般競争参加停

止及び指名停止の措置を行う。 

ア 落札候補者となった者が、正当な理由なく落札者となることを辞退した場合 

イ 落札候補者となった者が、５(5) に定める書類の提出をしない場合 

(8) ５(3) の入札参加資格の確認とあわせて、入札取扱要綱第25条第１項の規定に基づき適格性の審査を

行い、当該工事の請負業者としての適格性に欠ける者と認定された場合は、当該工事の契約は締結しな

いものとする。 

(9) (8)の適格性の審査にあたり、予定されている現場代理人が、工事請負契約約款第11条第２項に定め

る常駐義務を満たさないおそれがある場合は、入札取扱要綱第25条第１項第８号に該当し、適格性に欠

ける者となるので留意すること。 

ただし、工事監督課が同一であり、かつ、監督員と常に携帯電話等により連絡をとれる体制が確保

されている場合で、次のアからウのいずれかに該当するときは、この限りではない。 

ア ２件の工事請負契約の場合で、それぞれの予定価格（消費税及び地方消費税相当額を含む。）が

2,500 万円（工種「建築」の工事請負契約の場合は 5,000 万円）未満のとき。 

イ 工種「建築」の工事請負契約を含まない３件の工事請負契約の場合で、予定価格（消費税及び地

方消費税相当額を含む。）の合計が 2,500 万円未満であるとき。 

ウ 工種「建築」の工事請負契約を含む３件の工事請負契約の場合で、予定価格（消費税及び地方消

費税相当額を含む。）の合計が 5,000 万円未満であるとき。ただし、３件の中に、工種「建築」以

外の工事請負契約を含む場合には、工種「建築」以外の工事請負契約の予定価格（消費税及び地方

消費税相当額を含む。）の合計が 2,500 万円未満であること。 

 なお、工事現場への出動体制について制限を設けている工事請負契約、現場説明書に兼任を認めな 

 い旨を記載している工事請負契約及び設計変更等に伴う契約変更により請負代金額（消費税及び地方 

 消費税相当額を含む。）が2,500万円（工種「建築」の場合は5,000万円）以上となった工事請負契約 

については、現場代理人の他の工事との兼任を認めないものとする。 

(10) (8)の適格性の審査にあたり、開札日において、平成25・26年度の横浜市入札参加資格審査結果（変

更届を提出した場合は、審査が完了し、資格審査申請システムに登録されているもの。）における当該

工事と同工種の元請最高請負実績額が当該工事の工事費（当該工事の予定価格（消費税及び地方消費税

相当額を含む。））の６割に満たず、かつ、当該工事と同工種の下請最高請負実績額が当該工事の工事

費（当該工事の予定価格（消費税及び地方消費税相当額を含む。））の８割に満たない者は、入札取扱

要綱第25条第１項第９号に該当し、適格性に欠ける者となるので留意すること。 

(11) 特定建設共同企業体による入札を行う場合は、入札の前に特定建設共同企業体の情報について横浜

市のホームページから登録（以下「特定ＪＶ登録」という。）を行い、提出書類のうち共同企業体協定

書兼委任状を、入札締切日時までに、横浜市役所内郵便局に到着するよう横浜市財政局契約第一課あて

の書留郵便により郵送し、又は横浜市財政局契約第一課まで持参しなければならない。 

なお、特定ＪＶ登録並びに共同企業体協定書兼委任状の作成及び提出方法等の詳細については、横浜

市のホームページを参照すること。 

(12) その他、この公告に規定のない事項については、横浜市水道局契約規程、横浜市水道局公共工事の

前払金に関する規程、入札取扱要綱、運用基準、入札参加要領及び入札保証金の取扱いに係る説明書等

に定めるところによるものとする。 
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契約番号 １３５２０１０２４２ 

入札方法 電子入札による 

工事件名 
大口仲町ほか５か所口径７５ｍｍ配水管布設替工事 

施工場所 
神奈川区大口仲町１２１番地先から１０９番地先までほか５か所 

工事概要 

ダクタイル鋳鉄管布設工（Φ７５ｍｍ、Ｌ＝５５８ｍ）、給水管取付替工一式、管撤去工 

一式、路面復旧工一式 

工期 契約締結の日から２００日間 

予定価格 開札後に公表 

調査基準価格 - 

最低制限価格 開札後に公表（最低制限価格制度適用） 

入 

札 

参 

加 

資 

格 

登録工種 管 

格付等級 【管：Ａ】 

登録細目 【管：給排水衛生設備工事】 

所在地区分 市内 

技術者 

管工事業に係る監理技術者を施工現場に専任で配置すること。 

当該技術者は開札日において、（１）直接的かつ恒常的な雇用関係にあり、（２）当該雇用期

間が３か月間経過しており、（３）他の工事に従事していない者でなければならない。  

その他 

現場代理人は、開札日において、直接的かつ恒常的な雇用関係にあり、かつ、当該雇用期 

間が３か月間経過している者であること。 

提出書類 

（１）配置技術者・現場代理人（変更）届出書（第６号様式） （２）監理技術者資格者 

証の写し （３）監理技術者講習修了証の写し （４）配置する技術者及び現場代理人の 

雇用（期間）が確認できる書類（健康保険被保険者証の写し又は雇用保険被保険者証の写 

し等） 

設計図書の購入先・申込期限 
電子図渡しを行う。 

横浜市ホームページ発注情報画面より設計図書をダウンロードすること。  

入札期間 
平成２５年 ７月２９日（月）午前 ９時００分から 

平成２５年 ７月３１日（水）午後 ５時００分まで  

開札予定日時 平成２５年 ８月 １日（木）午前 １１時００分  

支払い条件 前金払 する（一括） 部分払 ２回以内 契約保証 要求 

建設工事に係る資材の再資源化等に関する法律第９条第１項に規定する対象建設工事  該当する 

注意事項 

（１）入札参加にあたっては、公告本文の記載事項を確認すること。          

   特に、工事費内訳書の作成及び提出、現場代理人の工事現場への常駐並びに最高請 

  負実績額に係る適格性の審査について、公告本文（３（４）、８（９）及び８（１０ 

  ））に記載があるので留意すること。 

（２）「新年度単価適用の特例措置」対象工事の場合は現場説明書にその旨を記載する。 

工事担当課 水道局北部工事課 電話 ０４５－５３１－４３４１ 

契約事務担当課 財政局契約第一課 電話 ０４５－６７１－２２４４、２２４６ 
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契約番号 １３５２０１０２４５ 

入札方法 電子入札による 

工事件名 
港北線口径７００ｍｍ配水管布設替工事 

施工場所 
港北区新横浜二丁目１番地８地先から新横浜三丁目４番地先までほか３か所 

工事概要 

ダクタイル鋳鉄管布設工（Φ２００ｍｍ～Φ７００ｍｍ、Ｌ＝５５４ｍ）、給水管取付替 

工一式、管撤去工一式、路面復旧工一式 

工期 契約締結の日から平成２６年 ３月３１日まで 

予定価格 開札後に公表 

調査基準価格 - 

最低制限価格 開札後に公表（最低制限価格制度適用） 

入 

札 

参 

加 

資 

格 

登録工種 上水道 

格付等級 【上水道：Ａ】 

登録細目 【上水道：上水道工事】 

所在地区分 市内 

技術者 

土木工事業に係る監理技術者を施工現場に専任で配置すること。 

当該技術者は開札日において、（１）直接的かつ恒常的な雇用関係にあり、（２）当該雇用期

間が３か月間経過しており、（３）他の工事に従事していない者でなければならない。  

その他 

次の入札参加資格を全て満たす者であること。（詳細は公告本文１（４）参照） 

（１）平成２４年度の災害協力事業者であること。 

（２）現場代理人は、開札日において、直接的かつ恒常的な雇用関係にあり、かつ、当該 

  雇用期間が３か月間経過している者であること。 

提出書類 

（１）配置技術者・現場代理人（変更）届出書（第６号様式） （２）監理技術者資格者 

証の写し （３）監理技術者講習修了証の写し （４）配置する技術者及び現場代理人の 

雇用（期間）が確認できる書類（健康保険被保険者証の写し又は雇用保険被保険者証の写 

し等） 

設計図書の購入先・申込期限 
電子図渡しを行う。 

横浜市ホームページ発注情報画面より設計図書をダウンロードすること。  

入札期間 
平成２５年 ８月 ５日（月）午前 ９時００分から 

平成２５年 ８月 ７日（水）午後 ５時００分まで  

開札予定日時 平成２５年 ８月 ８日（木）午前 ９時３０分  

支払い条件 前金払 する（一括） 部分払 ２回以内 契約保証 要求 

建設工事に係る資材の再資源化等に関する法律第９条第１項に規定する対象建設工事  該当する 

注意事項 

（１）入札参加にあたっては、公告本文の記載事項を確認すること。          

   特に、工事費内訳書の作成及び提出、現場代理人の工事現場への常駐並びに最高請 

  負実績額に係る適格性の審査について、公告本文（３（４）、８（９）及び８（１０ 

  ））に記載があるので留意すること。 

（２）「新年度単価適用の特例措置」対象工事の場合は現場説明書にその旨を記載する。 

工事担当課 水道局北部工事課 電話 ０４５－５３１－４３４１ 

契約事務担当課 財政局契約第一課 電話 ０４５－６７１－２２４４、２２４６ 
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契約番号 １３５２０１０２４６ 

入札方法 電子入札による 

工事件名 
大黒線口径４００ｍｍ配水管布設替工事（その４） 

施工場所 
鶴見区大黒町１１番１号地先から１２番６９号地先まで 

工事概要 

ダクタイル鋳鉄管布設工（Φ１００ｍｍ～Φ４００ｍｍ、Ｌ＝５５９ｍ）、路面復旧工一 

式 

工期 契約締結の日から１８５日間 

予定価格 開札後に公表 

調査基準価格 - 

最低制限価格 開札後に公表（最低制限価格制度適用） 

入 

札 

参 

加 

資 

格 

登録工種 上水道 

格付等級 【上水道：Ａ】 

登録細目 【上水道：上水道工事】 

所在地区分 市内 

技術者 

土木工事業に係る監理技術者を施工現場に専任で配置すること。 

当該技術者は開札日において、（１）直接的かつ恒常的な雇用関係にあり、（２）当該雇用期

間が３か月間経過しており、（３）他の工事に従事していない者でなければならない。  

その他 

現場代理人は、開札日において、直接的かつ恒常的な雇用関係にあり、かつ、当該雇用期 

間が３か月間経過している者であること。 

提出書類 

（１）配置技術者・現場代理人（変更）届出書（第６号様式） （２）監理技術者資格者 

証の写し （３）監理技術者講習修了証の写し （４）配置する技術者及び現場代理人の 

雇用（期間）が確認できる書類（健康保険被保険者証の写し又は雇用保険被保険者証の写 

し等） 

設計図書の購入先・申込期限 
電子図渡しを行う。 

横浜市ホームページ発注情報画面より設計図書をダウンロードすること。  

入札期間 
平成２５年 ７月２９日（月）午前 ９時００分から 

平成２５年 ７月３１日（水）午後 ５時００分まで  

開札予定日時 平成２５年 ８月 １日（木）午前 １１時００分  

支払い条件 前金払 する（一括） 部分払 ２回以内 契約保証 要求 

建設工事に係る資材の再資源化等に関する法律第９条第１項に規定する対象建設工事  該当する 

注意事項 

※次頁のとおり 

本件工事の公告は２頁ありますので、ご注意ください。   （この頁は１頁目です。） 

工事担当課 水道局北部工事課 電話 ０４５－５３１－４３４１ 

契約事務担当課 財政局契約第一課 電話 ０４５－６７１－２２４４、２２４６ 
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契約番号 １３５２０１０２４６ 

工事件名 
大黒線口径４００ｍｍ配水管布設替工事（その４） 

入 

 

札 

 

に 

 

係 

 

る 

 

必 

 

要 

 

事 

 

項 

【注意事項】 

（１）入札参加にあたっては、公告本文の記載事項を確認すること。          

   特に、工事費内訳書の作成及び提出、現場代理人の工事現場への常駐並びに最高請 

  負実績額に係る適格性の審査について、公告本文（３（４）、８（９）及び８（１０ 

  ））に記載があるので留意すること。 

（２）本件工事は、入札ボンド制度試行対象工事である。詳細は公告本文４（５）及び６ 

  （１）ただし書き、並びに入札保証金の取扱いに係る説明書に定めるところによる。 

  ・入札保証金の納付を証する書類又は入札ボンド（入札保証証書、入札保証保険証券 

   又は契約保証の予約の証書）の提出期間  

   平成２５年７月２９日 午前９時から 

   平成２５年７月３１日 午後５時まで 

  ・入札保証保険及び入札保証の保証期間 

   平成２５年８月１日から 

   平成２５年８月２２日までを含んだ日 

（３）「新年度単価適用の特例措置」対象工事の場合は現場説明書にその旨を記載する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

本件工事の公告は２頁ありますので、ご注意ください。   （この頁は２頁目です。） 

この頁に記載されていない事項については、１頁目をご確認ください。 



横浜市報調達公告版 

第60号 平成25年７月16日発行 

89 

 

契約番号 １３５２０１０２４７ 

入札方法 電子入札による 

工事件名 
下末吉五丁目ほか３か所口径１００ｍｍから３００ｍｍ配水管更新工事 

施工場所 
鶴見区北寺尾二丁目１９番地先から下末吉五丁目１９番５０号地先までほか３か所 

工事概要 

ダクタイル鋳鉄管布設工（Φ１００ｍｍ～Φ３００ｍｍ、Ｌ＝１，０９１ｍ）、給水管取 

付替工一式、管撤去工一式、路面復旧工一式 

工期 契約締結の日から２３０日間 

予定価格 開札後に公表 

調査基準価格 - 

最低制限価格 開札後に公表（最低制限価格制度適用） 

入 

札 

参 

加 

資 

格 

登録工種 上水道 

格付等級 【上水道：Ａ】 

登録細目 【上水道：上水道工事】 

所在地区分 市内 

技術者 

土木工事業に係る監理技術者を施工現場に専任で配置すること。 

当該技術者は開札日において、（１）直接的かつ恒常的な雇用関係にあり、（２）当該雇用期

間が３か月間経過しており、（３）他の工事に従事していない者でなければならない。  

その他 

現場代理人は、開札日において、直接的かつ恒常的な雇用関係にあり、かつ、当該雇用期 

間が３か月間経過している者であること。 

提出書類 

（１）配置技術者・現場代理人（変更）届出書（第６号様式） （２）監理技術者資格者 

証の写し （３）監理技術者講習修了証の写し （４）配置する技術者及び現場代理人の 

雇用（期間）が確認できる書類（健康保険被保険者証の写し又は雇用保険被保険者証の写 

し等） 

設計図書の購入先・申込期限 
電子図渡しを行う。 

横浜市ホームページ発注情報画面より設計図書をダウンロードすること。  

入札期間 
平成２５年 ７月２９日（月）午前 ９時００分から 

平成２５年 ７月３１日（水）午後 ５時００分まで  

開札予定日時 平成２５年 ８月 １日（木）午前 １１時１５分  

支払い条件 前金払 する（一括） 部分払 ２回以内 契約保証 要求 

建設工事に係る資材の再資源化等に関する法律第９条第１項に規定する対象建設工事  該当する 

注意事項 

（１）入札参加にあたっては、公告本文の記載事項を確認すること。          

   特に、工事費内訳書の作成及び提出、現場代理人の工事現場への常駐並びに最高請 

  負実績額に係る適格性の審査について、公告本文（３（４）、８（９）及び８（１０ 

  ））に記載があるので留意すること。 

（２）「新年度単価適用の特例措置」対象工事の場合は現場説明書にその旨を記載する。 

工事担当課 水道局中部工事課 電話 ０４５－２５２－７０９２ 

契約事務担当課 財政局契約第一課 電話 ０４５－６７１－２２４４、２２４６ 
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契約番号 １３５２０１０２５０ 

入札方法 電子入札による 

工事件名 
笹野台二丁目ほか７か所口径７５ｍｍから１００ｍｍ配水管布設替工事 

施工場所 
旭区笹野台二丁目１２番１５号地先から５番３号地先までほか７か所 

工事概要 

ダクタイル鋳鉄管布設工（Φ７５ｍｍ～１００ｍｍ、Ｌ＝１，１５５ｍ）、給水管取付替 

工一式、管撤去工一式、路面復旧工一式 

工期 契約締結の日から１９０日間 

予定価格 開札後に公表 

調査基準価格 - 

最低制限価格 開札後に公表（最低制限価格制度適用） 

入 

札 

参 

加 

資 

格 

登録工種 上水道 

格付等級 【上水道：Ｂ】 

登録細目 【上水道：上水道工事】 

所在地区分 市内 

技術者 

土木工事業に係る監理技術者を施工現場に専任で配置すること。 

当該技術者は開札日において、（１）直接的かつ恒常的な雇用関係にあり、（２）当該雇用期

間が３か月間経過しており、（３）他の工事に従事していない者でなければならない。  

その他 

次の入札参加資格を全て満たす者であること。（詳細は公告本文１（４）参照） 

（１）主たる営業所の所在地が、鶴見区、神奈川区、旭区、港北区、緑区、青葉区、都筑 

  区、泉区又は瀬谷区内のいずれかであること。 

（２）平成２４年度の災害協力事業者であること。 

（３）現場代理人は、開札日において、直接的かつ恒常的な雇用関係にあり、かつ、当該 

  雇用期間が３か月間経過している者であること。 

提出書類 

（１）配置技術者・現場代理人（変更）届出書（第６号様式） （２）監理技術者資格者 

証の写し （３）監理技術者講習修了証の写し （４）配置する技術者及び現場代理人の 

雇用（期間）が確認できる書類（健康保険被保険者証の写し又は雇用保険被保険者証の写 

し等） 

設計図書の購入先・申込期限 
電子図渡しを行う。 

横浜市ホームページ発注情報画面より設計図書をダウンロードすること。  

入札期間 
平成２５年 ７月２９日（月）午前 ９時００分から 

平成２５年 ７月３１日（水）午後 ５時００分まで  

開札予定日時 平成２５年 ８月 １日（木）午前 １１時１５分  

支払い条件 前金払 する（一括） 部分払 ２回以内 契約保証 要求 

建設工事に係る資材の再資源化等に関する法律第９条第１項に規定する対象建設工事  該当する 

注意事項 

（１）入札参加にあたっては、公告本文の記載事項を確認すること。          

   特に、工事費内訳書の作成及び提出、現場代理人の工事現場への常駐並びに最高請 

  負実績額に係る適格性の審査について、公告本文（３（４）、８（９）及び８（１０ 

  ））に記載があるので留意すること。 

（２）「新年度単価適用の特例措置」対象工事の場合は現場説明書にその旨を記載する。 

工事担当課 水道局西部工事課 電話 ０４５－３６３－２６４１ 

契約事務担当課 財政局契約第一課 電話 ０４５－６７１－２２４４、２２４６ 
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契約番号 １３５２０１０２５１ 

入札方法 電子入札による 

工事件名 
中沢一丁目ほか４か所口径７５ｍｍから１００ｍｍ配水管布設替工事 

施工場所 
旭区中沢一丁目７番２５号地先から１３番１２号地先までほか４か所 

工事概要 

ダクタイル鋳鉄管布設工（Φ７５ｍｍ～Φ１００ｍｍ、Ｌ＝８７６ｍ）、給水管取付替工 

一式、管撤去工一式、路面復旧工一式 

工期 契約締結の日から１６５日間 

予定価格 ８６，１３０，０００円（消費税及び地方消費税相当額を除く。） 

調査基準価格 - 

最低制限価格 開札後に公表（最低制限価格制度適用） 

入 

札 

参 

加 

資 

格 

登録工種 上水道 

格付等級 【上水道：Ｂ】 

登録細目 【上水道：上水道工事】 

所在地区分 市内 

技術者 

土木工事業に係る監理技術者を施工現場に専任で配置すること。 

当該技術者は開札日において、（１）直接的かつ恒常的な雇用関係にあり、（２）当該雇用期

間が３か月間経過しており、（３）他の工事に従事していない者でなければならない。  

その他 

次の入札参加資格を全て満たす者であること。（詳細は公告本文１（４）参照） 

（１）主たる営業所の所在地が、鶴見区、神奈川区、西区、保土ケ谷区、旭区、港北区、 

  緑区、青葉区、都筑区、泉区又は瀬谷区内のいずれかであること。 

（２）現場代理人は、開札日において、直接的かつ恒常的な雇用関係にあり、かつ、当該 

  雇用期間が３か月間経過している者であること。 

提出書類 

（１）配置技術者・現場代理人（変更）届出書（第６号様式） （２）監理技術者資格者 

証の写し （３）監理技術者講習修了証の写し （４）配置する技術者及び現場代理人の 

雇用（期間）が確認できる書類（健康保険被保険者証の写し又は雇用保険被保険者証の写 

し等） 

設計図書の購入先・申込期限 
電子図渡しを行う。 

横浜市ホームページ発注情報画面より設計図書をダウンロードすること。  

入札期間 
平成２５年 ７月２９日（月）午前 ９時００分から 

平成２５年 ７月３１日（水）午後 ５時００分まで  

開札予定日時 平成２５年 ８月 １日（木）午前 １１時１５分  

支払い条件 前金払 する（一括） 部分払 ２回以内 契約保証 要求 

建設工事に係る資材の再資源化等に関する法律第９条第１項に規定する対象建設工事  該当する 

注意事項 

※次頁のとおり 

本件工事の公告は２頁ありますので、ご注意ください。   （この頁は１頁目です。） 

工事担当課 水道局西部工事課 電話 ０４５－３６３－２６４１ 

契約事務担当課 財政局契約第一課 電話 ０４５－６７１－２２４４、２２４６ 
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契約番号 １３５２０１０２５１ 

工事件名 
中沢一丁目ほか４か所口径７５ｍｍから１００ｍｍ配水管布設替工事 

入 

 

札 

 

に 

 

係 

 

る 

 

必 

 

要 

 

事 

 

項 

【注意事項】 

（１）入札参加にあたっては、公告本文の記載事項を確認すること。          

   特に、工事費内訳書の作成及び提出、現場代理人の工事現場への常駐並びに最高請 

  負実績額に係る適格性の審査について、公告本文（３（４）、８（９）及び８（１０ 

  ））に記載があるので留意すること。 

（２）本件工事は、入札ボンド制度試行対象工事である。詳細は公告本文４（５）及び６ 

  （１）ただし書き、並びに入札保証金の取扱いに係る説明書に定めるところによる。 

   ・入札保証金の納付を証する書類又は入札ボンド（入札保証証書、入札保証保険証 

    券又は契約保証の予約の証書）の提出期間  

    平成２５年７月２９日 午前９時から 

    平成２５年７月３１日 午後５時まで 

   ・入札保証保険及び入札保証の保証期間 

    平成２５年８月１日から 

    平成２５年８月２２日までを含んだ日 

（３）「新年度単価適用の特例措置」対象工事の場合は現場説明書にその旨を記載する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

本件工事の公告は２頁ありますので、ご注意ください。   （この頁は２頁目です。） 

この頁に記載されていない事項については、１頁目をご確認ください。 
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契約番号 １３５２０１０２５３ 

入札方法 電子入札による 

工事件名 
富岡西三丁目ほか６か所口径７５ｍｍから１００ｍｍ配水管布設替工事 

施工場所 
金沢区富岡西三丁目２９番１９号地先から３２番１１号地先までほか６か所 

工事概要 

ダクタイル鋳鉄管布設工（Ф７５ｍｍ～Ф１００ｍｍ、Ｌ＝９３２ｍ）、給水管取付替工 

一式、管撤去工一式、路面復旧工一式 

工期 契約締結の日から２０５日間 

予定価格 開札後に公表 

調査基準価格 - 

最低制限価格 開札後に公表（最低制限価格制度適用） 

入 

札 

参 

加 

資 

格 

登録工種 上水道 

格付等級 【上水道：Ｂ】 

登録細目 【上水道：上水道工事】 

所在地区分 市内 

技術者 

土木工事業に係る監理技術者を施工現場に専任で配置すること。 

当該技術者は開札日において、（１）直接的かつ恒常的な雇用関係にあり、（２）当該雇用期

間が３か月間経過しており、（３）他の工事に従事していない者でなければならない。  

その他 

次の入札参加資格を全て満たす者であること。（詳細は公告本文１（４）参照） 

（１）主たる営業所の所在地が、中区、南区、港南区、磯子区、金沢区、戸塚区、栄区、 

  泉区又は瀬谷区内のいずれかであること。 

（２）現場代理人は、開札日において、直接的かつ恒常的な雇用関係にあり、かつ、当該 

  雇用期間が３か月間経過している者であること。 

提出書類 

（１）配置技術者・現場代理人（変更）届出書（第６号様式） （２）監理技術者資格者 

証の写し （３）監理技術者講習修了証の写し （４）配置する技術者及び現場代理人の 

雇用（期間）が確認できる書類（健康保険被保険者証の写し又は雇用保険被保険者証の写 

し等） 

設計図書の購入先・申込期限 
電子図渡しを行う。 

横浜市ホームページ発注情報画面より設計図書をダウンロードすること。  

入札期間 
平成２５年 ７月２９日（月）午前 ９時００分から 

平成２５年 ７月３１日（水）午後 ５時００分まで  

開札予定日時 平成２５年 ８月 １日（木）午前 １１時３０分  

支払い条件 前金払 する（一括） 部分払 ３回以内 契約保証 要求 

建設工事に係る資材の再資源化等に関する法律第９条第１項に規定する対象建設工事  該当する 

注意事項 

（１）入札参加にあたっては、公告本文の記載事項を確認すること。          

   特に、工事費内訳書の作成及び提出、現場代理人の工事現場への常駐並びに最高請 

  負実績額に係る適格性の審査について、公告本文（３（４）、８（９）及び８（１０ 

  ））に記載があるので留意すること。 

（２）「新年度単価適用の特例措置」対象工事の場合は現場説明書にその旨を記載する。 

工事担当課 水道局南部工事課 電話 ０４５－８３３－６７８１ 

契約事務担当課 財政局契約第一課 電話 ０４５－６７１－２２４４、２２４６ 
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契約番号 １３５２０１０２５２ 

入札方法 電子入札による 

工事件名 
霧が丘一丁目口径７５ｍｍから１００ｍｍ配水管布設替工事 

施工場所 
緑区霧が丘一丁目１３番地１地先から２８番地２９地先まで 

工事概要 

ダクタイル鋳鉄管布設工（Φ７５ｍｍ～Φ１００ｍｍ、Ｌ＝７８７．８ｍ）、給水管取付 

替工一式、管撤去工一式、路面復旧工一式 

工期 契約締結の日から１５０日間 

予定価格 ６９，４３０，０００円（消費税及び地方消費税相当額を除く。） 

調査基準価格 - 

最低制限価格 開札後に公表（最低制限価格制度適用） 

入 

札 

参 

加 

資 

格 

登録工種 上水道 

格付等級 【上水道：Ｂ】 

登録細目 【上水道：上水道工事】 

所在地区分 市内 

技術者 

土木工事業に係る監理技術者を施工現場に専任で配置すること。 

当該技術者は開札日において、（１）直接的かつ恒常的な雇用関係にあり、（２）当該雇用期

間が３か月間経過しており、（３）他の工事に従事していない者でなければならない。  

その他 

次の入札参加資格を全て満たす者であること。（詳細は公告本文１（４）参照） 

（１）主たる営業所の所在地が、鶴見区、神奈川区、西区、保土ケ谷区、旭区、港北区、 

  緑区、青葉区、都筑区、泉区又は瀬谷区内のいずれかであること。 

（２）現場代理人は、開札日において、直接的かつ恒常的な雇用関係にあり、かつ、当該 

  雇用期間が３か月間経過している者であること。 

提出書類 

（１）配置技術者・現場代理人（変更）届出書（第６号様式） （２）監理技術者資格者 

証の写し （３）監理技術者講習修了証の写し （４）配置する技術者及び現場代理人の 

雇用（期間）が確認できる書類（健康保険被保険者証の写し又は雇用保険被保険者証の写 

し等） 

設計図書の購入先・申込期限 
電子図渡しを行う。 

横浜市ホームページ発注情報画面より設計図書をダウンロードすること。  

入札期間 
平成２５年 ７月２９日（月）午前 ９時００分から 

平成２５年 ７月３１日（水）午後 ５時００分まで  

開札予定日時 平成２５年 ８月 １日（木）午前 １１時３０分  

支払い条件 前金払 する（一括） 部分払 ２回以内 契約保証 要求 

建設工事に係る資材の再資源化等に関する法律第９条第１項に規定する対象建設工事  該当する 

注意事項 

（１）入札参加にあたっては、公告本文の記載事項を確認すること。          

   特に、工事費内訳書の作成及び提出、現場代理人の工事現場への常駐並びに最高請 

  負実績額に係る適格性の審査について、公告本文（３（４）、８（９）及び８（１０ 

  ））に記載があるので留意すること。 

（２）「新年度単価適用の特例措置」対象工事の場合は現場説明書にその旨を記載する。 

工事担当課 水道局西部工事課 電話 ０４５－３６３－２６４１ 

契約事務担当課 財政局契約第一課 電話 ０４５－６７１－２２４４、２２４６ 
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水道局調達公告第93号 

特定調達契約に係る一般競争入札の施行 

 次のとおり一般競争入札を行う。 

平成25年７月16日 

                                   横浜市水道事業管理者 

                                   水道局長 土 井 一 成 

１ 競争入札に付する事項 

 (1) 件名及び数量 

   直管（ＧＸ形）100×4000（１種）（付属品を含む） 約29本ほかの購入 

 (2) 物品の特質等 

入札説明書による。 

 (3) 納入期間 

平成25年10月７日から平成26年３月４日まで 

 (4) 納入場所 

   水道局の指定する場所（詳細は、入札説明書による。） 

 (5) 納入方法 

入札説明書による。 

(6) 一連の調達契約に関する事項 

今後調達が予定される数量及び入札公告予定時期 

   直管一式の購入 

平成25年９月 

 (7) 入札方法 

この入札は、第１号に掲げる概算数量の総価により行う。 

(8) その他 

本案件は電子入札案件である。詳細については、横浜市電子入札運用基準（物品・委託等関係）（

以下「運用基準」という。）に定めるところによること。 

なお、運用基準に定める「横浜市電子入札における紙入札参加届出書（第１号様式）」を提出する

ことにより、紙による入札書の提出を行うことができるものとする。 

２ 入札参加資格 

入札に参加しようとする者は、次に掲げる条件をすべて満たし、かつ、入札参加資格を有することの

確認を受けなければならない。 

(1) 横浜市水道局契約規程（平成20年３月水道局規程第７号。以下「契約規程」という。）第２条にお

いて準用する横浜市契約規則（昭和39年３月横浜市規則第59号。以下「契約規則」という。）第３条

第１項に掲げる者でないこと及び同条第２項の規定により定めた資格を有する者であること。 

(2) 平成25・26年度横浜市一般競争入札有資格者名簿（物品・委託等関係）において「水道用品」に登

録が認められている者であること。 

(3) 平成25年７月25日から開札日までの間のいずれの日においても、横浜市一般競争参加停止及び指名

停止等措置要綱に基づく一般競争参加停止及び指名停止の措置を受けていない者であること。 

(4) 次のいずれかに該当する者であること。  

ア 当該物品又はこれと同等の物品に係る納入実績又は製造実績を有する者 

イ 当該物品に係るメーカー・販売代理店等の引受証明を受けた者 

３ 入札参加の手続 

当該入札に参加しようとする者（前項第２号に規定する登録のない者で、入札説明書に定める名簿登

載手続を行うものを含む。）は、次のとおり入札参加資格の確認申請を行わなければならない。   

(1) 申請期限 

平成25年７月25日午後５時 

(2) 提出書類、提出方法及び提出期間 

  入札説明書による。 

(3) 契約条項等に関する問い合わせ先 

〒231-0017 中区港町１丁目１番地 

横浜市財政局契約部契約第二課（関内中央ビル２階） 



横浜市報調達公告版 

第60号 平成25年７月16日発行 

96 

 

小野 電話 045(671)2249（直通） 

４ 入札参加資格の喪失 

入札参加資格の確認結果の通知後、入札参加資格を有することの確認を受けた者が次のいずれかに該

当するときは、当該入札に参加することができない。 

(1) 第２項に定める資格条件を満たさなくなったとき。 

(2) 入札説明書に定める提出書類（当該書類に記載すべき事項を記録した電磁的記録を含む。以下同じ。

）に虚偽の記載をしたとき。 

５ 入札に必要な書類を示す場所等 

当該契約に係る入札説明書等は、次項第２号に掲げる部課において、この公告の日から開札日まで閲

覧に供する。 

６ 入札説明書等の交付方法等 

横浜市ホームページ発注情報画面よりダウンロード可能。 

また、次に掲げる期間・場所で貸出しを行う。 

(1) 貸出期間 

公告日から平成25年８月８日まで（ただし、日曜日、土曜日及び国民の祝日に関する法律（昭和23

年法律第178号）に規定する休日並びに12月29日から翌年の１月３日まで（以下「休日等」という。）

を除く毎日午前９時から正午まで及び午後１時から午後５時まで） 

(2) 貸出場所 

〒235-0045 磯子区洋光台六丁目10番１号 

横浜市水道局給水部南部工事課 

電話 045(833)6781（直通） 

７ 入札及び開札 

(1) 入札方法及び入札期間等 

  入札に参加しようとする者は、次のいずれかの方法により入札書を提出すること。 

ア 電子入札システムによる入札書の提出 

  平成25年８月29日から平成25年９月２日まで（休日等を除く毎日午前９時から午後８時まで。た

だし、最終日は午後５時まで） 

イ 持参による入札書の提出 

 (ｱ) 入札日時 

平成25年９月３日午後１時30分 

 (ｲ) 入札場所 

横浜市財政局契約部入札室（関内中央ビル２階） 

ウ 郵送による入札書の提出 

平成25年９月２日午後５時までに第３項第３号に掲げる部課に必着のこと。 

 (2) 開札予定日時 

   平成25年９月３日午後１時30分 

８ 入札の無効 

次の入札は、無効とする。 

(1) 契約規程第２条において準用する契約規則第19条の規定に該当する入札 

(2) 第２項に定める入札参加資格を満たさない者が行った入札 

(3) 入札説明書に定める提出書類に虚偽の記載をした者が行った入札 

(4) 電子入札システムにより入札書を提出する場合に、横浜市一般競争入札参加資格審査申請における代

表者又は受任者以外の名義によるＩＣカードを用いて行った入札 

(5) 運用基準に定める「横浜市電子入札における紙入札参加届出書（第１号様式）」を提出していない者

が行った紙による入札 

(6) 前各号に定めるもののほか、入札説明書に定める方法によらない入札 

９ 落札者の決定 

契約規程第２条において準用する契約規則第13条の規定に基づいて作成された予定価格の制限の範囲

内で最低の価格をもって有効な入札を行った者を落札者とする。 

10 入札保証金及び契約保証金 

いずれも免除する。 

11 契約金の支払方法  
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(1) 前金払 

行わない。 

(2) 契約金の支払方法 

１か月間の納入分について、納品検査終了後、その１か月分をまとめた請求により支払う。 

12 その他 

(1) 契約手続において使用する言語及び通貨 

日本語及び日本国通貨に限る。 

(2) 契約書作成の要否 

要する。 

(3) 詳細は、入札説明書による。 

13 Summary  

(1)Subject matter of the contract: Purchase of approx. 29 pipes of Ductile cast-iron pipes 

for waterworks with attachment parts (GX Type φ100×4000) etc. 

(2)Deadline for the tender: 1：30 p.m. 3, September, 2013 

(3)Contact point for the notice: Second Contract Division, Finance Bureau，City of Yokohama,  

1-1 Minato-cho, Naka-ku, Yokohama, 231-0017, TEL 045(671)2249 
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水道局調達公告第94号 

特定調達契約に係る一般競争入札の施行 

 次のとおり一般競争入札を行う。 

   平成25年７月16日 

   横浜市水道事業管理者 

                                   水道局長 土 井 一 成  

１ 競争入札に付する事項 

 (1) 件名及び数量 

   直管（ＧＸ形）100×4000（付属品を含む） 約４本ほかの購入 

 (2) 物品の特質等 

入札説明書による。 

 (3) 納入期間 

平成25年10月７日から平成26年３月４日まで 

 (4) 納入場所 

   水道局の指定する場所（詳細は、入札説明書による。） 

 (5) 納入方法 

入札説明書による。 

(6) 一連の調達契約に関する事項 

今後調達が予定される数量及び入札公告予定時期 

   直管一式の購入 

平成25年９月 

 (7) 入札方法 

この入札は、第１号に掲げる概算数量の総価により行う。 

(8) その他 

本案件は電子入札案件である。詳細については、横浜市電子入札運用基準（物品・委託等関係）（

以下「運用基準」という。）に定めるところによること。 

なお、運用基準に定める「横浜市電子入札における紙入札参加届出書（第１号様式）」を提出する

ことにより、紙による入札書の提出を行うことができるものとする。 

２ 入札参加資格 

入札に参加しようとする者は、次に掲げる条件をすべて満たし、かつ、入札参加資格を有することの

確認を受けなければならない。 

(1) 横浜市水道局契約規程（平成20年３月水道局規程第７号。以下「契約規程」という。）第２条にお

いて準用する横浜市契約規則（昭和39年３月横浜市規則第59号。以下「契約規則」という。）第３条

第１項に掲げる者でないこと及び同条第２項の規定により定めた資格を有する者であること。 

(2) 平成25・26年度横浜市一般競争入札有資格者名簿（物品・委託等関係）において「水道用品」に登

録が認められている者であること。 

(3) 平成25年７月25日から開札日までの間のいずれの日においても、横浜市一般競争参加停止及び指名

停止等措置要綱に基づく一般競争参加停止及び指名停止の措置を受けていない者であること。 

(4) 次のいずれかに該当する者であること。  

ア 当該物品又はこれと同等の物品に係る納入実績又は製造実績を有する者 

イ 当該物品に係るメーカー・販売代理店等の引受証明を受けた者 

３ 入札参加の手続 

当該入札に参加しようとする者（前項第２号に規定する登録のない者で、入札説明書に定める名簿登

載手続を行うものを含む。）は、次のとおり入札参加資格の確認申請を行わなければならない。   

(1) 申請期限 

平成25年７月25日午後５時 

(2) 提出書類、提出方法及び提出期間 

  入札説明書による。 

(3) 契約条項等に関する問い合わせ先 

〒231-0017 中区港町１丁目１番地 

横浜市財政局契約部契約第二課（関内中央ビル２階） 
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小野 電話 045(671)2249（直通） 

４ 入札参加資格の喪失 

入札参加資格の確認結果の通知後、入札参加資格を有することの確認を受けた者が次のいずれかに該

当するときは、当該入札に参加することができない。 

(1) 第２項に定める資格条件を満たさなくなったとき。 

(2) 入札説明書に定める提出書類（当該書類に記載すべき事項を記録した電磁的記録を含む。以下同じ。

）に虚偽の記載をしたとき。 

５ 入札に必要な書類を示す場所等 

当該契約に係る入札説明書等は、次項第２号に掲げる部課において、この公告の日から開札日まで閲

覧に供する。 

６ 入札説明書等の交付方法等 

横浜市ホームページ発注情報画面よりダウンロード可能。 

また、次に掲げる期間・場所で貸出しを行う。 

(1) 貸出期間 

公告日から平成25年８月８日まで（ただし、日曜日、土曜日及び国民の祝日に関する法律（昭和23

年法律第178号）に規定する休日並びに12月29日から翌年の１月３日まで（以下「休日等」という。）

を除く毎日午前９時から正午まで及び午後１時から午後５時まで） 

(2) 貸出場所 

〒232-0033 南区中村町４丁目305番地 

横浜市水道局給水部中部工事課 

電話 045(252)7081（直通） 

７ 入札及び開札 

(1) 入札方法及び入札期間等 

  入札に参加しようとする者は、次のいずれかの方法により入札書を提出すること。 

ア 電子入札システムによる入札書の提出 

  平成25年８月29日から平成25年９月２日まで（休日等を除く毎日午前９時から午後８時まで。た

だし、最終日は午後５時まで） 

イ 持参による入札書の提出 

 (ｱ) 入札日時 

平成25年９月３日午後１時30分 

 (ｲ) 入札場所 

横浜市財政局契約部入札室（関内中央ビル２階） 

ウ 郵送による入札書の提出 

平成25年９月２日午後５時までに第３項第３号に掲げる部課に必着のこと。 

 (2) 開札予定日時 

   平成25年９月３日午後１時30分 

８ 入札の無効 

次の入札は、無効とする。 

(1) 契約規程第２条において準用する契約規則第19条の規定に該当する入札 

(2) 第２項に定める入札参加資格を満たさない者が行った入札 

(3) 入札説明書に定める提出書類に虚偽の記載をした者が行った入札 

(4) 電子入札システムにより入札書を提出する場合に、横浜市一般競争入札参加資格審査申請における代

表者又は受任者以外の名義によるＩＣカードを用いて行った入札 

(5) 運用基準に定める「横浜市電子入札における紙入札参加届出書（第１号様式）」を提出していない者

が行った紙による入札 

(6) 前各号に定めるもののほか、入札説明書に定める方法によらない入札 

９ 落札者の決定 

契約規程第２条において準用する契約規則第13条の規定に基づいて作成された予定価格の制限の範囲

内で最低の価格をもって有効な入札を行った者を落札者とする。 

10 入札保証金及び契約保証金 

いずれも免除する。 

11 契約金の支払方法  
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(1) 前金払 

行わない。 

(2) 契約金の支払方法 

１か月間の納入分について、納品検査終了後、その１か月分をまとめた請求により支払う。 

12 その他 

(1) 契約手続において使用する言語及び通貨 

日本語及び日本国通貨に限る。 

(2) 契約書作成の要否 

要する。 

(3) 詳細は、入札説明書による。 

13 Summary  

(1)Subject matter of the contract: Purchase of approx. 4 pipes of Ductile cast-iron pipes for 

waterworks with attachment parts (GX Type φ100×4000) etc. 

(2)Deadline for the tender: 1：30 p.m. 3, September, 2013 

(3)Contact point for the notice: Second Contract Division, Finance Bureau，City of Yokohama,  

1-1 Minato-cho, Naka-ku, Yokohama, 231-0017, TEL 045(671)2249 
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水道局調達公告第95号 

一般競争入札（物品・委託等）の施行 

 次のとおり、「単口消火栓用ケレップパッキン 100個ほか」ほか５件の契約について、一般競争入札を

行う。 

平成25年７月16日 

        横浜市水道事業管理者 

       水道局長 土 井 一 成  

１ 入札参加資格 

入札参加者は、開札日（ただし、基準日を別に定める場合を除く。）において、次に掲げる資格をすべ

て満たしていなければならない。 

(1) 横浜市水道局契約規程（平成20年３月水道局規程第７号）第２条の規定により読み替えて準用する

横浜市契約規則（昭和39年３月横浜市規則第59号）第３条第１項に掲げる者でないこと及び同条第２

項の規定に基づき横浜市物品・委託等に関する競争入札取扱要綱第３条第１項により定める資格を有

する者であること。 

(2) 平成25・26年度横浜市一般競争入札有資格者名簿（物品・委託等関係）（以下「有資格者名簿」と

いう。）に登載されている者であること。 

(3) 横浜市一般競争参加停止及び指名停止等措置要綱に基づく一般競争参加停止及び指名停止措置を受

けていない者であること。 

(4) 契約ごとに定める入札参加資格をすべて満たす者であること。 

(5) ＩＣカードを購入し、電子入札システムにより利用者登録を行った者であること。 

(6) その他、詳細については横浜市水道局契約規程、横浜市物品・委託等に関する競争入札取扱要綱、

横浜市電子入札運用基準（物品・委託等関係）及び横浜市物品・委託等競争入札参加者要領等に定め

るところによる。 

２ 入札参加手続等 

(1) 入札に参加するための事前の入札参加申請手続は要しない。 

(2) １に掲げる入札参加資格の確認は、開札後に資格を確認する必要があると認める者について行う。 

３ 設計図書の交付等 

 (1) 設計図書の交付 

  設計図書の交付については契約ごとに定める。 

(2) 設計図書に関する質問及び回答 

ア 質問の締切日時及び方法 

別途指定がある場合を除き公告日の３日後（ただし、日曜日、土曜日及び国民の祝日に関する法律

（昭和23年法律第178号）に規定する休日並びに12月29日から翌年の１月３日まで（以下「休日等」

という。）を含まないものとして計算することとする。）の午後４時までに、質問書（書式はダウン

ロード可能。）を電子メール（送信先アドレスは「za-situmonsho@city.yokohama.jp」）により契

約第二課へ提出すること。 

イ 質問に対する回答 

別途指定がある場合を除き入札期間の初日の２日前(ただし、日曜日、土曜日及び休日を含まない

ものとして計算することとする。)の午後１時までに発注情報詳細の「添付文書」欄において行う。 

４ 入札方法等 

(1) 入札の期間及び開札予定日時については、契約ごとに定める。 

(2) 入札参加者は、定められた期間内（休日等を除く。）において、電子入札システムにより入札書を

提出すること。また、郵便による入札は認めない。 

(3) 紙入札による参加については、横浜市電子入札運用基準（物品・委託等関係）第７条に定める場合

を除き、認めない。 

(4) 落札決定にあたっては、別途指定がある場合を除き入札金額に当該金額の100分の５に相当する額を

加算した金額（当該金額に１円未満の端数があるときは、その端数を切り捨てた金額）をもって落札

価格とするので、入札参加者は、消費税及び地方消費税に係る課税事業者であるか免税事業者である

かを問わず、見積もった契約希望金額の105分の100に相当する金額を入札金額とすること。 

(5) 入札の回数は２回までとする。 

(6) 合併入札の場合には、金額はすべての契約の合計金額を記載すること。 
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５ 入札の無効 

次の入札は、無効とする。 

(1) 横浜市水道局契約規程第２条の規定により読み替えて準用する横浜市契約規則第19条の規定に該当

する入札 

(2) １に定める入札参加資格を満たさない者が行った入札 

(3) 共同企業体による入札の場合に、共同企業体協定書兼委任状の提出をしない者が行った入札 

(4) 共同企業体と当該共同企業体のいずれかの構成員が同一の案件において入札を行った場合における

、当該共同企業体が行った入札及び当該構成員が行った入札 

(5) 共同企業体と当該共同企業体のいずれかの構成員を構成員とする他の共同企業体が同一の案件にお

いて入札を行った場合、これらの共同企業体が行った入札 

(6) 中小企業等協同組合と当該中小企業等協同組合のいずれかの組合員が同一の案件において入札を行

った場合における、当該中小企業等協同組合が行った入札及び当該組合員が行った入札 

(7) 中小企業等協同組合と当該中小企業等協同組合のいずれかの組合員が加入する他の中小企業等協同

組合が同一の案件において入札を行った場合、これらの中小企業等協同組合が行った入札 

(8) 横浜市一般競争入札参加資格審査申請における代表者又は受任者以外の名義人によるＩＣカードを

用いて行った入札 

６ 入札参加資格の確認及び落札の決定 

  開札後、次の手続により入札参加資格の確認及び落札の決定を行う。 

なお、最低制限価格制度適用案件においては、「予定価格以下の価格」は「予定価格以下の価格で最

低制限価格以上の価格」と、読み替えるものとする。また、種目「不用品買受」に係る契約については

「予定価格以下の価格」は「予定価格以上の価格」と、「最低」は「最高」と、読み替えるものとする

。 

(1) 開札後、契約ごとに定める予定価格以下の価格をもって入札を行った者のうち最低の価格をもって

入札を行った者について、横浜市物品・委託等に関する競争入札取扱要綱第21条第１号から第６号ま

でに定める事項のうち、当該契約ごとに定める入札参加資格を満たす者であるかを確認するものとす

る。 

(2) 前号の規定により確認を行った者の取扱いは、次のいずれかによるものとする。 

ア 当該入札者が入札参加資格を満たす者であることを確認した場合には、その者を落札候補者とし

、入札参加者にその旨を通知し、落札の決定は保留する。 

イ 当該入札者が入札参加資格を満たす者でないことを確認した場合には、その者の入札を無効とす

る。この場合、予定価格以下の価格をもって入札した他の者のうち最低の価格をもって入札をした

者について、(1)の入札参加資格の確認を行う。以後、落札候補者が決定するまで同様の手続を繰り

返す。 

(3) 予定価格以下の価格をもって入札を行った者のうち最低の価格をもって入札を行った者が２人以上

あるときは、(1)の入札参加資格の確認を行った上で、入札参加資格を満たすことを確認した者につい

て、電子くじにより落札候補者を決定するものとする。 

(4) 落札決定を保留した後、落札候補者について、横浜市物品・委託等に関する競争入札取扱要綱第21

条第７号から第10号までに定める事項のうち、当該契約ごとに定める入札参加資格を満たす者である

かを確認するものとする。 

(5) 前号に規定する確認の結果により、落札候補者の取扱いは次のいずれかによるものとする。 

ア 当該落札候補者が入札参加資格を満たす者であることを確認した場合には、その者を落札者とし

、入札参加者にその旨を通知する。 

イ 当該落札候補者が入札参加資格を満たす者でないことを確認した場合には、その者の入札を無効

とする。この場合、予定価格以下の価格をもって入札した他の者のうち最低の価格をもって入札を

した者について、(1)の入札参加資格の確認を行う。以後、落札者が決定するまで同様の手続を繰り

返す。 

(6) (1)において予定価格以下の価格をもって入札を行った者のうち最低の価格をもって入札を行った者

がないとき若しくは(2)イ又は(5)イにおいて予定価格以下の価格をもって入札した者が他にないとき

は再度の入札を行うこととし、この場合においても(1)から(5)までの手続は同様とする。なお、すで

に無効の入札をした者及び最低制限価格制度適用案件において最低制限価格未満の入札をした者の入

札は認めない。 

(7) (4)の入札参加資格の確認にあたっては、当該落札候補者は、別途指定のある場合を除き、契約ごと
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に定める提出書類等を、開札日（(2)イにおいて新たに落札候補者になった者については、提出を求め

た日）の２日後(ただし、休日等を含まないものとして計算することとする。）の午後５時までに電子

メール（送信先アドレスは「za-joukenshorui@city.yokohama.jp」）により契約第二課へ提出し、ま

た、確認のために必要な指示に従わなければならない。上記期間内に書類等が提出されない場合又は

指示に従わない場合には、当該落札候補者は入札参加資格を満たす者でないとし、(5)イの手続により

落札者を決定する。 

(8) (5)イの手続により、落札候補者の入札を無効とした場合には、入札を無効とした理由を付して、当

該落札候補者に通知する。 

(9) 開札後、落札決定するまでの間に、当該落札候補者が横浜市一般競争参加停止及び指名停止等措置

要綱第２条第１項、第３条又は第４条に該当した場合（ただし、軽微な事由による停止措置を除く。

）には、その者を落札者とせず、予定価格の制限の範囲内の価格をもって入札した他の者のうち最低

の価格をもって入札した者を新たに落札候補者とする。 

７ 入札保証金及び契約保証金 

(1) 入札保証金はこれを免除する。 

(2) 契約保証金の有無については契約ごとに定める。 

８ 契約金の支払方法 

(1) 部分払の有無及び回数は、契約ごとに定める。 

(2) 長期継続契約、継続費又は債務負担行為に係る契約である場合には、契約ごとに明示する。この場

合の契約金の支払いは、契約期間中の各会計年度において、契約で定める当該会計年度の支払限度額

（長期継続契約については支払予定額）の範囲内で、履行済部分に応じて行う。 

９ その他 

(1) 入札を執行し、落札者が決定したときは、本市の定める契約書の取り交わしをするものとする。この

場合、契約書の作成費用は落札者が負担するものとする。 

(2) 必要と認めるときは入札を延期（入札期間の延長を含む。）し、中止し、又は取り消すことがある。 

(3) 本市の都合により、開札日時を変更する場合、横浜市電子入札運用基準（物品・委託等関係）第13

条第４項に定めるとおりとする。 

(4) 開札後、次のいずれかに該当するときは、横浜市一般競争参加停止及び指名停止等措置要綱第２条

の規定により、一般競争参加停止及び指名停止の措置を行う。 

ア 落札候補者となった者が、正当な理由なく落札者となることを辞退した場合 

イ 落札候補者となった者が、６(7)に定める書類の提出をしない場合 

(5) ６(1)及び(4)の入札参加資格の確認とあわせて、横浜市物品・委託等に関する競争入札取扱要綱第

23条第１項の規定に基づき適格性の審査を行い、当該契約の相手方としての適格性に欠ける者と認定

された場合は、落札者として決定しないものとする。 

(6) 地方自治法第234条の３に規定する長期継続契約である場合、契約締結日の属する年度の翌年度以降

において、当該契約に係る本市の歳出予算が減額又は削減されたときは、本市は当該契約を変更し、

又は解除することができるものとする。 

(7) その他、この公告に規定のない事項については、横浜市水道局契約規程、横浜市物品・委託等に関

する競争入札取扱要綱、横浜市電子入札運用基準（物品・委託等関係）及び横浜市物品・委託等競争

入札参加者要領等に定めるところによるものとする。 
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契約番号 １３５２０２０２９１ 

入札方法 電子入札による 一般競争（条件付） 

件名 
単口消火栓用ケレップパッキン １００個ほか 

納入／履行場所 
水道局北部第二給水維持課 

概要 

 

納入／履行期間等 契約締結の日から４５日間 

調査基準価格 - 

最低制限価格 - 

入 

札 

参 

加 

資 

格 

種目 水道用品 

格付等級 - 

登録細目 

所在地区分 市内 

その他 

１．有資格者名簿において企業規模が「中小企業」であること。 

２．有資格者名簿において上記の種目を登録していること。 

３．次のいずれかに該当する者であること。 

①当該物品又はこれと同等の物品に係る納入実績又は製造実績を有する者 

②当該物品に係るメーカー・販売代理店等の引受証明を受けた者 

提出書類 

納入（製造）実績調書又は引受証明書（納入（製造）実績がない場合） 

設計図書 
電子図渡しを行う。 

横浜市ホームページ発注情報画面より設計図書をダウンロードすること。  

入札期間 
平成２５年 ７月２６日（金）午前 ９時００分から 

平成２５年 ７月２９日（月）午後 １時００分まで  

開札予定日時 平成２５年 ７月２９日（月）午後 １時０５分  

支払い条件 前金払 しない 部分払 しない 契約保証 免除 

注意事項 

 

発注担当課 水道局北部第二給水維持課 

契約事務担当課 財政局契約第二課 
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契約番号 １３５２０２０２９５ 

入札方法 電子入札による 一般競争（条件付） 

件名 
はまピョンキーホルダー ２４，０００個 

納入／履行場所 
水道局浄水課ほか 

概要 

 

納入／履行期間等 契約締結の日から９０日間 

調査基準価格 - 

最低制限価格 - 

入 

札 

参 

加 

資 

格 

種目 食料品・記念品 

格付等級 - 

登録細目 

所在地区分 市内 

その他 

１．有資格者名簿において企業規模が「中小企業」であること。 

２．有資格者名簿において上記の種目を第３位までに登録していること。 

３．次のいずれかに該当する者であること。 

①当該物品又はこれと同等の物品に係る納入実績又は製造実績を有する者 

②当該物品に係るメーカー・販売代理店等の引受証明を受けた者 

提出書類 

納入（製造）実績調書又は引受証明書（納入（製造）実績がない場合） 

設計図書 

見本は、開札日の午後５時まで財政局契約第二課窓口で閲覧可能。 

 

（なお、設計図書については横浜市ホームページ発注情報画面で参照可能。）  

入札期間 
平成２５年 ７月２６日（金）午前 ９時００分から 

平成２５年 ７月２９日（月）午後 １時００分まで  

開札予定日時 平成２５年 ７月２９日（月）午後 １時０５分  

支払い条件 前金払 しない 部分払 しない 契約保証 免除 

注意事項 

 

発注担当課 水道局浄水課 

契約事務担当課 財政局契約第二課 
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契約番号 １３５２０３０４０１ 

入札方法 電子入札による 一般競争（条件付） 

件名 
中部第一給水維持課管内大口径バルブ保守点検業務委託 

納入／履行場所 
南区井土ケ谷下町２番地１１地先ほか 

概要 

 

納入／履行期間等 契約締結の日から平成２６年 ３月１４日まで 

調査基準価格 - 

最低制限価格 - 

入 

札 

参 

加 

資 

格 

種目 機械設備保守 

格付等級 - 

登録細目 

所在地区分 市内、準市内又は市外 

その他 

①有資格者名簿において上記の種目を登録していること。 

②当該業務又はこれと同種の業務実績（国内における口径４００ミリメートル以上の水道 

用バルブ保守点検業務）を有する者。 

提出書類 

委託業務経歴書 

設計図書 
電子図渡しを行う。 

横浜市ホームページ発注情報画面より設計図書をダウンロードすること。  

入札期間 
平成２５年 ７月２６日（金）午前 ９時００分から 

平成２５年 ７月３０日（火）午後 １時００分まで  

開札予定日時 平成２５年 ７月３０日（火）午後 １時１０分  

支払い条件 前金払 しない 部分払 ８回以内 契約保証 免除 

注意事項 

 

発注担当課 水道局中部第一給水維持課 

契約事務担当課 財政局契約第二課 
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契約番号 １３５２０３０４０７ 

入札方法 電子入札による 一般競争（条件付） 

件名 
小雀浄水場空調設備点検委託 

納入／履行場所 
水道局小雀浄水場ほか 

概要 

 

納入／履行期間等 契約締結の日から平成２６年 ３月 ６日まで 

調査基準価格 - 

最低制限価格 - 

入 

札 

参 

加 

資 

格 

種目 機械設備保守 

格付等級 - 

登録細目 【機械設備保守：空調】 

所在地区分 市内 

その他 

①有資格者名簿において企業規模が「中小企業」であること。 

②有資格者名簿において上記の種目を第３位までに登録していること。 

③当該業務又はこれと同種の業務の実績を有する者。 

提出書類 

委託業務経歴書 

設計図書 
電子図渡しを行う。 

横浜市ホームページ発注情報画面より設計図書をダウンロードすること。  

入札期間 
平成２５年 ７月２６日（金）午前 ９時００分から 

平成２５年 ７月３０日（火）午後 １時００分まで  

開札予定日時 平成２５年 ７月３０日（火）午後 １時１５分  

支払い条件 前金払 しない 部分払 ３回以内 契約保証 免除 

注意事項 

 

発注担当課 水道局小雀浄水場 

契約事務担当課 財政局契約第二課 
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契約番号 １３５２０５０００７ 

入札方法 電子入札による 一般競争（条件付） 

件名 
廃車（使用済自動車）スバルレオーネバン１台の売払 

納入／履行場所 
水道局保全課 

概要 

 

納入／履行期間等 契約締結の日から５０日間 

調査基準価格 - 

最低制限価格 - 

入 

札 

参 

加 

資 

格 

種目 不用品買受 

格付等級 - 

登録細目 【不用品買受：鉄くず、非鉄金属くず】 

所在地区分 市内 

その他 

①有資格者名簿において上記の種目を第３位までに登録していること。 

②当該物品の買受実績又はこれと同種の買受実績を有する者。 

③古物営業の許可を受けている者。 

④使用済自動車の再資源化等に関する法律第４２条第１項に規定する引取業登録のある者 

。 

提出書類 

①不用品買受に関する実績及び搬入予定先についての申告書 

②古物商許可証の写し 

③引取業登録があることがわかる書類等の写し 

設計図書 
電子図渡しを行う。 

横浜市ホームページ発注情報画面より設計図書をダウンロードすること。  

入札期間 
平成２５年 ７月２６日（金）午前 ９時００分から 

平成２５年 ７月３０日（火）午後 １時００分まで  

開札予定日時 平成２５年 ７月３０日（火）午後 １時２０分  

支払い条件 前金払 しない 部分払 しない 契約保証 免除 

注意事項 

売払対象物品の確認を希望する場合は事前に発注担当課に連絡し、日程の調整をすること 

。 

※上記「支払い条件」は横浜市が支払うことについて明示したものであり、本案件の買受 

代金の納付については、契約約款及び仕様書に記載されたとおりとする。 

発注担当課 水道局保全課 

契約事務担当課 財政局契約第二課 
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契約番号 １３５２０５０００８ 

入札方法 電子入札による 一般競争（条件付） 

件名 
廃車（使用済自動車）三菱リベロバン１台ほかの売払 

納入／履行場所 
水道局北部工事課 

概要 

 

納入／履行期間等 契約締結の日から３０日間 

調査基準価格 - 

最低制限価格 - 

入 

札 

参 

加 

資 

格 

種目 不用品買受 

格付等級 - 

登録細目 【不用品買受：鉄くず、非鉄金属くず】 

所在地区分 市内 

その他 

①有資格者名簿において上記の種目を第３位までに登録していること。 

②当該物品の買受実績又はこれと同種の買受実績を有する者。 

③古物営業の許可を受けている者。 

④使用済自動車の再資源化等に関する法律第４２条第１項に規定する引取業登録のある者 

。 

提出書類 

①不用品買受に関する実績及び搬入予定先についての申告書 

②古物商許可証の写し 

③引取業登録があることがわかる書類等の写し 

設計図書 
電子図渡しを行う。 

横浜市ホームページ発注情報画面より設計図書をダウンロードすること。  

入札期間 
平成２５年 ７月２６日（金）午前 ９時００分から 

平成２５年 ７月３０日（火）午後 １時００分まで  

開札予定日時 平成２５年 ７月３０日（火）午後 １時２０分  

支払い条件 前金払 しない 部分払 しない 契約保証 免除 

注意事項 

売払対象物品の確認を希望する場合は事前に発注担当課に連絡し、日程の調整をすること 

。 

※上記「支払い条件」は横浜市が支払うことについて明示したものであり、本案件の買受 

代金の納付については、契約約款及び仕様書に記載されたとおりとする。 

発注担当課 水道局北部工事課 

契約事務担当課 財政局契約第二課 
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水道局調達公告第96号 

一般競争入札（水道局経理課契約分）の施行 

次のとおり、「緑営業所車庫敷地用地測量業務委託」の契約について、一般競争入札を行う。 

平成25年７月16日 

横浜市水道事業管理者 

水道局長 土 井 一 成 

１ 入札参加資格 

入札参加者は、開札日（ただし、基準日を別に定める場合を除く。）において、次に掲げる資格をす

べて満たしていなければならない。 

(1) 横浜市水道局契約規程（平成20年３月水道局規程第７号）第２条の規定により読み替えて準用する

横浜市契約規則（昭和39年３月横浜市規則第59号）第３条第１項に掲げる者でないこと及び同条第２項

の規定に基づき横浜市物品・委託等に関する競争入札取扱要綱第３条第１項により定める資格を有す

る者であること。 

(2) 平成25・26年度横浜市一般競争入札有資格者名簿（設計・測量等関係）に登載されている者である

こと。 

(3) 横浜市一般競争参加停止及び指名停止等措置要綱に基づく一般競争参加停止及び指名停止措置を受

けていない者であること。 

(4) 契約ごとに定める入札参加資格をすべて満たす者であること。 

(5) その他、詳細については横浜市水道局契約規程、横浜市物品・委託等に関する競争入札取扱要綱、

横浜市物品・委託等競争入札参加者要領等に定めるところによる。 

２ 入札参加手続等 

(1) 入札に参加するための事前の入札参加申請手続は要しない。ただし、第９項第５号に定める場合を

除く。 

(2) 前項に掲げる入札参加資格の確認は、開札後に資格を確認する必要があると認める者について行う 

。 

３ 設計図書の交付等 

(1) 設計図書の交付 

設計図書の交付については契約ごとに定める。 

(2) 設計図書に関する質問及び回答 

 ア 質問の締切日時及び方法 

別途指定がある場合を除き公告日の３日後（ただし、日曜日、土曜日及び国民の祝日に関する法律

（昭和23年法律第178号）第３条に規定する休日並びに１月２日、１月３日及び12月29日から12月31

日まで（以下「土休日等」という。）を含まないものとして計算する。）の午後４時までに、質問書

（書式はダウンロード可能）を経営部経理課へ持参又はファクス（ファクス番号045-663-6732）によ

り提出すること。 

イ 質問に対する回答 

入札日の４日前（ただし、土休日等を含まないものとして計算する。）の午後１時までに発注情報

詳細の「添付文書」欄において行う。 

４ 入札方法等 

(1) 入札及び開札日時については、契約ごとに定める。 

(2) 落札決定にあたっては、入札金額に当該金額の100分の５に相当する額を加算した金額（当該金額に

１円未満の端数があるときは、その端数を切り捨てた金額）をもって落札価格とするので、入札参加

者は、消費税及び地方消費税に係る課税事業者であるか免税事業者であるかを問わず、見積もった契

約希望金額の105分の100に相当する金額を入札金額とすること。 

(3) 入札の回数は２回までとする。 

(4) 合併入札の場合には、件名は全件名、金額はすべての契約の合計金額を記載すること。 

５ 入札の無効 

次の入札は、無効とする。 

(1) 横浜市水道局契約規程第２条の規定により読み替えて準用する横浜市契約規則第19条の規定に該当

する入札 

(2) 第１項に定める入札参加資格を満たさない者が行った入札 
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(3) 共同企業体による入札の場合に、共同企業体協定書兼委任状の提出をしない者が行った入札 

(4) 共同企業体と当該共同企業体のいずれかの構成員が同一の案件において入札を行った場合における

、当該共同企業体が行った入札及び当該構成員が行った入札 

(5) 共同企業体と当該共同企業体のいずれかの構成員を構成員とする他の共同企業体が同一の案件にお

いて入札を行った場合、これらの共同企業体が行った入札 

(6) 中小企業等共同組合と当該中小企業等共同組合のいずれかの組合員が同一の案件において入札を行

った場合における、当該中小企業等協同組合が行った入札及び当該組合員が行った入札 

(7) 中小企業等協同組合と当該中小企業等協同組合のいずれかの組合員が加入する他の中小企業等協同

組合が同一の案件において入札を行った場合、これらの中小企業等協同組合が行った入札 

６ 入札参加資格の確認及び落札の決定 

  開札後、次の手続により入札参加資格の確認及び落札の決定を行う。 

(1) 開札後、契約ごとに定める予定価格以下の価格をもって入札を行った者のうち最低の価格をもって

入札を行った者を落札候補者とし、入札参加者に当該落札候補者名及び当該価格を通知し、落札の決

定は保留する。 

(2) 予定価格以下の価格をもって入札を行った者のうち最低の価格をもって入札を行った者が２人以上

あるときは、くじにより落札候補者を決定するものとする。 

(3) 落札決定を保留した後、落札候補者が入札参加資格を満たす者であるかを確認する。 

(4) 前号に規定する確認の結果により、落札候補者の取扱いは次のいずれかによるものとする。 

ア 当該落札候補者が入札参加資格を満たす者であることを確認した場合には、その者を落札者とし

、その旨を通知する。 

イ 当該落札候補者が入札参加資格を満たす者でないことを確認した場合には、その者の入札を無効

とする。この場合、予定価格以下の価格をもって入札した他の者のうち最低の価格をもって入札を

した者を新たに落札候補者とし、前号の入札参加資格の確認を行う。以後、落札者が決定するまで

同様の手続を繰り返す。 

(5) 第１号において落札候補者となる者がないとき又は前号イにおいて予定価格以下の価格をもって入

札した者が他にないときは再度の入札を行うこととし、この場合においても第１号から前号までの手

続は同様とする。なお、すでに無効の入札をした者の入札は認めない。 

(6) 第３号の入札参加資格の確認にあたっては、当該落札候補者は、別途指定のある場合を除き、契約

ごとに定める提出書類等を、開札日（第４号イにおいて新たに落札候補者になった者については、提

出を求めた日）の２日後（ただし、土休日等を含まないものとして計算する。）の午後５時までに経

営部経理課へ提出し、また、確認のために必要な指示に従わなければならない。上記期間内に書類等

が提出されない場合又は指示に従わない場合には、当該落札候補者は入札参加資格を満たす者でない

ものとし、第４号イの手続により落札者を決定する。 

(7) 第４号イの手続により、落札候補者の入札を無効とした場合には、入札を無効とした理由を付して

、当該落札候補者に通知する。 

(8) 開札後、落札決定するまでの間に、当該落札候補者が横浜市一般競争参加停止及び指名停止等措置

要綱第２条第１項、第３条又は第４条に該当した場合（ただし、軽微な事由による停止措置を除く。

）には、その者を落札者とせず、予定価格の制限の範囲内の価格をもって入札した他の者のうち最低

の価格をもって入札した者を新たに落札候補者とする。 

７ 入札保証金及び契約保証金 

(1) 入札保証金はこれを免除する。 

(2) 契約保証金の有無については契約ごとに定める。 

８ 契約金の支払方法 

(1) 部分払の有無及び回数は、契約ごとに定める。 

(2) 継続費又は債務負担行為に係る契約である場合には、契約ごとに明示する。この場合の契約金の支

払いは、契約期間中の各会計年度において、契約で定める当該会計年度の支払限度額の範囲内で、履

行済部分に応じて行う。 

９ その他 

(1) 入札を執行し、落札者が決定したときは、本市の定める契約書の取り交わしをするものとする。こ

の場合、契約書の作成は落札者が行うものとし、当該契約書の作成費用は落札者が負担するものとす

る。 

(2) 必要と認めるときは入札を延期し、中止し、又は取り消すことがある。 
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(3) 開札後、次のいずれかに該当するときは、横浜市一般競争参加停止及び指名停止等措置要綱第２条

の規定により、一般競争参加停止及び指名停止の措置を行う。 

ア 落札候補者となった者が、正当な理由なく落札者となることを辞退した場合 

イ 落札候補者となった者が、第６項第６号に定める書類の提出をしない場合 

(4) 第６項第３号の入札参加資格の確認とあわせて、横浜市物品・委託等に関する競争入札取扱要綱第

23条第１項の規定に基づき適格性の審査を行い、当該契約の相手方としての適格性に欠ける者と認定さ

れた場合は、落札者として決定しないものとする。 

(5) 共同企業体による入札を行う場合は、提出書類のうち共同企業体協定書兼委任状を入札日時までに

到着するよう横浜市水道局経理課あての書留郵便により郵送又は横浜市水道局経理課まで持参しなけ

ればならない。 

(6) その他、この公告に規定のない事項については、横浜市水道局契約規程、横浜市物品・委託等に関

する競争入札取扱要綱及び横浜市物品・委託等競争入札参加者要領等に定めるところによるものとす

る。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



横浜市報調達公告版 

第60号 平成25年７月16日発行 

113 

 

契約番号 １３５２０３５４０８ 

入札方法 入札書の持参による 一般競争（条件付） 

件名 
緑営業所車庫敷地用地測量業務委託 

納入／履行場所 
緑区寺山町１３６番３ほか 

概要 

転写連続図作成一式、土地登記簿調査一式、多角測量一式、現況点押え測量一式、用地境界立

会い一式 

納入／履行期間等 契約締結の日から平成２５年１２月２５日まで 

調査基準価格 - 

最低制限価格 - 

入 

札 

参 

加 

資 

格 

種目 測量 

格付等級 - 

登録細目 【測量：地上測量】 

所在地区分 市内 

その他 

次の（１）及び（２）の入札参加資格を満たす者であること。 

（１）横浜市一般競争入札有資格者名簿（設計・測量等関係）（以下この項において「名簿」

という。）における上記の営業種目の登録順位が第１位であり、かつ、名簿において上記

の登録細目及び所在地区分に登録があること。 

（２）名簿における企業規模区分において「中小企業」として登録が認められていること。 

提出書類 

 

設計図書 
電子図渡しを行う。 

横浜市ホームページ発注情報画面より設計図書をダウンロードすること。  

入札及び開札日時 平成２５年 ８月 １日（木）午後 ３時３０分  

入札及び開札場所 中区山下町２３番地 日土地山下町ビル１０階 水道局大会議室  

支払条件 前金払 しない 部分払 しない 契約保証 免除 

注意事項 

 

発注担当課 水道局資産活用課 電話 ０４５－６３３－０１５３ 

契約事務担当課 水道局経理課 電話 ０４５－６３３－０１５１ 
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交通局調達公告第51号 

一般競争入札（工事）の施行 

次のとおり、「最戸変電所アスベスト除去工事」について、一般競争入札を行う。 

平成25年７月16日 

横浜市交通事業管理者 

交通局長 二 見 良 之 

１ 入札参加資格 

入札参加者は、開札日（ただし、基準日を別に定める場合を除く。）において、次に掲げる資格を全て

満たしていなければならない。 

(1) 横浜市交通局契約規程（平成20年３月交通局規程第11号）第２条の規定により読み替えて準用する横

浜市契約規則（昭和39年３月横浜市規則第59号）第３条第１項に掲げる者でないこと及び同条第２項の

規定に基づき横浜市工事請負に関する競争入札取扱要綱（以下「入札取扱要綱」という。）第３条第１

項により定める資格を有する者であること。 

(2) 平成25・26年度横浜市一般競争入札有資格者名簿（工事関係）（以下「有資格者名簿」という。）に

登載されている者であること。 

(3) 横浜市一般競争参加停止及び指名停止等措置要綱（以下「指名停止等措置要綱」という。）に基づく

一般競争参加停止及び指名停止措置を受けていない者であること。 

(4) 工事ごとに定める入札参加資格を全て満たす者であること。 

なお、用語の定義は、次のとおりとする。 

 ア 主たる営業所の所在地 

   有資格者名簿における主たる営業所の所在地が属する行政区をいう。 

 イ 優良工事表彰事業者 

   横浜市優良工事施工会社表彰名簿（平成23年度の優良工事請負業者表彰名簿を含む。）に登載され

ている者をいう。 

 ウ 工事成績 

   工事ごとに入札参加資格として定めた工種に係る工事の横浜市請負工事検査事務取扱要綱第７条、

横浜市水道局請負工事検査事務取扱要綱第８条、横浜市交通局請負工事検査事務取扱要綱第８条及び

横浜市病院経営局請負工事検査事務取扱要綱第８条に規定する工事完成検査結果通知書の評定点（工

事ごとに定める期間内に完成した工事が２件以上ある場合は、完成した月が最新月のものを対象とす

る。また、最新月に完成した工事が２件以上ある場合は、最高点のものを対象とする。）をいう。 

 エ 発注者別評価点（主観点） 

   平成25・26年度の横浜市入札参加資格審査結果通知における工種ごとの発注者別評価点（主観点）

をいう。 

 オ 横浜型地域貢献企業 

   横浜型地域貢献企業として認定されている者をいう。 

 カ 建設機械所有事業者 

   ブルドーザー、ドーザーショベル、掘削機、モーターグレーダー、トラッククレーン、クローラー

クレーン、油圧式クレーン、クレーン付きトラック、タイヤショベル又は振動ローラーを所有してい

る者又は長期の賃貸借契約（契約期間中であり、かつ契約始期から契約終期までが１年を超える賃貸

借契約に限る。）をしている者をいう。  

 キ 災害協力事業者 

   災害協力業者名簿に登載されている者をいう。 

(5) ＩＣカードを購入し、電子入札システムにより利用者登録を行った者であること。 

(6) その他、詳細については横浜市交通局契約規程、入札取扱要綱、横浜市電子入札運用基準（工事請負

関係）（以下「運用基準」という。）及び横浜市工事請負等競争入札参加要領（以下「入札参加要領」

という。）等に定めるところによる。 

２ 入札参加手続等 

(1) 入札に参加するための事前の入札参加申請手続は要しない。ただし、６(1)ただし書きの定めにより

入札保証金の納付を求める場合及び８(11)に定める場合を除く。 

交 通 局 
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(2) 設計図書のダウンロード等 

ア 設計図書の購入先・申込期限欄において、「電子図渡しを行う」としている案件（以下「電子図渡

し案件」という。）については、横浜市ホームページ発注情報画面より設計図書をダウンロードする

こと。 

イ 電子図渡し案件以外の案件については、工事ごとに定める期間において、設計図書を購入しなけれ

ばならない。設計図書の購入先及び購入の申込期間は工事ごとに定める。また、工事ごとに定める期

間において、工事担当課において設計図書を閲覧に供する。 

ウ 設計図書購入の申込手続については、横浜市のホームページを参照すること。 

(3) １に掲げる入札参加資格の確認は、開札後に資格を確認する必要があると認める者について行う。 

３ 入札方法等 

(1) 入札期間及び開札予定日時については、工事ごとに定める。 

(2) 入札参加者は、定められた期間内において、電子入札システムにより入札書を提出すること。また、

郵便による入札は認めない。 

(3) 電子入札システムによらない入札参加については、運用基準第７条に定める場合を除き、認めない。 

(4) 入札にあたっては、別途指定がある場合を除き、工事費内訳書を電子ファイル化し、電子入札システ

ムを通じて入札書提出の際に添付すること。工事費内訳書の提出については、運用基準第13条を参照す

ること。また、工事費内訳書の合計金額は、入札金額と一致させること。 

なお、工事費内訳書とは、本市が工事ごとに定めた設計書のうち、工事内訳及び中科目別内訳（以下

「中科目別内訳書」という。）又は本工事内訳書（中科目別内訳書又は本工事内訳書がないものは同

等の内訳。以下同じ。）に記載した項目及び数量と一致した項目及び数量が明示されているもので、

かつ、中科目別内訳書又は本工事内訳書よりも詳細な内訳が明示されたものをいう。 

(5) 落札決定にあたっては、入札金額に当該金額の100分の５に相当する額を加算した金額（当該金額に

１円未満の端数があるときは、その端数を切り捨てた金額）をもって落札価格とするので、入札参加者

は、消費税及び地方消費税に係る課税事業者であるか免税事業者であるかを問わず、見積もった契約希

望金額の105分の100に相当する金額を入札金額とすること。 

(6) 入札の回数は１回とする。 

なお、開札をした結果、各者の入札のうち予定価格の制限の範囲内の入札がないときは、当該入札を

不調とする。 

(7) 合併入札の場合には、合併の対象となる全ての工事の合計金額を入札金額とすること。 

４ 入札の無効 

次の入札は、無効とする。 

(1) 横浜市交通局契約規程第２条の規定により読み替えて準用する横浜市契約規則第19条の規定に該当 

する入札 

(2) １に定める入札参加資格を満たさない者が行った入札 

(3) 有資格者名簿における代表者又は受任者以外の名義人によるＩＣカードを用いて行った入札 

(4) ３(4)に定める工事費内訳書の提出をしない者が行った入札、又は３(4) の定めに従わない工事費内

訳書の提出をした者が行った入札 

(5) ６(1)ただし書きの定めにより入札保証金の納付を求める入札において、入札保証金の取扱いに係る

説明書４の各号に該当する入札 

(6) 特定建設共同企業体による入札の場合に、共同企業体協定書兼委任状の提出をしない者が行った入札 

(7) 特定建設共同企業体と当該特定建設共同企業体のいずれかの構成員が同一の案件において入札を行っ

た場合における、当該特定建設共同企業体が行った入札及び当該構成員が行った入札 

(8) 特定建設共同企業体と当該特定建設共同企業体のいずれかの構成員を構成員とする他の特定建設共同

企業体が同一の案件において入札を行った場合、これらの特定建設共同企業体が行った入札 

(9) 中小企業等協同組合と当該中小企業等協同組合のいずれかの組合員が同一の案件において入札を行っ

た場合における、当該中小企業等協同組合が行った入札及び当該組合員が行った入札 

(10) 中小企業等協同組合と当該中小企業等協同組合のいずれかの組合員が加入する他の中小企業等協同

組合が同一の案件において入札を行った場合、これらの中小企業等協同組合が行った入札 

５ 入札参加資格の確認及び落札の決定 

(1) 開札後、工事ごとに定める予定価格の制限の範囲内の価格で最低制限価格以上の価格をもって入札を

行った者のうち最低の価格をもって入札を行った者を落札候補者とし、入札参加者に当該落札候補者名

及び当該価格を通知し、落札の決定は保留する。 
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(2) 予定価格の制限の範囲内の価格で最低制限価格以上の価格をもって入札を行った者のうち最低の価格

をもって入札を行った者が２者以上あるときは、電子くじにより落札候補者を決定するものとする。 

(3) 落札決定を保留した後、落札候補者が入札参加資格を満たす者であるかを確認する。 

(4) (3)に規定する確認の結果により、落札候補者の取扱いは次のいずれかによるものとする。 

ア 当該落札候補者が入札参加資格を満たす者であることを確認した場合には、その者を落札者とし、

入札参加者にその旨を通知する。 

イ 当該落札候補者が入札参加資格を満たす者でないことを確認した場合には、その者の入札を無効と

する。この場合、予定価格の制限の範囲内の価格で最低制限価格以上の価格をもって入札した他の者

のうち最低の価格をもって入札をした者を新たに落札候補者とし、(3) の入札参加資格の確認を行う

。以後、落札者が決定するまで同様の手続を繰り返す。 

(5) (3) の入札参加資格の確認にあたっては、当該落札候補者は、工事ごとに定める提出書類を、開札日

（(4) イの定めにより新たに落札候補者になった者については、提出を求めた日）から翌開庁日の午後

５時までの間に財政局契約第一課へ提出し、また確認のために必要な指示に従わなければならない。上

記期間内に書類が提出されない場合又は指示に従わない場合には、当該落札候補者は入札参加資格を満

たす者でないとし、(4) イの手続により落札者を決定する。 

(6) (4) イの手続により、落札候補者の入札を無効とした場合には、入札を無効とした理由を付して、当

該落札候補者に通知する。 

(7) 開札後、落札決定するまでの間に、当該落札候補者が指名停止等措置要綱第２条第１項、第３条又は

第４条に該当した場合（ただし、軽微な事由による停止措置を除く。）には、その者を落札者とせず、

予定価格の制限の範囲内の価格で最低制限価格以上の価格をもって入札した他の者のうち最低の価格を

もって入札した者を新たに落札候補者とする。 

６ 入札保証金及び契約保証金 

(1) 入札保証金はこれを免除する。ただし、工事ごとの注意事項に、入札ボンド制度の試行対象工事であ

る旨の記載がある工事については、入札保証金の納付を求める。この場合、金融機関の入札保証等をも

って入札保証金の納付に代えることができる。また、入札保証保険契約の締結を行い、又は契約保証の

予約を受けた場合は、入札保証金を免除する。入札保証金の納付等に係る書類の提出期限、場所及び方

法等については、入札保証金の取扱いに係る説明書に定めるほか、工事ごとに定める。 

(2) 契約保証金の要否については、工事ごとに定める。 

(3) 契約保証金を求める場合の取扱いについては、入札参加要領第27条から第29条までの規定による。 

７ 契約金の支払方法 

(1) 前金払の有無及び方法並びに部分払の回数は、工事ごとに定める。 

なお、前金払は部分払の回数に含まない。 

(2) 工事ごとに定める前金払の方法が「する（一括）」とある場合には、契約を締結した会計年度におい

て契約金額の10分の４以内の額を支払うとともに、横浜市交通局公共工事の前払金に関する規程第２条

第３項に規定する認定を受けたときには、追加して、契約金額の10分の２以内の額を支払う。また、工

事ごとに定める前金払の方法が「する（各年）」とある場合には、契約で定める各会計年度の出来高予

定額の10分の４以内の額を当該会計年度ごとに支払うとともに、横浜市交通局公共工事の前払金に関す

る規程第２条第３項に規定する認定を受けたときには、追加して、契約で定める各会計年度の出来高予

定額の10分の２以内の額を当該会計年度ごとに支払う。 

(3) 工期が複数年度に渡る場合の契約金の支払いは、契約期間中の各会計年度において、契約で定める当

該会計年度の支払限度額の範囲内で、出来高に応じて行う。 

８ その他 

(1) 建設工事に係る資材の再資源化等に関する法律第９条第１項に規定する対象建設工事に該当するか否

かは、工事ごとに明示する。 

(2) 当該工事に直接関連する他の工事の請負契約を、当該工事の請負契約の相手方と随意契約により締結

する予定がある場合には、工事ごとに明示する。 

(3) 入札を執行し、落札者が決定したときは、本市の定める契約書の取り交わしをするものとする。この

場合、契約書の作成費用は落札者が負担するものとする。 

(4) 配置技術者の届出後、当該工事が完成するまでの間は、当該技術者の変更はできない。ただし、技術

者の変更が真にやむを得ないと認められる場合で、かつ、新たに配置する技術者が、工事ごとに定める

入札参加資格（変更すべき事由が生じた日を基準日とする。）を満たすと確認された場合はこの限りで

ない。 
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(5) 必要と認めるときは入札を延期（入札期間の延長を含む。）し、中止し、又は取り消すことがある。 

(6) 本市の都合により、開札日時を変更する場合、運用基準第14条第４項に定めるとおりとする。 

(7) 開札後、次のいずれかに該当するときは、指名停止等措置要綱第２条の規定により、一般競争参加停

止及び指名停止の措置を行う。 

ア 落札候補者となった者が、正当な理由なく落札者となることを辞退した場合 

イ 落札候補者となった者が、５(5) に定める書類の提出をしない場合 

(8) ５(3) の入札参加資格の確認とあわせて、入札取扱要綱第25条第１項の規定に基づき適格性の審査を

行い、当該工事の請負業者としての適格性に欠ける者と認定された場合は、当該工事の契約は締結しな

いものとする。 

(9) (8)の適格性の審査にあたり、予定されている現場代理人が、工事請負契約約款第11条第２項に定め

る常駐義務を満たさないおそれがある場合は、入札取扱要綱第25条第１項第８号に該当し、適格性に欠

ける者となるので留意すること。 

ただし、工事監督課が同一であり、かつ、監督員と常に携帯電話等により連絡をとれる体制が確保

されている場合で、次のアからウのいずれかに該当するときは、この限りではない。 

ア ２件の工事請負契約の場合で、それぞれの予定価格（消費税及び地方消費税相当額を含む。）が

2,500 万円（工種「建築」の工事請負契約の場合は 5,000 万円）未満のとき。 

イ 工種「建築」の工事請負契約を含まない３件の工事請負契約の場合で、予定価格（消費税及び地

方消費税相当額を含む。）の合計が 2,500 万円未満であるとき。 

ウ 工種「建築」の工事請負契約を含む３件の工事請負契約の場合で、予定価格（消費税及び地方消

費税相当額を含む。）の合計が 5,000 万円未満であるとき。ただし、３件の中に、工種「建築」以

外の工事請負契約を含む場合には、工種「建築」以外の工事請負契約の予定価格（消費税及び地方

消費税相当額を含む。）の合計が 2,500 万円未満であること。 

 なお、工事現場への出動体制について制限を設けている工事請負契約、現場説明書に兼任を認めな 

 い旨を記載している工事請負契約及び設計変更等に伴う契約変更により請負代金額（消費税及び地方 

 消費税相当額を含む。）が2,500万円（工種「建築」の場合は5,000万円）以上となった工事請負契約 

 については、現場代理人の他の工事との兼任を認めないものとする。 

(10) (8)の適格性の審査にあたり、開札日において、平成25・26年度の横浜市入札参加資格審査結果（変

更届を提出した場合は、審査が完了し、資格審査申請システムに登録されているもの。）における当該

工事と同工種の元請最高請負実績額が当該工事の工事費（当該工事の予定価格（消費税及び地方消費税

相当額を含む。））の６割に満たず、かつ、当該工事と同工種の下請最高請負実績額が当該工事の工事

費（当該工事の予定価格（消費税及び地方消費税相当額を含む。））の８割に満たない者は、入札取扱

要綱第25条第１項第９号に該当し、適格性に欠ける者となるので留意すること。 

(11) 特定建設共同企業体による入札を行う場合は、入札の前に特定建設共同企業体の情報について横浜

市のホームページから登録（以下「特定ＪＶ登録」という。）を行い、提出書類のうち共同企業体協定

書兼委任状を、入札締切日時までに、横浜市役所内郵便局に到着するよう横浜市財政局契約第一課あて

の書留郵便により郵送し、又は横浜市財政局契約第一課まで持参しなければならない。 

なお、特定ＪＶ登録並びに共同企業体協定書兼委任状の作成及び提出方法等の詳細については、横浜

市のホームページを参照すること。 

(12) その他、この公告に規定のない事項については、横浜市交通局契約規程、横浜市交通局公共工事の

前払金に関する規程、入札取扱要綱、運用基準、入札参加要領及び入札保証金の取扱いに係る説明書等

に定めるところによるものとする。 
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契約番号 １３５３０１００３０ 

入札方法 電子入札による 

工事件名 
最戸変電所アスベスト除去工事 

施工場所 
港南区最戸一丁目５番８号 

工事概要 

アスベスト含有吹付材撤去工（１階倉庫１３１ｍ２、地下１階変電室２１．４ｍ２、地下 

１階換気室０．６ｍ２） 

工期 契約締結の日から７０日間 

予定価格 ５，３６０，０００円（消費税及び地方消費税相当額を除く。） 

調査基準価格 - 

最低制限価格 開札後に公表（最低制限価格制度適用） 

入 

札 

参 

加 

資 

格 

登録工種 建築、塗装又はひき屋・解体 

格付等級 【建築：Ｃ】、【塗装：－】又は【ひき屋・解体：－】 

登録細目 【建築：建築工事】、【塗装：塗装工事】又は【ひき屋・解体：ひき屋・解体工事】 

所在地区分 市内 

技術者 

建築工事業、塗装工事業又はとび・土工工事業に係る主任技術者を施工現場に配置すること。

当該技術者は開札日において、（１）直接的かつ恒常的な雇用関係にあり、（２）当該雇用期

間が３か月間経過しており、（３）専任配置を要する他の工事に専任の技術者として従事して

いない者でなければならない。  

その他 

※次頁のとおり 

本件工事の公告は２頁ありますので、ご注意ください。   （この頁は１頁目です。）  

提出書類 

（１）配置主任技術者・現場代理人（変更）届出書（第７号様式） （２）（１）に記載 

した資格を証明する書類（建設業法に定める技術検定の合格証明書の写し等） （３）配 

置技術者・現場代理人（変更）届出書（第６号様式。役職欄及びその他の資格欄に石綿作 

業主任者と記入し、番号欄に石綿作業主任者技能講習修了証の番号（又は特定化学物質等 

作業主任者技能講習修了証の番号）を記入すること。） （４）石綿作業主任者技能講習 

修了証の写し（又は特定化学物質等作業主任者技能講習修了証の写し） （５）配置する 

技術者、現場代理人及び石綿作業主任者の雇用（期間）が確認できる書類（健康保険被保 

険者証の写し又は雇用保険被保険者証の写し等） 

設計図書の購入先・申込期限 
電子図渡しを行う。 

横浜市ホームページ発注情報画面より設計図書をダウンロードすること。  

入札期間 
平成２５年 ７月２９日（月）午前 ９時００分から 

平成２５年 ７月３１日（水）午後 ５時００分まで  

開札予定日時 平成２５年 ８月 １日（木）午前 １１時３０分  

支払い条件 前金払 する（一括） 部分払 しない 契約保証 要求 

建設工事に係る資材の再資源化等に関する法律第９条第１項に規定する対象建設工事  該当しない 

注意事項 

（１）入札参加にあたっては、公告本文の記載事項を確認すること。          

   特に、工事費内訳書の作成及び提出、現場代理人の工事現場への常駐並びに最高請 

  負実績額に係る適格性の審査について、公告本文（３（４）、８（９）及び８（１０ 

  ））に記載があるので留意すること。 

（２）「新年度単価適用の特例措置」対象工事の場合は現場説明書にその旨を記載する。 

工事担当課 交通局建築課 電話 ０４５－３２６－３８１５ 

契約事務担当課 財政局契約第一課 電話 ０４５－６７１－２２４４、２２４６ 
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契約番号 １３５３０１００３０ 

工事件名 
最戸変電所アスベスト除去工事 

入 

 

札 

 

に 

 

係 

 

る 

 

必 

 

要 

 

事 

 

項 

【入札参加資格 その他】 

次の入札参加資格を全て満たす者であること。（詳細は公告本文１（４）参照） 

（１）主たる営業所の所在地が、中区、南区、港南区、磯子区、金沢区、戸塚区、栄区、 

  泉区又は瀬谷区内のいずれかであること。 

（２）石綿障害予防規則（平成１７年厚生労働省令第２１号）に定める石綿作業主任者技 

  能講習（平成１８年厚生労働省令第１号による改正前の特定化学物質等障害予防規則 

  （昭和４７年労働省令第３９号）に定める特定化学物質等作業主任者技能講習を含  

  む。）を修了した者を石綿作業主任者として施工現場に配置すること（主任技術者と 

  の兼任可）。 

   なお、当該石綿作業主任者は、開札日において、直接的かつ恒常的な雇用関係にあ 

  り、かつ、当該雇用期間が３か月間経過した者であり、専任配置を要する他の工事に 

  専任の技術者として従事していない者でなければならない。 

（３）現場代理人は、開札日において、直接的かつ恒常的な雇用関係にあり、かつ、当該 

  雇用期間が３か月間経過している者であること。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

本件工事の公告は２頁ありますので、ご注意ください。   （この頁は２頁目です。） 

この頁に記載されていない事項については、１頁目をご確認ください。 
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交通局調達公告第52号 

一般競争入札（物品・委託等）の施行 

次のとおり、「機材運搬車 １台」の契約について、一般競争入札を行う。 

平成25年７月16日 

                                   横浜市交通事業管理者 

                                   交通局長 二 見 良 之  

１ 入札参加資格  

入札参加者は、開札日（ただし、基準日を別に定める場合を除く。）において、次に掲げる資格をすべ

て満たしていなければならない。 

(1) 横浜市交通局契約規程（平成20年３月交通局規程第11号）第２条の規定により読み替えて準用する

横浜市契約規則（昭和39年３月横浜市規則第59号）第３条第１項に掲げる者でないこと及び同条第２

項の規定に基づき横浜市物品・委託等に関する競争入札取扱要綱第３条第１項により定める資格を有

する者であること。 

(2) 平成25・26年度横浜市一般競争入札有資格者名簿（物品・委託等関係）（以下「有資格者名簿」と

いう。）に登載されている者であること。 

(3) 横浜市一般競争参加停止及び指名停止等措置要綱に基づく一般競争参加停止及び指名停止措置を受

けていない者であること。 

(4) 契約ごとに定める入札参加資格をすべて満たす者であること。 

(5) ＩＣカードを購入し、電子入札システムにより利用者登録を行った者であること。 

(6) その他、詳細については横浜市交通局契約規程、横浜市物品・委託等に関する競争入札取扱要綱、

横浜市電子入札運用基準（物品・委託等関係）及び横浜市物品・委託等競争入札参加者要領等に定め

るところによる。 

２ 入札参加手続等 

(1) 入札に参加するための事前の入札参加申請手続は要しない。 

(2) １に掲げる入札参加資格の確認は、開札後に資格を確認する必要があると認める者について行う。 

３ 設計図書の交付等 

 (1) 設計図書の交付 

  設計図書の交付については契約ごとに定める。 

(2) 設計図書に関する質問及び回答 

ア 質問の締切日時及び方法 

別途指定がある場合を除き公告日の３日後（ただし、日曜日、土曜日及び国民の祝日に関する法律

（昭和23年法律第178号）に規定する休日並びに12月29日から翌年の１月３日まで（以下「休日等」

という。）を含まないものとして計算することとする。）の午後４時までに、質問書（書式はダウン

ロード可能。）を電子メール（送信先アドレスは「za-situmonsho@city.yokohama.jp」）により契

約第二課へ提出すること。 

イ 質問に対する回答 

別途指定がある場合を除き入札期間の初日の２日前(ただし、日曜日、土曜日及び休日を含まない

ものとして計算することとする。)の午後１時までに発注情報詳細の「添付文書」欄において行う。 

４ 入札方法等 

(1) 入札の期間及び開札予定日時については、契約ごとに定める。 

(2) 入札参加者は、定められた期間内（休日等を除く。）において、電子入札システムにより入札書を

提出すること。また、郵便による入札は認めない。 

(3) 紙入札による参加については、横浜市電子入札運用基準（物品・委託等関係）第７条に定める場合

を除き、認めない。 

(4) 落札決定にあたっては、別途指定がある場合を除き入札金額に当該金額の100分の５に相当する額を

加算した金額（当該金額に１円未満の端数があるときは、その端数を切り捨てた金額）をもって落札

価格とするので、入札参加者は、消費税及び地方消費税に係る課税事業者であるか免税事業者である

かを問わず、見積もった契約希望金額の105分の100に相当する金額を入札金額とすること。 

(5) 入札の回数は２回までとする。 

(6) 合併入札の場合には、金額はすべての契約の合計金額を記載すること。 

５ 入札の無効 
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次の入札は、無効とする。 

(1) 横浜市交通局契約規程第２条の規定により読み替えて準用する横浜市契約規則第19条の規定に該当

する入札 

(2) １に定める入札参加資格を満たさない者が行った入札 

(3) 共同企業体による入札の場合に、共同企業体協定書兼委任状の提出をしない者が行った入札 

(4) 共同企業体と当該共同企業体のいずれかの構成員が同一の案件において入札を行った場合における

、当該共同企業体が行った入札及び当該構成員が行った入札 

(5) 共同企業体と当該共同企業体のいずれかの構成員を構成員とする他の共同企業体が同一の案件にお

いて入札を行った場合、これらの共同企業体が行った入札 

(6) 中小企業等協同組合と当該中小企業等協同組合のいずれかの組合員が同一の案件において入札を行

った場合における、当該中小企業等協同組合が行った入札及び当該組合員が行った入札 

(7) 中小企業等協同組合と当該中小企業等協同組合のいずれかの組合員が加入する他の中小企業等協同

組合が同一の案件において入札を行った場合、これらの中小企業等協同組合が行った入札 

(8) 横浜市一般競争入札参加資格審査申請における代表者又は受任者以外の名義人によるＩＣカードを

用いて行った入札 

６ 入札参加資格の確認及び落札の決定 

  開札後、次の手続により入札参加資格の確認及び落札の決定を行う。 

なお、最低制限価格制度適用案件においては、「予定価格以下の価格」は「予定価格以下の価格で最低

制限価格以上の価格」と、読み替えるものとする。また、種目「不用品買受」に係る契約については「予

定価格以下の価格」は「予定価格以上の価格」と、「最低」は「最高」と、読み替えるものとする。 

(1) 開札後、契約ごとに定める予定価格以下の価格をもって入札を行った者のうち最低の価格をもって

入札を行った者について、横浜市物品・委託等に関する競争入札取扱要綱第21条第１号から第６号ま

でに定める事項のうち、当該契約ごとに定める入札参加資格を満たす者であるかを確認するものとす

る。 

(2) 前号の規定により確認を行った者の取扱いは、次のいずれかによるものとする。 

ア 当該入札者が入札参加資格を満たす者であることを確認した場合には、その者を落札候補者とし

、入札参加者にその旨を通知し、落札の決定は保留する。 

イ 当該入札者が入札参加資格を満たす者でないことを確認した場合には、その者の入札を無効とす

る。この場合、予定価格以下の価格をもって入札した他の者のうち最低の価格をもって入札をした

者について、(1)の入札参加資格の確認を行う。以後、落札候補者が決定するまで同様の手続を繰り

返す。 

(3) 予定価格以下の価格をもって入札を行った者のうち最低の価格をもって入札を行った者が２人以上

あるときは、(1)の入札参加資格の確認を行った上で、入札参加資格を満たすことを確認した者につい

て、電子くじにより落札候補者を決定するものとする。 

(4) 落札決定を保留した後、落札候補者について、横浜市物品・委託等に関する競争入札取扱要綱第21

条第７号から第10号までに定める事項のうち、当該契約ごとに定める入札参加資格を満たす者である

かを確認するものとする。 

(5) 前号に規定する確認の結果により、落札候補者の取扱いは次のいずれかによるものとする。 

ア 当該落札候補者が入札参加資格を満たす者であることを確認した場合には、その者を落札者とし

、入札参加者にその旨を通知する。 

イ 当該落札候補者が入札参加資格を満たす者でないことを確認した場合には、その者の入札を無効

とする。この場合、予定価格以下の価格をもって入札した他の者のうち最低の価格をもって入札を

した者について、(1)の入札参加資格の確認を行う。以後、落札者が決定するまで同様の手続を繰り

返す。 

(6) (1)において予定価格以下の価格をもって入札を行った者のうち最低の価格をもって入札を行った者

がないとき若しくは(2)イ又は(5)イにおいて予定価格以下の価格をもって入札した者が他にないとき

は再度の入札を行うこととし、この場合においても(1)から(5)までの手続は同様とする。なお、すで

に無効の入札をした者及び最低制限価格制度適用案件において最低制限価格未満の入札をした者の入

札は認めない。 

(7) (4)の入札参加資格の確認にあたっては、当該落札候補者は、別途指定のある場合を除き、契約ごと

に定める提出書類等を、開札日（(2)イにおいて新たに落札候補者になった者については、提出を求め

た日）の２日後(ただし、休日等を含まないものとして計算することとする。）の午後５時までに電子
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メール（送信先アドレスは「za-joukenshorui@city.yokohama.jp」）により契約第二課へ提出し、ま

た、確認のために必要な指示に従わなければならない。上記期間内に書類等が提出されない場合又は指

示に従わない場合には、当該落札候補者は入札参加資格を満たす者でないとし、(5)イの手続により落

札者を決定する。 

(8) (5)イの手続により、落札候補者の入札を無効とした場合には、入札を無効とした理由を付して、当

該落札候補者に通知する。 

(9) 開札後、落札決定するまでの間に、当該落札候補者が横浜市一般競争参加停止及び指名停止等措置

要綱第２条第１項、第３条又は第４条に該当した場合（ただし、軽微な事由による停止措置を除く。

）には、その者を落札者とせず、予定価格の制限の範囲内の価格をもって入札した他の者のうち最低

の価格をもって入札した者を新たに落札候補者とする。 

７ 入札保証金及び契約保証金 

(1) 入札保証金はこれを免除する。 

(2) 契約保証金の有無については契約ごとに定める。 

８ 契約金の支払方法 

(1) 部分払の有無及び回数は、契約ごとに定める。 

(2) 長期継続契約、継続費又は債務負担行為に係る契約である場合には、契約ごとに明示する。この場

合の契約金の支払いは、契約期間中の各会計年度において、契約で定める当該会計年度の支払限度額

（長期継続契約については支払予定額）の範囲内で、履行済部分に応じて行う。 

９ その他 

(1) 入札を執行し、落札者が決定したときは、本市の定める契約書の取り交わしをするものとする。こ

の場合、契約書の作成費用は落札者が負担するものとする。 

(2) 必要と認めるときは入札を延期（入札期間の延長を含む。）し、中止し、又は取り消すことがある。 

(3) 本市の都合により、開札日時を変更する場合、横浜市電子入札運用基準（物品・委託等関係）第13

条第４項に定めるとおりとする。 

(4) 開札後、次のいずれかに該当するときは、横浜市一般競争参加停止及び指名停止等措置要綱第２条

の規定により、一般競争参加停止及び指名停止の措置を行う。 

ア 落札候補者となった者が、正当な理由なく落札者となることを辞退した場合 

イ 落札候補者となった者が、６(7)に定める書類の提出をしない場合 

(5) ６(1)及び(4)の入札参加資格の確認とあわせて、横浜市物品・委託等に関する競争入札取扱要綱第

23条第１項の規定に基づき適格性の審査を行い、当該契約の相手方としての適格性に欠ける者と認定さ

れた場合は、落札者として決定しないものとする。 

(6) 地方自治法第234条の３に規定する長期継続契約である場合、契約締結日の属する年度の翌年度以降

において、当該契約に係る本市の歳出予算が減額又は削減されたときは、本市は当該契約を変更し、

又は解除することができるものとする。 

(7) その他、この公告に規定のない事項については、横浜市交通局契約規程、横浜市物品・委託等に関す

る競争入札取扱要綱、横浜市電子入札運用基準（物品・委託等関係）及び横浜市物品・委託等競争入札

参加者要領等に定めるところによるものとする。 
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契約番号 １３５３０２０２３７ 

入札方法 電子入札による 一般競争（条件付） 

件名 
機材運搬車 １台 

納入／履行場所 
交通局上永谷車両基地 

概要 

 

納入／履行期間等 契約締結の日から平成２６年 ３月１５日まで 

調査基準価格 - 

最低制限価格 - 

入 

札 

参 

加 

資 

格 

種目 電車用品 

格付等級 - 

登録細目 

所在地区分 市内、準市内又は市外 

その他 

１．有資格者名簿において上記の種目を登録していること。 

２．次のいずれかに該当する者であること。 

①当該物品又はこれと同等の物品に係る納入実績又は製造実績を有する者 

②当該物品に係るメーカー、販売代理店等の引受証明を受けた者 

提出書類 

納入（製造）実績調書又は引受証明書（納入（製造）実績がない場合） 

設計図書 
電子図渡しを行う。 

横浜市ホームページ発注情報画面より設計図書をダウンロードすること。  

入札期間 
平成２５年 ７月２６日（金）午前 ９時００分から 

平成２５年 ７月２９日（月）午後 １時００分まで  

開札予定日時 平成２５年 ７月２９日（月）午後 １時０５分  

支払い条件 前金払 しない 部分払 しない 契約保証 免除 

注意事項 

 

発注担当課 交通局施設課 

契約事務担当課 財政局契約第二課 
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病院経営局調達公告第11号 

   特定調達契約の落札者等の決定 

 特定調達契約の落札者等を次のとおり決定した。 

   平成25年７月16日 

横浜市病院事業管理者 髙 橋 俊 毅 

番

号 

落札又は随意

契約に係る物

品等又は特定

役務の名称及

び数量 

契約に関する

事務を担当す

る部課の名称

及び所在地 

落 札 者

又 は 随

意 契 約

の 相 手

方 を 決

定 し た

日 

落札者又は随意契

約の相手方の氏名

又は名称及び住所

又は所在地 

落札金額又は

随意契約に係

る契約金額 

契約の

相手方

を決定

した手

続 

当 該 入

札 公 告

を 行 っ

た日 

随 意 契

約 の 理

由 

１ 生化学・免疫

自動分析シス

テム 一式の

購入 

横浜市立市民

病院管理部経

営経理課 

保土ケ谷区岡

沢町 56 番地 

平成 25

年 ６ 月

18 日 

株式会社八神製作

所 

名古屋市中区千代

田２丁目 16 番 30

号 

円

71,872,500

一般競

争入札 

平成 25

年 ５ 月

７日 

－ 

 

 

 

病 院 経 営 局 


